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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和４年１２月２７日（火）１０時００分～１２時１０分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

ＧＴＳ協同組合 濱島専務理事、島袋監査室室長 
アジアコンサルティング株式会社 川田代表取締役 

４  出席者 

（１）有識者 

市川委員、黒谷委員、佐久間委員、高橋委員、武石委員、冨田委員、樋口委員 

（代理出席） 

一般社団法人日本経済団体連合会、鈴鹿市 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 技能実習制度は、技能の修得の入口からキャリアを積めるという点や、その

結果、収入が向上しているという点、帰国後に母国で管理職に就く者もいる点

から、「人材育成・国際貢献」という趣旨が果たされていると感じる。 

○ 実態として、「国内での人材確保」に技能実習制度が使われていると感じる。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて） 

○ 技能実習生及び特定技能外国人のスキルアップ・処遇改善のため、独自に工

場を作り、ここでフォークリフト、玉掛けクレーンの免許を取得するための外

国人への教育を行っている。同工場は、自社のみならず様々な組合にも利用し

ていただけるようにオープンな状態にしている。 

○ フォークリフト等の資格取得の講習について、日本人が受講するよりも価

格が高く、受講期間も長くなる。外国人は通訳を介した説明が必要であること

や、特に、安全上の配慮が必要であることから、通常の約２倍の時間を要して

いる。また、講習費用について、通常２万７千円台であるが、外国人が受講す

る場合、約４万円徴収しており、この費用は企業が負担している。 

○ 外国人がステップアップしていき、要件を満たした者は長く働けるように

すべきである。前職の評価などを緩和して、外国人本人の資格保持状況やスキ
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ルを考慮した時給設定が今後は必要になってくるのではないか。 

○ 技能実習生には、幅広い技術・スキルを習得させたいと考える。特定技能へ

の移行の際に、一企業の固有技術だけでは本人のスキルアップは図れない。た

だし、本人の希望にも沿った上で技術の習得をさせる必要がある。 

○ 特定技能１号の人材について、技能実習計画に縛られずに日本人と同じよ

うに様々な仕事が出来るという点が大きいと感じる。 

○ 特定技能２号の分野追加について、技能実習の期間中にスキルアップをさ

せても、特定技能にその分野がなければ更なるスキルアップができなくなる

ため、特定技能２号に限らず１号ももっと分野を増やすべきである。 

○ 技能実習１号及び技能実習２号で在留する外国人の賃金は概ね妥当である

と感じるが、技能実習３号及び特定技能で在留している者に関しては、賃上げ

が必要ではないか。 

○ 技能実習３号や特定技能外国人は、工業高校を卒業した者と同等レベルの

スキルを保有していると考えられ、技能実習１号・２号は、技能実習生が工業

高校卒業レベルの技術を習得する段階だと感じる。 

 

（受入れ見込数の設定の在り方について） 

○ 日本人労働者の労働市場が奪われてはならず、また、過剰に人材を供給する

ことにより、賃金の上昇の妨げにもなるため、技能実習制度にも受入れ見込数

の設定は必要なのではないか。ただし、受入れ見込数の設定数値は、根拠のあ

る正しい数値にすることが必要である。 

○ 特定技能外国人は、労働者として位置づけられていることから、技能実習制

度のような企業ごとの枠を設けることは不要ではないか。 

○ 日本は外国人を受け入れても人手不足の状況にあるところ、どの程度足り

ないかは、業所管省庁がもっと数字を出していくべきである。 

○ 愛知県では、工業高校を卒業した者の半分は進学をしており、残りの半分が

就職となるが、この半分のうち、７割程度を大手の自動車業界が取っていき、

残りの３割が中規模程度の業界が取っていくというのが現場の感触。そのた

め、中小企業（150～200 人程度の規模）に就職する者がほとんどおらず、外

国人労働者に活躍してもらわないといけないのが現状。 

 

（転籍の在り方について） 

○ 人材育成するために転籍の制限は必要ではないか。また、特定技能は、契約

期間内は転籍できないが、契約を更新するタイミングで転籍を可能とするこ

とが必要ではないか。本人が守られている期間は、転籍の制限は必要であると

考える。 
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○ 転籍の制限をなくすと、地方や中小企業がコストを割いて育てた人材が大

都市圏に一極集中してしまうのが加速する。特に、介護分野は、地方から大都

市圏に一極集中していると思う。 

○ 転籍に一定の制限を設けるのであれば、企業が法的問題を起こした又はそ

れに準ずる行為が認められた場合には、必ず転籍を認めるべきである。 

○ コロナ禍で帰国できなかった技能実習生が特定技能に移行し、年金脱退一

時金の請求期限である５年目を迎えるため、一度帰国して受け取るために離

職する人が増えてきている。技能実習制度が３年から５年に引き延ばされた

時に年金脱退一時金も５年に引き延ばされたので、特定技能制度の運用に合

わせ、年金脱退一時金の請求期限も延ばしてもらいたい。 

○ 労働力が大都市圏に一極集中する状況について、技能実習生の賃金を全国

で統一すれば良いのではないか。地方と都市の賃金が一緒であれば、地方の良

さや企業との関係の密接さを利点として、地方に残ってくれる者も一定数い

ると思っている。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 企業に迎合しすぎた監理団体が一定程度ある。また、当組合は、監査室とい

う、監査を専門に行う部署を設けているが、監理団体によってはきちんと監査

をしていないところもあり、適切でない監理団体が一定数存在している。この

ように適切でない監理団体を排除する仕組みを作るべきである。 

○ 監査項目のうち、監査権限を有していない項目があるため、監査が適切に実

施できない場合がある。例えば、不法就労の有無の確認について、労働者派遣

法では、派遣社員を受け入れる企業は、履歴書もとってはいけないが、入管法

では、外国人を雇用する場合、在留カードの確認による身元の確認及び管理が

求められる。このように適用される法律で齟齬が生じ、監査権限を有しない者

が監査項目の一つとして確認をしなければならないにもかかわらず、実際に

不法行為があった場合、行政処分を受ける状況があるのはおかしい。監査すべ

き事項とするのであれば、監査権限の範囲を区切る又は委譲してほしい。 

○ 特定技能１号の外国人への10項目の支援内容は実態に則していると思うが、

これを実施できるだけの権限を有していない状況にあるのではないか。定期

面談は監査と同じだと考えており、これをすることで不法就労等を発見でき

たりするが、現状の登録支援機関ではきちんとできていないのではないか。 

○ 技能実習生の監理費は、送出機関への費用を含めて３万円が一つの基準と

なっている。特定技能制度においては、送出機関を介在させたくないと考えて

おり、委託費用は２万５千円としている。 

○ 登録支援機関によっては職業紹介のみや事務代行のみしか行わない等存在
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するが、当組合は全委託しか受けないようにしている。これは、一部の業務の

みを代行すると問題が発生した際に責任のなすりつけあいが起こるためであ

る。 

○ 入国当初の技能実習生との面談では、技能検定や居住環境、賃金についての

相談や日本語が分からず、上司が恐い等の環境に馴染めないことに対する相

談が多い。入国後しばらく経つ実習生は、もう少し日本にいられるか、どうし

たら長く日本にいられるか、転職・転籍はどうすれば良いか等の悩みが多い。 

○ 日本にいる技能実習生の多くがどこに相談をすればよいかわからないとい

ったことや、明らかに企業側が悪いのに、企業に迎合して企業と交渉しない監

理団体が非常に多いことが問題。 

○ 外国人技能実習機構について、定期監査等で足繁く通っていただけること

で、備え付けておかなければならない書類をきちんと備え付けるようになっ

た点などが非常に良いと考える。 

○ 特定技能外国人への相談、支援、保護の在り方について、日本人と平等にし

てほしい。また、雇用主と外国人のトラブルについて判断をできる機関を作っ

てもよいと考える。 

○ ベトナムからの送出しは、ブローカーの中抜きが起きており、日本からの求

人情報を操作している者がいると思われる。その対策として、履歴書に求人情

報を母国語で本人に書いてもらい、面接時にきちんと聞いたかを確認し、正し

い情報を本人に伝えることを行っている。 

○ 送出機関に辿り着くまでにブローカーが介在していることが非常に多く、

これを排除するため、経済産業省からの助成も受けて｢ジャパリク｣というサ

イトを立ち上げた。このサイトをリリースしたことにより、外国人本人らがブ

ローカーを介さずに直接送出機関や求人企業へアプローチできる仕組みを開

発した。 

○ 送出機関を活用しないですむ方法として、「ジャパリク」を活用してもらい

たいと考えているが、なかなかそこまで広がっていない。また、日本政府又は

公的機関が送出しに関して、大いに関与してほしいと考える。 

○ 送出機関等に支払う手数料について、一定額の本人の負担は問題ないので

はないか。 

○ 送出機関の選定基準として、初めての国から選ぶ場合は、ＪＩＴＣＯを介し

て紹介してもらっている。また、日本での支援も行ってもらえるかも重視して

いる。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 入国前教育としてオンラインでの日本語の勉強を無料で行っている。この
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取組により、日本語教育の受講期間を短縮し、技能実習生本人負担額も縮減し

ている。 

○ 入国後講習は、自社の研修センターにおいて、176 時間の集合研修を行って

おり、日本語学習 118 時間、生活・一般知識 42 時間、法的保護講習８時間、

技術・技能知識８時間となっている。講師は、日本語指導者の資格を所持して

いる。 

○ 実習開始時の技能実習生の日本語能力について、まだまだ不十分であると

感じ、特定技能外国人に関しては人によるといった印象がある。具体的な問題

としては、３年目の技能実習生でも勉強していない者は、指示が守れない、一

人で病院に行けない等が挙げられる。 

○ 日本語教育について、入国前にはＮ５程度が望ましいと考え、入国２年以内

にＮ４が取れるようになり、３年間の実習終了時を前提とした場合には、Ｎ４

もしくはＮ３レベルの日本語能力が備わっていることが望ましいと思う。 

○ 技能実習においても入国時に日本語能力試験の合格を求めるようにすべき

ではないか。また、日本語レベルは、Ｎ４レベルが望ましいが、そうすると来

日する者は減ると思う。 

○ 入国前における日本語教育に係る一定程度の費用及び入国後における日本

語教育に係る費用は、事業主や監理団体が負担するべきである。また、日本人

の言葉遣いにも問題があり、双方で解決していく問題であると考える。 

○ 当組合では、失踪した技能実習生の支援等を行っているが、技能実習生らは

言葉が通じないことがストレスであり、これが一番の失踪原因となっている。

これは企業側、実習生側双方の問題であり、お互いにストレスを感じて技能実

習生の失踪に繋がっているところがある。 

○ 建設職種については、Ｎ４レベルを取得してから実習を行うのが望ましい

のではないか。 

○ 介護職種も日本語要件の設定がなければうまくいっていないと考える。介

護はコストが高いが、入国後は手間が掛からない。業界の善し悪しもあるが、

日本語の足枷を設けたことにより、入国後は困りごとがなく、大成功したので

はないかと考える。 

 

（その他） 

○ 技能実習や特定技能１号では、外国人本人が支援を受ける立場であるため

家族帯同を認めていないが、支弁能力、生活知識がある者には認めるべきであ

る。支弁能力の判断材料としては、日本語能力、技能検定２級以上、所属企業

の推薦状、過去の納税状況などを確認するのが良いのではないか。 

○ 外国人材の受入れを巡り、日本は近隣諸国との競合に負けているという事
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実を認めるべきである。実習生に日本が選ばれない理由を聞いたところ、日本

語能力を求めすぎていることや労働時間の制限がされすぎており、働きたい

人のニーズが失われていること、賃金が安いことが挙げられた。 

○ 日本が選ばれた理由としては、日本が好きだから、帰国後日系企業で働きた

いから、実習生として日本に行った親戚に勧められたから等がある。さらに、

人権意識が非常に高くわがままを言ってもクビにならない、定期的にわがま

まを言ってストレスを発散できてなおかつお金を稼げる国は他にはない、他

国では居住する場所を破損・汚損した場合、高額な費用を自己負担で請求され

るが、日本は住居等が破損・汚損しても費用を全く請求されず自由である等の

声もあるのが実情である。 

○ 日本に行くのには多くの投資が必要なため、安価に行ける台湾や条件の良

い中東を目指す者が増えていると聞く。日本は、長い目でみると安全であり、

人権も大切にしてくれるというメリットがあると思ってもらえるが、短期的

な面から見ると、日本は負けている。日本を選ぶ者は、メインは賃金だが、日

本に行くことで自分の人生観を変えたいと思っている者も多い。 

６ 参考資料（別添） 

  技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関して 

以上 



技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関して

2022年12月27日

GTS協同組合 / アジアコンサルティング㈱

作成： 理事 / 代表取締役 川田 俊介



１．組合、会社概要

技能実習生と特定技能外国人の監理、支援人数

団体名 人数 2022年12月26日在籍人数

GTS協同組合 1,754人

アジアコンサルティング㈱ 1,213人
※特定活動中を含む



職種別受入れ、支援状況

技能実習生 特定技能外国人

製造業; 76.7

介護; 

10.3

建設; 7.7 食品; 5.2
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２．取組み

ブローカー対策

経産省より補助を受け、外国人が

ブローカーを介さず直接送出し機関

や、求人企業へアプローチが出来る

仕組みを開発。更に、動画による

日本語を無料で学べることにより、

出国前の日本語教育期間を縮減する

ことにより本人の負担を軽減する

ことが可能となった。



入国前教育（本人負担額の縮減）

文化庁より補助を受け、来日前の留学生の

クラスに意欲のある技能実習生をオンライン

で同席させ、来日前の日本語教育期間を短縮

する取り組みを行っている。



入国前面談（責任ある受入れの実現）

来日する為のエアチケットを購入する1ヵ月前、

技能実習生本人、送出し機関職員、組合職員、

受入れ企業職員の4方で入国前面談をZoom、

及びSkypeにて実施。

聴きたいこと、不安に思う事等、双方質問をす

ることにより、ミスマッチを発生させない取組み

を実施している。



集合研修の環境整備日本の故郷作り

来日後の集合研修は、実習生たちの「故郷」

を目指して運営中。

来日後9ヶ月に改めてフォローアップ研修にて

労務教育、日本語作文コンクール、日本語能力

検定合格祝賀会を実施。



スキルアップ（処遇改善）

独自でスキルアップ工場を設置

各種様々な研修を母国語で対応

することにより、3号実習生、

特定技能への移行に際して、更

なるスキルアップを後押し。

業務範囲も拡大し、本人の処遇

向上も実現。

フォークリフト

玉掛クレーン

フルハーネス講習

プレス、溶接、射出成形、旋盤、工業包装

半自動溶接 等



正しい日本語を話すこと（日本語の問題解決）

外国人へ日本語力を求めるだけでは解決しない

日本語がいくら話せる実習生を送っても問題が

起こる受入れ企業

日本語が少ししか話せない実習生を送っても問題

が起こらない受入れ企業（日本語が後から上達す

る）

その差は、受入れ企業の従業員の日本語力が鍵と

なることが多い。

弊組合では、正しい日本語、正しい指示を方法の

普及を図っています。

←サンプルはこちら！

file:///C:/Users/Kawada/Downloads/いいよって…どういう意味？.mp4
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１３日（金）１０時００分～１１時３０分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

  一般財団法人 外国人材共生支援全国協会(ＮＡＧＯＭｉ) 

武部勤会長、塩崎恭久副会長、梅田邦夫副会長 

４  出席者 

（１）有識者 

市川委員、大下委員、是川委員、佐久間委員、高橋委員、武石議員、冨田委

員、樋口委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合会全国中小企業

団体中央会、日本労働組合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（基本認識） 

○ 制度見直しの視点は「着眼大局、着手小局」を旨とすべき。「アジアの安定

と日本の持続的成長のために」入国前のキャリアと日本に来てからの技能習

得を一体的に評価するとともに未来を託すのにふさわしいパートナーとして

共に活躍できるアジアの模範的人材育成・確保システムの構築を「国家戦略プ

ロジェクト」として取り組むべき。 

〇 「失われた３０年」の間の人口政策の失敗により、全産業の人手不足、低成

長を招く。 

〇 「特定技能」に実効性のある技能評価・担保制度がないことの歪みが「技能

実習」の長所にも影響を与え、労働市場全体の技能水準を引き下げるおそれが

ある。 

 

（「技能実習」及び「特定技能」の整合的、一体的改革の必要性） 

○ 「技能実習制度」及び「特定技能制度」双方における目的と実態の齟齬を同

時に解消し、それぞれ更なる適正化を図った上で、「人材育成・人材確保・国

際貢献 」を共通目的として、両制度を整合性、一貫性あるものへ改革すべき

である。ここでの「国際貢献」とは、狭い意味での技能移転のみによって達成
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されるものではなく、人材を共同して育成し、国際的な環流の仕組みを構築す

ることにより、少子高齢化への対応や産業技術の高度化を含め、アジア各国が

共通して抱える社会的諸問題に連携して対応し、もって持続可能性のあるア

ジア各国の成長と安定に寄与することを意味する。つまり、迎え入れる若者た

ちの立場に立って、外国人材の受入れを行い、外国人材の受入れ政策を確立し

ながら共存を実現し、今日のアジア新時代に貢献することが重要である。 

○ 200 万人を超えるアジアの若者たちが、技能実習制度を通じて日本で学んだ

技術や知識を生かし、母国の経済発展に貢献し、日本とアジアの共存共栄を支

えているということは非常に意義がある。 

○ 「技能実習（３年、５年）」を基礎的人材育成期間」とし、その後の「特定

技能」を「実践的人材育成期間」として捉え直すことを原則とすべき。 

○ 技能実習制度と特定技能制度それぞれに、建前と実態の乖離があり、それを

同時に解決して整合性・一貫性のある制度を作り上げていかなければならな

い。具体的に言えば技能実習制度は、建前は技能移転による国際貢献だが、実

態は労働力確保である一方で、特定技能制度においては、技能実習２号よりも

ワンランク上の技能を求めているが、実際はそうなっていない。そういう意味

で、特定技能が技能実習２号よりも高い技能を持っているということを前提

にしているにもかかわらず、特定技能制度自体に技能に係る実効性のある評

価方法を担保する仕組みがないということが問題。 

○ 特定技能試験は技能実習２号相当以上の技能レベルを担保するものとなっ

ておらず、建前と齟齬があるため、改善すべき。 

○ 特定技能制度も、労働者の保護・育成及び労働市場の問題であるから、技能

実習制度とあわせて厚生労働省も所管に加わるべき。 

 

(外国人本人のキャリアパスについて) 

○ 「実技試験」による「技能重視」の下、「技能実習制度」の職種・作業と「特

定技能制度」の特定産業分野を統一的なものにし、産業技術の発達に応じ、現

状に即した職種等の大くくり化等を進めるべき。 

○ 水産加工の技能実習２号を終了後、介護の特定技能として雇った場合、机上

の勉強だけで簡単に合格できるペーパーテストを通過したとしても何もでき

ず、３年間働いている技能実習・介護生が、特定技能・介護人材に教えている

現状がある。３年間学んだ技能実習・介護生と、試験ルートで入った何も身に

つけていない特定技能・介護人材が同じ給料というのはおかしいのではない

か。外国人同士の間で、分断・亀裂が起き始めている。 

〇 また、『特定技能・介護」は入国、就労後、その日から介護保険報酬上、人

員配置基準に一人としてカウントされるが、「技能実習・介護」の場合は、就
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労後６カ月間は人員配置基準にカウントされない。このため、経営者は「技能

実習・介護」の場合は、少なくとも６カ月間もう一人雇わないと人員配置基準

を満たさないため、若干給料が高いが何もできない「特定技能・介護」の人材

を雇った方が、採算上有利なので、技能レベルは下がっても、「特定技能」し

か入れないようにした』との流れができつつあり、結果として、就労現場の技

能水準向上メカニズム不在の「特定技能」へのシフトによって、現場の介護技

能の水準は低下のおそれに直面している。 

○ 「技能実習３号」については、誰もが３号に進むわけではなく、職種によっ

ては不要なものもあるが、技能実習法の前回改正当時、より高度な技能へのニ

ーズがあるから作られた。その点については良い面を伸ばしていく必要があ

る。 

○ 「特定技能」においては、企業側が求めている人材について、職種によって

は技能がなくても単純労働として受け入れたいという企業側の本音がありな

がらも、「技能実習２号」よりもワンランク上の制度という擬制をとって制度

設計してしまっているために、様々な問題が生じている。レベルの高い技能が

なくても、単純労働として受け入れるということなら、正面から国民に意見を

もらい、政治決断していくべき。 

○ 技能の評価試験について、北海道から沖縄まで、その地域によって特性があ

るため、グローバル人材共生会議を都道府県単位に設置し、その地域の実情・

実態に即した方法で都道府県ごとに実施してほしい。都道府県及び地方自治

体が主体性を持ち、格差是正策を含め過疎対策や地方創生事業と連動させて

その地域の特性に合わせたやり方を弾力的に行うべき。 

○ 外国人材のわが国での就労に関しては、広く選択肢を用意し、ニーズに基づ

いて選べるようにしていくということが大事である。技能実習修了者や特定

技能１号修了者についてキャリアステージにあわせた幅広い選択肢を創設す

るための在留資格に係る措置を設けるべきである。他方で、日本社会としては、

人材の地域偏在の防止などという観点で望ましい方向に進んでくれる人材を

優遇するということが大事で、例えば、同一職種・同一企業で長期安定的な外

国人の就労者を優遇するということを考えていくべき。その際、家族の帯同に

ついては、同一職種・同一企業でしっかり安定的に働いている人については、

５年から８年で家族帯同、そして 10 年経過したら永住権を認めていくという

インセンティブを設定するという形にすることなどが考えられる。つまり日

本として、外国人材が同一職場で働き、地域社会に定着することを目指して外

国人材との共生を実現していかなければならない。 

 

（転籍の在り方について） 
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○ （特定技能への移行のタイミングで、）地方の中小企業からは、外国人材の

不当な引き抜きによる悲鳴があがってきている。 

○ 「技能実習はインターンシップ」との考えの下、技能実習の初めの３年間（３

号の場合は５年間）は、現行通り一企業での実習を原則とするが、人権重視等

の観点から、転籍基準を明確化した上で柔軟化は必要。 

○ 大都会への不当引き抜き、大量流出、偏在を伴う技能実習から特定技能への

移行は深刻な問題。国・自治体による地方就労環境底上げ支援策は、地方での

技能実習の実効性発揮のためにも焦眉の急。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 悪質なブローカーや企業・団体から外国人材を守り、全員が平等に健全な企

業等に配属される外国人材就労システムを定着させること。 

○ 「監理団体」の許可要件、優良基準改正等を行うとともに、「登録支援機関」

の要件等を見直し、「管理支援機関」として一本化した機関を創設し、両制度

をみることとする。 

〇 技能実習及び特定技能の実施に係る管理支援事業を一体的に行う機関（管

理支援機関）を許可制により設け、当該許可基準及び優良基準を現行の監理団

体に係る基準よりも厳格化すべき。この機関は非営利組織であることが望ま

しい。特定技能外国人に対する現在の義務的支援事項は、特に非自発的離職時

などにおいて手薄であり、見直しが必要である。また、支援能力のない登録支

援機関が多い。 

○ 監理団体の多くは外国人材の人権、地方経済、中小企業の発展に貢献してき

ているものの、一部に問題先がある事も事実。優良な管理支援機関の育成は不

可欠だが悪質監理団体や不適切な登録支援機関は大胆に整理、淘汰の要。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 入国時にＮ５レベルの日本語能力を求める要件を設けることが必要。つま

り、日本でなぜトラブルや問題が起こるかと言うと、日本語ができず、コミュ

ニケーション能力がないことが原因の場合が多い。そうした人は、大体母国で

入国前にほとんど勉強しておらず、日本に来ている友人を頼ればなんとかな

ると考えている場合が多い。そして悪質なブローカーを介在し、問題が発生す

る。また、言葉だけではなく、勉強する過程で日本の生活習慣や文化も学んで

いる人は、日本に来て問題を起こす可能性は極めて低いという事実がある。技

能実習生が技能修得活動をより円滑に行うとともに、日本において犯罪や違

法行為に巻き込まれず自らの身を守り、安心安全な生活を送ることを可能と

するために、技能実習に係る入国前講習及び入国後講習の内容をより明確化
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するとともに拡充し、講習期間も延長するべきである。また、来日後も日本語

学習を継続実施すべきである。 

 

（その他） 

○ 約 30 年かけて、地方の中小企業や地域社会で試行錯誤を繰り返しながら積

み重ねてきた技能実習生受入れ・技能開発のノウハウが活かされる形で、更な

る外国人材受入れをどのように進めるかを検討することが大切。 

○ 住宅、教育、社会保障、職業訓練から宗教上の配慮に至るまで、多様性や社

会的コストを受け入れる国民的コンセンサスを作り上げていくべき時である。 

○ 円安による影響があった上、ベトナムでは昨年８％経済成長しており、ベト

ナム国内でも人手不足になりつつある。一方、わが国では残業手当不払い事案

や、暴行事案等といった情報は、ＳＮＳ等ですぐに送り出し国側に伝わり、日

本は働きにくいというイメージが抱かれ、結果、日本は外国人材が働く国とし

て選ばれにくくなってしまう。 

○ 外国人材の賃金は、最低賃金に張り付いているという状態が根深く残って

いる。やはり、公正で公平な処遇が大切であり、同じ地域・職場で働く人材に

ついては、能力・実績に基づく賃金を実現するように誘導すべき。 

○ 全国一律の最低賃金を導入するべきかについては、議論の余地があろうが、

私達は、最低賃金が地域ごとに異なるのはやむを得ないと考えている。他方で、

同じ地域で同じ仕事をしている方々については外国人・日本人にかかわらず

同一の能力評価基準による処遇をするべきである。 

○ 技能実習生の労働災害における死傷者発生割合は、2021 年においては、全

労働者の２倍となっている。また、労働安全衛生の不備が、国際的に人権侵害

事案とされており、ＩＬＯの中核的労働基準にも労働安全衛生項目が追加さ

れている。技能実習生の安全で健康的な労働環境を作ることは、まさに人権を

尊重するということとなるため、検討項目の中にも入れていただきたい。 

○ 「技術・人文知識・国際業務」及び「定住者」といった在留資格、（留学生な

ど）資格外活動で働く外国人が直面する課題への取り組みも重要。 

〇 制度改正に向け、幅広い実態調査（特に特定技能）が必要。 

６ 配布資料（別添） 

アジアの安定と日本の持続的成長のために ―アジアの模範的人材育成・確保

システムの構築をめざして― 

 「技能実習制度」・「特定技能制度」整合性、一貫性ある制度への改革 

制度の抜本的な改革のための論点２４ 

以上 
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有識者会議資料 

 

アジアの安定と日本の持続的成長のために 
ーアジアの模範的人材育成・確保システムの構築をめざしてー 
 

一般財団法人外国人材共生支援全国協会 
代表理事 会長 武部 勤 

 

 

制度見直しの視点は「着眼大局、着手小局」を旨とすべし 

 

アジアは日本にとって政治的、経済的、安全保障上、最も重要と考える。 

日本は進んで世界やアジアに貢献しながら、自国の存立を図っていくべきであ

り、 

日本の国柄を守りつつ日本人の国際性を高め、 

「アジアの安定と日本の持続的成長のために」 

日本で学び、働きたいと願う向上心のある若者たちを迎え入れ、 

入国前のキャリアと日本に来てからの技能習得を一体的に評価するとともに 

未来を託すのにふさわしいパートナーとして共に活躍できる 

アジアの模範的人材育成・確保システムの構築を「国家戦略プロジェクト」 

として取り組むべきである。 

 

グローバル人材共生支援全国協会(NAGOMi)設立の経緯と目的 

 

2020 年 4 月、コロナ禍で追い詰められつつあった技能実習生らを保護するため

政府・自民党に要請活動を起こした。その際、二階俊博幹事長（当時）のアドバ

イスにより同年 10 月、全国 8 ブロック（各出入管理局管内)からなるグローバ

ル人材共生支援全国協会（NAGOMi）を設立し、以下の目標に向かって活動し

ている。（NAGOMIi の趣意書・定款等を添付) 

 

1、迎え入れる若者たちの立場に立って、外国人材受け入れ政策を確立し、「共存

共栄のアジアの新時代」のために貢献する 

2、人材育成、人材確保、国際貢献を共通の基本目的とし、技能実習制度を基盤

に特定技能制度との一貫性ある制度に改革するとともに、キャリアステージに

合わせた選択幅のある在留資格制度にする 



 

 

2 

 

3、悪質なブローカーや企業・団体から外国人材を守り、健全な企業等に配属さ

れる外国人材就労システムを定着させる 

4、「グローバル人材共生ネットワーク」を全国各地域に展開し、外国人材を適切

に育成・保護・支援するとともに、差別のない多文化共生社会の環境整備に寄与

する 

 

5、地方や中小企業が人口減少と人手不足で最も危うい状況下にあるので、国と

地方自治体の連携のもと「地方再生と中小企業の振興のために」グローバル人材

共生支援策を重点化する 

 

外国人受け入れ政策の課題 

 

今や日本で就労する 5人に 1人が実習生、約 30年かけて地方の中小企業や地域

社会が、試行錯誤を繰り返しながら積み重ねてきた実習生受け入れ経験のノウ

ハウが生かされる形で、外国人材の受け入れをどのように進めるのか、検討する

視点が大切（東海大学教授・万城目正雄氏) 

 

1、技能実習制度の貢献度 

 

1、累計 200万人を超えるアジアの若者たちが、日本で学んだ労働倫理、日本語、

技能・知識を活かし母国の経済発展に貢献し、日本とアジアの共存共栄を支えて

いる 

2、技能実習生の帰国後のキャリアアップや家族の生活改善に貢献している 

3、実習生の真面目な姿が、日本人社員に刺激と向上心を与え、チームワークの

向上に貢献している 

4、日本の歴史、伝統、文化を再認識し、日本人の国際性を高め、日本の国柄を

磨くチャンスになっている 

5、人口減少・高齢化が進む中、地域の活性化と中小企業の経営安定に貢献し、

地方経済を守っている 

 

2、特定技能制度の問題点 

特定技能制度ではトラブルが発生した場合、サポート機能を持った仲介あっせ

ん機関がないためブローカーが横行闊歩しているという声が多い。転職は技能

が身につきにくいリスクがあり、外国人材が着実に技能を習得できる仕組みに

するために悪質な業者の淘汰とともに優良な仲介業者の育成が不可欠(例  管
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理・支援機関) 

 

1、特定技能 1号の技能試験は、相当期間の実務経験等を要する技能とされてい

るが、実際には、同水準を担保する試験内容・難易度になっていない。 

技能実習 2 号修了者よりかなり劣るという声を聞く。従って技能水準を担保す

る試験内容・難易度に改めるべき 

2、急ごしらえの特定技能制度は、労働者保護の監視体制が不備で、地方の中小

企業から不当な引き抜きのために悲鳴が後を絶たない。 

技能実習よりも特定技能の方が外国人材にとって不利益や負荷をもたらすので

はないか 

3、特定技能外国人材が所在する地域の偏在が問題化している。 

企業の自助努力には限界があり、賃金水準の低い自治体による取り組み（家賃光

熱費補助、寮の運営、地方ならではの発信等)が必要 

4、産業構造上、下請け企業においては、賃金額を上げるのに見合う受注単価が

確保できない実情 

適正な取引価格となるよう、監督・指導を徹底すべき 

5、インターネットを用いて日本で許可を有しない事業者が日本で営業を行う等

の事例が出てきている。 

不適切な国外にわたる職業紹介の事例や国内にいる特定技能外国人を日本での

許可を有しない送り出し機関が取り次いでいる事例等がある。 

 

3、技能実習制度見直しの留意点 

(1)「訪れたい・学びたい・働きたい・住みたい」日本(選ばれる国)であるため

に 

1、「技能実習制度を受け入れの本幹としていただきたい」と VAMAS のジェツプ

会長は古川法務大臣に提案。 

日本で 3 年間、現場での技能習得、生活習慣、文化、言葉の習得などにより定着

することができる。3 年後帰国すれば母国に貢献、もっと経験を積みたければ特

定技能制度を活用して日本で活躍でき両制度の存在価値が高まっていくと説く。

(2022 年 6 月 29 日) 

2、またジェツプ氏は、今までのような海外への労働者輸出・出稼ぎの視点から

ベトナムの経済発展のためにより優秀な人材育成という視点で海外との関係を

発展させていきたいと強調。 

3、小さな事では交通標識から住宅、教育、社会保障、職業訓練や宗教上の配慮

に至るまで日本の「内なる国際化」に対する社会的コストを受け入れる国民的コ
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ンセンサスを求めるべき 

4、若い未経験の人材（中学、高校卒)を幅広く日本で迎え入れ、基礎から技能習

得することで将来に期待が持てる（監理団体による保護と育成が必須) 

5、技能試験と N4 の合格が必須の特定技能より容易に来日できるルートがない

と他の台湾、韓国のような国に流出する 

6、優れたグローバル人材は、「働きがい・生きがい」、「安全・安心」なところに

集まる。 

 

(2) 技能実習制度と特定技能制度を整合性と一貫性のある制度にするた

めに 

1、監理団体の許可要件や優良基準を改正し、監理・支援事業を一体的に行う機

関の制度化(管理・支援機関) 

また支援能力のない者を排除するため登録支援機関については許可制にすべき 

2、前職要件の撤廃 

3、日本語能力要件(N 5相当)を新設する 

また入国前講習や入国後講習の内容・期間の拡充、継続的な日本語講習の実施義

務を規定すべき 

4、技能実習制度の職種・作業と特定技能制度の特定作業分野・業務区分を統一

的なものにし、産業技術の発達(単一作業のみの業務は減少、多能工化)に応じ、

現状に即した職種等の区分に改める 

それに伴い技能実習計画審査基準や技能検定に改める。 

また特定技能所属機関に対し、技能習得・向上配慮義務を課す 

5、ポイント制の導入を検討する 

家族帯同や永住権の要件が緩和される等のインセンティブを検討すべき 

6、制度のさらなる適正化、労働法上の権利侵害の防止のための措置が必要。 

転籍を認める場合の拡大・明確化、その実際的機会を可能な限り多く確保できる

ようにする措置を講じるべき 

7、日本の伝統工芸や希少技術の承継のために学歴等にこだわらず人材を受け入

れる機会を確保できる措置を講じるべき 

 

(3)  キャリアステージに合わせた幅広い選択肢の在留資格制度の創設 

日本語能力（を含む一定要件を満たした技能実習修了者について特定活動等で

の在留継続を認める（外国人材育成マネージャー、国際交流推進員、企業内管理

者等)。これにより「外国人材の使い捨て」との非難は当たらないことになる 
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(4)  都道府県単位のグローバル人材共生会議を設置 

国、都道府県のブランド力（信用、安心、提携)、市町村の地域密着力、民間の

機動力及び専門家など産学官ワンチームによる「グローバル人材共生会議」を都

道府県単位に設置すべき（コロナ対策を見習うべき) 

 

(5) 外国人材に係る実態調査（データ）に基づいた制度改正が必要 

技能実習制度及び特定技能制度全般について、制度関係者（受け入れ企業、監理

団体、登録支援機関、送り出し機関及び外国人)に対し大規模な実態調査を継続

的に行い、多面的な情報収集により実情実態を正確に把握しデータに基づいて

制度改正につなげることが重要 

(例 実態調査によれば労働法令違反事例は技能実習制度特有の問題でないこと

が明確、技能実習生の出身比率は大学卒 12.7%、大学院 1.6%、短大・専門学校

23.8%、高卒 53.8%、中卒 7.0%) 



「技能実習制度」・「特定技能制度」

整合性、一貫性ある制度への改革

「技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議」ヒアリング

２０２３年１月１３日

NAGOMi副会長
塩崎 恭久

元厚生労働大臣



1

資本： イノベーション政策の失敗(大学改革、DX、GX等)

➡資本ストックへの投資不足、潜在成長力低迷、
国際競争力低下

➡賃金、為替の低迷

労働： 人口政策の失敗(少子化対策およびグローバル人材活用)

➡全業種での人手不足、能力人材の不足、との認識が
重要

➡労働力不足による成長、税収等の低迷

労働市場の深刻な問題⇒労働市場に責任を持つ厚労省の中心課題

「失われた30年」における２つの失敗
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両制度の「建前と実態の乖離」を同時解決

建前 実態

技能実習制度 国際貢献 労働力確保

特定技能制度 技能実習より高い技能 技能の実効ある評価・担保制度なし

●現状、技能の実が十分伴わない「特定技能」の制度的歪みが、技能を大
事にする「技能実習」の良い面にまで影響（例：介護）。
その結果として、受入企業側の「特定技能」選好が進み、外国人労働市場
全体の技能レベル低下や外国人材間の「分断」が進行中。

●「２つの制度の整合性の取れた、一貫性のある制度への改革(NAGOMi)
➡両制度の共通目標は、「人材育成・人材確保・国際貢献(NAGOMi)
に一本化。

●「技能実習制度(3号選択も含む)」（基礎的人材育成期間）を経て「特定
技能制度」（実践的人材育成期間）へ、を原則とし、同ルート、とりわけ
同職種同士での移行を優遇。
➡あくまで日本は技能を重視（実技試験尊重）。そのため、両制度の
職種等は広く統一の要。(場合により、実技試験による「技能重視」
は残しつつ、職種限定は廃止も選択肢。)

「技能実習制度なくして、愛媛県経済なし。」(2013年夏、伊予銀行首脳)



3

世界に開かれた日本へ
●「国の開き方」は、主権国家日本が決定し、実現すべきもの。

●人権等国際ルールは最大限重視の下、「広く国民、地域が求め、外国人材も日本
滞在を堪能できる、向上心豊かな歓迎すべき人材の受入促進」を実現。

●国内外問わず、公正な能力評価に基づく公平な処遇を実現。「外国人労働者は最低
賃金」的発想から決別し、同じ地域・職場で働く人材については「能力・実績に基
づく賃金」実現を推進。

●特定技能外国人に関しては、地方の技能実習から大都会へ流出・偏在する傾向が
顕著であり、受け入れ企業による努力に加え、自治体及び国の公的支援による地方
での就労・居住環境の底上げ等を検討すべき。

●外国人材には、就労に関し、広く選択肢を用意。その上で、「国民、地域が歓迎す
べき向上心豊かな人材の受け入れ」を優遇することで、有能人材の受け入れを促進。
➡「同一職種、同一企業での長期、安定的な外国人就労(例：<技能実習3号の場合
を含む>5年、8年、10年)」を優遇し、「家族帯同」、「永住権」等の取得など
においてインセンティブ設定を法律により明確化、日本の求める歓迎すべき人材
の定義を世界にあらかじめ明示すべき。

➡同一職場での定着、地域社会との融和の促進を図る事などで、外国人材との真の
共生を促進する。

➡外国人材の異文化生活支援、社会保障制度の格段の改善、帯同家族への就学・
就労支援等を推進するとともに、受入企業の事務負担の大幅軽減を図る。



技能実習（技能実習法） 特定技能１号（入管法）

目的 技能移転による国際貢献 深刻な人手不足への対応（労働力確保）

主管官庁 法務省、厚生労働省 法務省のみ

在留期間
１号＝１年以内
２号＝２年以内
３号＝２年以内

最長５年
(２号は期限なし)

対象職種 ８６職種 １５８作業 １２分野

転籍・転職
原則不可

（企業倒産などやむを得ない場合は監理
団体サポート下で可）

転職可能
（同業種内で）

日本語能力
要件

なし
（介護のみ日本語要件＜１号はN4、２

号・３号はN3＞）

あり
（JLPTのN4もしくはJFT BasicのA2）
（技能実習２号からの移行者は要件なし）

技能要件 なし（前職要件あり）
あり（分野ごとの技能試験合格）

（前職要件なし）
（技能実習２号修了者は要件なし）

監理団体
・

登録支援機関

必要性
必須

（団体監理型）
任意

設立要件 許可制 登録制

機能

斡旋、支援、
保護、監査

（生活支援全般、
日本語教育等）

支援のみ
事前ガイダンス、契約支援、日本語学習機会提供

などの支援機能あり。保護機能はなし

指導

①技能実習機構によ
る実地検査

（監理団体＝１年毎、
実習実施者＝３年毎）

②地方入管局による
不定期立ち入り検
査あり

地方入管局による不定期立ち入り検査のみ

「技能実習」と「特定技能１号」 比較一覧

4

目指すべき新たな制度

最長5年

整合性、一貫性ある両制度へ

人材育成・人材確保・国際貢献

法務省、厚生労働省

各最長５年

原則、全ての業種

節度ある柔軟化
（同一企業、同一職種を優遇）

あり
(入国時N５、特定技能ではN４
（介護はワンランクアップ）)

実技試験による技能重視

必須

許可制

斡旋、支援、保護、監査

①技能実習機構による実地検査
（監理団体＝１年毎、実習実施者＝３年毎）

②地方入管局による不定期立ち入り検査あり



（参考資料）



■ズン越労働・傷病兵・社会問題省大臣講演における発言要旨
２０２２年９月６日 グローバル人材共生推進議員連盟、NAGOMi共催 衆議院国際会議室

「ダオ・ゴック・ズン越労働・傷病兵・社会問題省大臣」講演セミナーにて

【１】今年施行されたベトナム人海外労働者派遣法改正（法律69）
（１）労働対象の拡充
（２）送出機関のライセンス取得の厳格化
（３）送出機関による仲介手数料の徴収の禁止及びサービス手数料の50％削減
（４）ベトナム人労働者に対する事前教育の徹底
（５）送出機関に対する調査の強化及び不法行為の厳罰化

【２】加藤勝信厚労大臣、葉梨康弘法務大臣との会談での要望事項
（１）特定技能制度は技能実習を終えたら速やかに特定技能に移行できるよう求める
（２）ベトナム人労働者は日本人と同様の仕事に従事しているにも関わらず（訓練料・実習料という名目で不当に）
低い給料が支払われているケースもあり、処遇や人権面の改善を要望する

（３）二重課税についての検討をお願いする

【３】梅田邦夫副会長、塩崎恭久副会長の質疑応答
質問： 「日本国内に『技能実習制度を廃止しろ』という意見がある。ベトナムの考え方は『技能実習制度が

基盤にあって、その延長線上に特定技能制度が繋がっていく』というもの。そういう理解でよろしいか」。
「今日、大臣はまさに技能実習を経て特定技能に進んでほしいと明確に述べたと認識している。
この点はよろしいか」。

ズン大臣： 「その通り。基本的にその方向で考えている」。

①



ある監理団体からの切実な声（その１、２０２２年９月１２日）

お疲れ様です。

私は、ベトナム労働大臣の「特定技能は技能実習からの移行を原則に限定すべき」とのお考えに
賛成です。日本に残りたい技能実習生が全員特定技能へ移行となれば、やはり「同職種のみへの移
行」とすべきで、海外からや国内からのペーパー試験での移行は今すぐ廃止すべきです。留学生か
らの特定技能も廃止すべきです。全て技能実習から始め、同職種の特定技能へ移行していく。どう
しても私の回答はここに辿り着きます。
当組合についてですが、今週、技能実習を終了し帰国する者がおります。航空券を既に購入済み

で帰国準備をしておりますが、突然、帰国しないと言い出しました。日本に残って就労先を探すと
の事です。
本件は質の悪い登録支援機関（私の知っている人物）がフィリピンの決まり事も理解せず、勝手

に動いており、非常に困っております。入管にも確認したのですが、現在、当組合管理の実習生で
あっても在留資格変更の申請を行っているかどうかも連絡しても教えてくれません。個人情報に当
たる為との回答。
もし転職先が決まっておらず、在留資格変更の申請をせず、在留期限が切れればどうなるか？組

合の責任になるのか？と尋ねたところ、そうですとの回答。組合を呼んで事情聴取を行うようにな
るとの事です。
制度上のゆがみで、行政の言っていることが、もう無茶苦茶です。組合職員はこのような問題に

毎日振り回され疲労困憊です。見切り発車でこの特定技能制度を創設した政治家の責任は大きいと
思っております。

必ず、納得のいく制度改革をしてもらいたいと思います。（原文ママ）

②



ある監理団体からの切実な声（その２、２０２２年１０月４日）
昨日の講演、お疲れ様でした。会場の皆さんの声が国政に反映される事を期待します。

本日、介護施設に勤務する、ある技能実習卒業生を皮膚科診療所に同行しました。名前は◇◇◇
と言い、「技能実習・介護」を経て、現在は「特定技能・介護」で頑張っており、勤務先にも大変
信頼されています。同施設では人員不足の為、異業種での技能実習から移行する人材でも良いので
人材が欲しいという経営者の意向を受け、当監理組合が異業種（水産加工）での技能実習からの
「特定技能・介護」への移行人材を２名、配属させました。

しかし、◇◇◇も働く同施設の現場の施設長からは、異業種での技能実習から業種を替えて移行
して就労する「特定技能・介護」の外国人材に対し、なぜ「技能実習・介護」で介護の技能をしっ
かり習得して来た外国人材が、基礎から教育を行わなければならないのか、との疑問を呈されてい
ます。

一方、「技能実習・介護」から「特定技能・介護」に移行した◇◇◇からも、「私が３年間、介
護の技能実習生としてハードな仕事をこなしてきても、スキルのない『特定技能・介護』の人材に
対し、介護のイロハを教え、加えて待遇面がその人と私が一緒であることは、おかしくないです
か？」と厳しい指摘を受けています。私は「その通りですね。気持ちは良く分かります」と応える
しかありません。外国人同士の間の亀裂が心配です。

これが「技能実習」と「特定技能」の併存の実情です。働く人から見ても、雇用する側から見て
も、整合性が全く取れていません。実務経験を踏まない、技能が担保されない「特定技能者」をい
とも簡単に許してしまう現行の特定技能の試験制度は廃止すべきです。同じ業種での技能実習を経
てからだけ、特定技能に移行できる制度を原則とするよう、全体として整合性のある一体的な制度
改正をお願いしたいと思います。 （原文ママ）

③



人員配置基準上の外国人の扱いの制度間の歪み
（介護及び看護助手）

■■技能実習生、EPA候補者は就労開始後6か月間、保険上は職員としてカウントできず

※１：例外は以下２点
①実習・就労開始から６月を経過したもの
②日本語能力試験Ｎ２またはＮ１に合格しているもの

※２：国レベルでの通達は無く、自治体の判断による

※３：介護職種の技能実習生が看護補助者として看護師長及び看護職員の指導下で
療養生活上の世話等を行う場合、カウント可

※４：看護補助者の配置基準について、看護師候補者はカウント可

技能実習生 EPA候補者 特定技能外国人 (参考)留学生アルバイト

介護報酬
（介護施設）

✕
(※１)

✕
(※１)

〇
△

(※２)

診療報酬
(病院・診療所)

〇
(※３)

〇
(※４)

〇
△

(※２)

④
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制度の抜本的な改革のための論点２４ 

２０２２年８月 

１． 技能実習制度と特定技能制度の目的をどうするか 

（技能実習制度の目的と実態の齟齬の解消等） 

技能実習制度の目的と実態の齟齬を解消し、さらなる適正化も図った上で、「人材育

成・人材確保・（広義の）国際貢献 」を共通目的として、特定技能制度と整合性がとれた

形で一元化するべきである。 

（広義の）国際貢献とは、狭い意味での技能移転のみによって達成されるものではな

く、人材を共同して育成し、国際的な環流の仕組みを構築することにより、少子高齢化へ

の対応や産業技術の高度化を含め、アジア各国が共通して抱える社会的諸問題に連携して

対応し、もって持続可能性のあるアジア各国の成長と安定に寄与することを意味する。 

２． 技能実習制度と特定技能制度の一元的運用 

（外国人材育成制度としての合理的な連結） 

技能実習制度と特定技能制度の一元化にあたっては、技能実習を基礎的人材育成期間、

その後の特定技能を実践的人材育成期間として捉えた上で、技能実習に係る職種・作業と

特定技能に係る特定産業分野・業務区分の統一化を含め、両制度を合理的に連結し、段階

的かつ計画的で一貫した人材育成制度として構築するべきである。両制度の「一元化」と

は、①制度目的の共通化、②一貫した人材育成システムとしての完成、③対象業務の統一

化を意味する。 

３． 技能実習制度と特定技能制度の所管法令・主務官庁のあり方 

法改正によって技能実習制度及び特定技能制度の各目的を変更し、目的を共通化するに

あっては、両制度の所管法令の一本化（主務大臣は法務大臣及び厚生労働大臣の両省共
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管）が望ましい。適正な出入国在留管理の観点に加え、労働者の保護・育成等の観点から

雇用関係成立の斡旋部分その他労働法関連を含めて実効的で一体的な規制や取り締まりを

確保するためである。 

 

４． 監理団体の許可の要件及び優良基準の改正 

 

監理団体は非営利組織のみに限るとの建て付けは維持するべきである。強制労働や中間

搾取の防止及び（広義の）国際貢献の観点による。 

その上で、人権侵害のない健全な外国人就労システムを構築すべく、監理団体の許可要

件及び優良基準を改正するべきである。 

監理許可の要件の改正としては、例えば、①監理事業に従事する役職員数によって、実

習監理する実習実施者の数又は技能実習生の数に上限を設けること、②監理事業所が、実

習監理する実習実施者の事業所の所在地から一定距離内に存在しなければならないとする

こと、③技能実習生の相談等に対応する通訳が外部委託ではなく監理団体の役職員として

存在しなければならないとすること、④監理事業に従事する役職員は、監理責任者以外も

全て一定の講習を受講し修了しなければならないとすること等が考えられる。 

また、優良基準を厳格化した上で、それを満たす監理団体は受入枠の拡大や提出書類の

簡素化等を認め、合理的なインセンティブを付与するべきである。 

 

５． 介護職種以外の技能実習に係る日本語能力要件 

 

後記１１のとおり、同種業務従事経験要件（前職要件）の撤廃により、全くの実務未経

験者を技能実習生として受け入れることになるので、労災事故の防止、労使間のコミュニ

ケーション不全による種々の問題の防止及び安定的な生活を可能とするために、「技能実

習１号」に係る実習計画認定基準として日本語能力要件（N5 相当）を新設するべきであ

る。一定以上の日本語能力が実習の成否を左右する。 

 

６． 技能実習の職種・作業と特定技能の特定産業分野・業務区分の統一化 

（両制度における対象業務の統一化）と特定技能所属機関による実践的人

材育成 
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技能実習と特定技能との間で人材育成としての一貫性を持たせるために、技能実習の職

種・作業と特定技能の特定産業分野・業務区分を可能な限り統一化するべきである。両制

度の目的を共通化する以上は、これが可能である。その上で、実践的人材育成を行うべき

特定技能所属機関に対し、技能修得・向上配慮義務を課すべきである。この技能修得・向

上配慮義務を担保すべく、特定技能所属機関に実践的人材育成計画を作成させ、在留審査

の際に計画内容の相当性及び当該計画を実際に履行したか否かを審査すべきである。 

なお、「技能実習」から「特定技能１号」への移行にあたっては、技能実習の３年間又

は５年間に従事した業務（職種・作業）と同一の業務に従事することを原則としつつ、後

記７の改革後の「特定技能１号」に係る技能試験（「技能実習２号」修了者と同程度以上

で、実践的人材育成を行うに足る技能水準の人材であることを実際に担保する試験）に合

格した場合は、他の業務に従事することとなる移行も認めることとするべきである。この

ような場合は、技能実習で従事した業務とは異なる業務であっても、特定技能所属機関に

おいて実践的人材育成が可能となるからである。 

 

７． 「特定技能１号」に係る技能試験の改革 

 

「特定技能の在留資格に係る制度の運用に関する基本方針」において、「特定技能１

号」に係る技能試験は、相当期間の実務経験等を要する技能であって、特段の育成・訓練

を受けることなく直ちに一定程度の業務を遂行できる水準にあることを確認するとされて

いるが、実際には、同水準を担保する試験内容・難易度となっていない。よって、「特定

技能１号」に係る技能試験について、「技能実習２号」修了者と同程度以上で、実践的人

材育成を行うに足る技能水準の人材であることを実際に担保する試験内容・難易度に改め

るべきである。 

 

８． 「技能実習３号」のあり方 

 

（「技能実習２号」に続き）「技能実習３号」を経てから「特定技能１号」に移行する

か、それとも、「技能実習２号」から「特定技能１号」に移行するかについては、技能実

習生及び実習実施者にとって多様な制度上の選択肢を用意するという観点から、実情に応

じて、技能実習生及び実習実施者の話し合いによる選択に委ねることとすべきである。 

もっとも、「技能実習３号」の独自性や存在意義を前提にした合理的な選択肢の提示で

あるべきである。そこで、技能実習生及び実習実施者に多様かつ合理的な選択肢の提示を

可能とするという観点から、「技能実習３号」のあり方を検討すべきである。例えば、①
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「技能実習３号」を経てから「特定技能１号」に移行した場合は、「技能実習３号」の２

年間の実務経験を踏まえたより高い賃金等の労働条件が制度上確保されるべきこと（入管

法の同等報酬基準の遵守の徹底、この点に係る審査の厳格化、同等報酬基準を遵守するた

めに必要なツールとして実効的な賃金規程のモデル例の策定等）、②（後記１３の改革後

において、）「技能実習３号」の修了者は、「技能実習２号」の修了者と異なり、日本語試

験（N４又は国際交流基金日本語基礎テスト）の合格なしに「特定技能１号」に移行が認

められるべきこと、③「技能実習３号」を経てから「特定技能１号」に移行した場合は、

一定の要件のもとで家族の帯同が認められるべきこと、④「技能実習３号」においてしか

修得できない教育内容（例えば、行政手続や労務管理に係る知識、医療通訳及びマネジメ

ント手法といった育成内容）を設け、当該教育を受けたことが、後記２１の改革後におい

て、企業内管理者等の「特定活動」への在留資格変更の際のポイント制における加点事由

とされるべきこと、⑤「技能実習１号」から「技能実習３号」までの５年間及びそれに続

く「特定技能１号」での５年間を通じて同一企業において同一業務に従事した場合は、永

住要件の一部（国益適合要件としての継続在留要件）を緩和されるべきこと等が考えられ

る。 

 

９． 監理団体と登録支援機関のあり方 

（技能実習及び特定技能の実施に係る監理・支援事業を一体的に行う機関

の制度化又は支援能力のない者をより実効的に排除するため登録支援機関

の許可制への変更等） 

 

①技能実習及び特定技能の実施に係る監理・支援事業を一体的に行う「監理・支援機

関」（仮称）の制度化（現行制度における監理団体と登録支援機関を統合し、主務大臣に

よる許可制）又は②支援能力のない者をより実効的に排除するため登録支援機関の許可制

への変更を行うべきである。いずれのスキームであっても、特に特定技能外国人の非自発

的離職時において活動を実際に継続できるようにするため、雇用関係成立の斡旋機能を持

たせるべきである。 

 

１０． １号特定技能外国人に対する義務的支援事項の見直し 

（非自発的離職時における支援の強化等） 

 

上記９の措置を講じた上で、特定技能外国人が非自発的離職時に活動を引き続き行うこ
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とを希望する場合は、特定技能所属機関や支援機関に対し、転籍が決まるまでの住居の確

保等を含め、保護すべき明確な法的義務を課し、円滑な転籍の支援を現行制度よりも積極

的に図るべきことを義務付けるべきである。さらに国のセーフティーネットも拡充するべ

きである。その他、１号特定技能外国人の類型（技能実習２号修了者、元留学生、特定技

能試験の合格による新規入国者等）に応じて、必要かつ十分な支援をきめ細かく行えるよ

う、義務的支援事項を見直すべきである。 

 

１１． 技能実習に係る同種業務従事経験要件（前職要件）の要否 

 

技能実習に係る同種業務従事経験要件（前職要件）を撤廃するべきである。狭義の技能

移転を技能実習制度の目的から削除することによる帰結である。 

 

１２． 偽造書類対策の強化（1件あたりの購入費数百ドル） 

 

上記１１の前職要件にも関連し、在留資格審査やビザ審査の緩い部分の悪用が横行して

いる。コロナ前は、勉強したこともする気もない若者が、偽造書類を使って金権主義の日

本語学校へ留学することが常態化しており（偽装留学生）、同じ失敗を繰り返すべきでは

ない。特に「技術・人文知識・国際業務」では偽造書類提出の噂が絶えず、「技人国」に

該当しない単純業務に就労している者も多いとみられる。 

 

１３． 技能実習２号から特定技能１号への移行要件の見直し 

（日本語能力要件 N4を求める等） 

 

現行法上、技能実習２号の修了者が特定技能に移行する場合は、日本語試験が免除され

ている。しかし、実際には、技能実習２号を修了していても、職務及び社会生活の遂行上

必要な程度の日本語を理解していない者も多い。そのため、技能実習２号から特定技能１

号に移行する場合でも、日本語試験の合格（N4又は国際交流基金日本語基礎テスト）を課

すべきである。 

また、原則として、認定された技能実習計画を満了してから特定技能１号に移行すべき

であり、移行時期についても必要な措置をとるべきである。 

さらに、上記６の技能実習の職種・作業と特定技能の特定産業分野・業務区分の統一化

（両制度における対象業務の統一化）に必要な作業が完了するまでは、１号特定技能外国
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人が必要な技能水準及び日本語能力水準を満たしているものとして取り扱う場合における

業務内容と技能実習２号移行対象職種において修得する技能との関連性（技能の根幹とな

る部分の関連性）を可能な限り広く肯定する運用とし、技能実習２号移行対象職種から特

定技能１号に、特定技能試験の合格なしに移行できる範囲を拡大すべきである。 

 

１４． 技能実習に係る入国前講習及び入国後講習のあり方（期間、内容） 

 

技能実習生が技能修得活動をより円滑に行うとともに、日本において犯罪や違法行為に

巻き込まれず自らの身を守り、安心安全な生活を送ることを可能とするために、技能実習

に係る入国前講習及び入国後講習の内容をより明確化するとともに拡充し、講習期間も延

長するべきである。 

 

１５． 技能実習生来日後の継続的な日本語学習のあり方 

 

一定以上の日本語能力が実習の成否を左右し、安心安全な就労及び充実した社会生活の

ためにも必要である。よって、技能実習生来日後における継続的な日本語学習の実施につ

いて、技能実習生及び実習実施者の義務として規定するべきである。但し、現時点におい

て、全国の市区町村の６割が日本語教室空白地域という実情にあるなど、日本語教育を継

続して実施するための環境が整備されているとは必ずしもいえない状況にあることに鑑

み、当面は努力義務としつつ、技能実習生及び実習実施者にとって日本語学習の継続を実

際に可能とする環境の整備を進め、政府による技能実習生に対する日本語学習継続支援の

一層の強化を図るべきである。 

 

１６． 産業技術の発達等に応じ、現状に即した技能実習職種・作業の区分、

技能実習計画審査基準及び技能検定の見直し 

 

産業技術の発達及び業務体系の変化（単一作業のみを行う業務は減少し、多能工化）に

応じ、現状に即した職種等の区分、技能実習計画審査基準及び技能検定に改めるべきであ

る。 

 

１７． 技能実習制度及び特定技能制度のさらなる適正化、労働法上の権利侵

害 を 含 む 人 権 侵 害 の 防 止 の た め の 具 体 的 措 置 
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・送出機関の違法な手数料徴収等に係る二国間取決めに基づく情報共有・連携、 

送出国への働きかけの強化（違反者に対する摘発の強化及び厳罰化の要請等） 

・外国人技能実習機構や入管庁等による審査、検査、摘発体制の強化 

・法令違反を犯す企業等への罰則等の制裁の強化 

 

制度のさらなる適正化及び人権侵害防止のための措置として、第１に、送出機関の違法

な手数料徴収等に係る二国間取決めに基づく情報共有・連携及び送出国への働きかけの強

化（送出国の法令に関する情報提供、違反者への摘発強化及び厳罰化の要請等）を図るべ

きである。第２に、外国人技能実習機構や入管庁等による審査、検査及び摘発体制の徹底

強化を図るべきである。第３に、法令違反を犯す企業等への制裁を強化するべきである。 

 

１８． 技能実習生の転籍を認める場合の拡大・明確化、転籍を認める場合に

その実際的機会を可能な限り多く確保できるようにするための措置 

 

①技能実習生の転籍を認める場合の拡大・明確化及び②転籍を認める場合にその実際的

機会を可能な限り多く確保できるようにする措置を行うべきである。 

技能実習中は、段階的かつ計画的な技能修得の強度の必要（同種業務従事経験要件の撤

廃により、実務未経験者による技能修得にあたっての段階制及び計画性がより一層強く求

められる。）から、「技能実習２号」から「技能実習３号」への移行時を除き、原則として

転籍を認めないとすべきである。もっとも、転籍の自由が原則として認められないことに

より労使対等が実質的に実現しにくく、人権侵害の誘因となりうる側面は否定できない。

そのため、転籍を（例外的に）認める場合を現行制度よりも拡大、明確化するべきであ

る。即ち、実習実施者において、外国人労働者に関して入管法、技能実習法又は労働法違

反があった場合には、（技能実習法に基づき実習認定を取り消されないときでも）転籍を

認めることとするべきである。また、行政見解が転籍を認めるとする場合の該当例をより

明確化するべきである。さらに、転籍を認める場合にその実際的機会を可能な限り多く確

保できるように措置するべきである。法改正により、監理団体以外の一定要件を満たす

「あっせん機関」が、転籍しようとする技能実習生の雇用関係の成立斡旋を行うことを認

める仕組みを創設し、転籍を実際に可能とする機会を大幅に増加させるべきである。この

「あっせん機関」として、例えば、監理団体ではないが、監理団体、登録支援機関、職業

紹介事業者及び外国人受入企業等から構成され、技能実習制度に関する一定の知見及びネ

ットワークを持つ全国的な団体が想定される。 
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１９． 特定技能に係る不当な引抜きの防止 

 

特定技能に係る不当な引抜きの防止を図るべきである。職業安定法による規制強化及び

入管法による雇用経緯の適正性の審査強化が必要である。また、特定技能外国人が転職

（転籍）した場合には、分野別協議会が転職の経緯等を確実に調査して把握することと

し、不当な引き抜きによることが判明した場合には、特定技能所属機関や関与した登録支

援機関に対して的確に指導し、それが繰り返されるようであれば、分野別協議会を退会さ

せ、特定技能外国人の受入れをできないようにする等の措置を行う必要がある。 

 

２０． 特定技能外国人が所在する地域の偏在の防止 

 

特定技能外国人が所在する地域の偏在防止を図るべきである。企業の自助努力には限界

があり、賃金水準の低い地域の自治体による独自の取組み（家賃光熱費補助、寮の運営、

地方ならでは魅力発信等）が必要である。また、上記１９の措置により、特定技能に係る

不当な引抜きの防止を図るべきである。さらに、特定技能所属機関が特定技能外国人に対

する賃金額を上げ、流出を防ごうとしても、産業構造上、下請企業においては、賃金額を

上げるのに見合うだけの受注単価が確保できないという実情もある。そこで、各特定産業

分野の業所管庁が下請企業等の実態を含む産業構造を正確に把握して、適正な取引価格と

なるよう、監督・指導を徹底して行うべきである。 

 

２１． 技能実習修了者や特定技能１号修了者についてキャリアステージにあ

わせた幅広い選択肢を創設するための在留資格に係る措置 

 

技能実習修了者や特定技能１号修了者について、キャリアステージにあわせた幅広い選

択肢を在留資格制度に創設するべきである。具体的には、①「特定技能２号」に係る特定

産業分野の追加のための条件整備（例えば、帯同が認められる子の教育体制や配偶者の生

活基盤の安定の確保を含む受入環境の整備、生産性向上や国内人材確保のための取組を行

った上でなお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野であると判断するため

の国内労働市場との調整の観点に基づく客観的指標や受入見込数の算出基準に係る緻密な

検討等）、②日本語能力を含む一定要件を満たした技能実習修了者や特定技能１号修了者

に対して、「特定活動」（企業内管理者、人材育成マネージャー、国際交流推進員等）での

在留継続を認めること（技能実習２号・３号修了者及び特定技能１号修了者向けの入国前
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の学歴、入国前の職歴及び国内試験資格等によるポイント制導入も検討しうる。）等であ

る。 

技能実習の目的から狭義の技能移転を削除し、段階的かつ計画的な育成による人材確保

を図る以上、３～５年限定の循環型労働とすることに必ずしも合理性はなく、技能実習生

本人、受入企業（技能実習終了後も雇用を継続できるとした方が人材育成により熱心に取

り組む。）及び日本社会いずれもの利益のために、一定要件を満たした技能実習修了者が

在留継続できる枠組みを増やすべきであり、これにより「外国人材の使い捨て」との非難

はあたらないこととなる。 

 

２２． 外国人材に係る実態調査と公表（来日外国人が払う手数料の実態調査、

外国人材から見た海外就労先(国)の比較等） 

 

 外国人技能実習機構や入管庁に提出すべき書類に、外国人が来日前に送出機関その他の

外国の機関に対して支払った費用の項目と内訳金額を記載する欄があるが、実態を正しく

反映しているとは言い難い。よって、外国人に対して直接実態調査を行い、その結果を公

表し、制度の改善につなげるべきである。また、外国人材から見た海外就労先の比較につ

いても調査し、日本が国際的な人材獲得競争に打ち勝つために必要な要素を具体的に把握

した上で、制度に盛り込むべきである。 

上記事項の調査に加え、技能実習制度及び特定技能制度全般について、政府の主導によ

り、送出国の協力も得つつ、制度関係者（受入企業、監理団体、登録支援機関、送出機関

及び外国人）に対し、両制度の問題点・改善提案・要望等に係る大規模な実態調査（全数

調査が望ましい。）を継続的に行い、多面的な情報収集により現状を正確に把握した上で

詳細に分析し、制度の改善につなげるべきである。 

 

２３． 送出国の労働市場法令との接続を踏まえた制度設計の強化 

 

技能実習制度も特定技能制度も、日本側では職業安定法を基本法とし、職業安定法に基

づく職業紹介事業及び技能実習法に基づく技能実習職業紹介事業として行われている。そ

して、いずれの制度においても、必要がある場合、送出国の取次送出機関が関与すること

になる。しかし、送出国においては、①送出国内の職業紹介の許可、②海外に労働者を送

り出すことの許可、③海外に職業訓練生を送り出すことの許可が分かれている国もあり、

日本法との概念の統一化も図られていない。 

特に特定技能制度では、インターネットを用いて日本での許可を有しない事業者が日本

で営業活動を行う等、不適切な国外にわたる職業紹介を行う事例や、国内にいる特定技能
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外国人を、日本での許可を有しない送出機関が取り次いでいる事例が出てきている。 

そこで、渉外的要素を含む斡旋事案に係る職業安定法の適用範囲を明確化した上で、送

出国における送出しに関する労働市場法令と日本法との接続を整理し、国際労働市場に適

合するよう制度設計を強化するべきである。 

 

２４． 日本政府による人権侵害対策等に係る対外発信の強化 

 

 米国国務省や国連等に対しては的確な反論を行い、技能実習制度等の実相を十分に説明

する必要がある。米国国務省報告において「技能実習制度は、強制労働による人権侵害で

ある」などと指摘される現状を放置すれば、諸外国の日本に対する信用を毀損し、日本企

業の国際経済活動にも重大な悪影響がある。人権侵害対策等の日本政府による取組み及び

官民連携しての取組み（NAGOMi が法務省、厚生労働省及び外務省と連携して行った不

正行為撲滅キャンペーン等）について、対外発信を強化し、誤解を解くための努力を最大

限行うべきである。 
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１２日（木）１４時００分～１５時５０分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

監理団体（静岡県） 

実習実施者／特定技能所属機関（水産加工会社） 

 特定技能外国人（ミャンマー国籍（女性）・特定技能１号（飲食料品製造業）） 

４  出席者 

（１）有識者 

  大下委員、是川委員、高橋委員、冨田委員、樋口委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合会、全国中小

企業団体中央会、北海道 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 技能移転等を通じて国際貢献は確かに果たされているとは思うが、正直な

ところ、外国人は出稼ぎのために来日している者がほとんどである。来日す

る際に「日本の技術を母国に伝えたい」と話す技能実習生もいるが、ほとん

どは滞在中にいくら稼げるかということを考えているというのが実態であ

る。（監理団体） 

○ 技能実習制度を利用する実習実施者の中には、マスコミで報道されるよう

な非人道的なもの、労働環境が劣悪なものがいることは否定できないもの

の、長年技能実習に携わる者としては、負の部分が誇張されすぎていると感

じている。ほとんどの実習実施者や監理団体は真面目に対応している。（監

理団体） 

○ 技能実習を通じて、生産性向上のための手段や方法を学び、帰国後再就職

した際にそれを活用してもらえるという点で、国際貢献は果たされていると

考える。（実習実施者） 

○ 日本で働いてお金を稼ぐため、技能実習生として来日した。シンガポール

等日本以外の国で働くこと、日本に学生として留学することも考えたが、家

族の経済的負担や渡航までの手続に時間がかかることから、日本での技能実

習を選択した。（特定技能外国人） 
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（外国人本人のキャリアパスについて） 

○ 技能実習の３年間を通して、特定の技術というよりは生産に必要な技術を

一定程度覚えてもらい、その後、特定技能でチームリーダー等として活躍し

てほしいと考えている。また、本人に高い意欲があれば、より高度な技能を

習得してもらい、正規職員として登用しても良いと思うが、現状では、賃金

の問題で、特定技能への移行の際などに、大都市に流出してしまうことが多

いため、外国人に高度な技能を習得してもらう必要性は必ずしも高くないと

考えている。（実習実施者） 

○ 特定の技術やスキルよりは、いろいろな技術・スキルを身につけたい。

（特定技能外国人） 

 

（転籍の在り方について） 

○ ４Ｋと言われる産業では、日本人が来ても１年も持たないのが実情であ

り、技能実習生等の存在が不可欠である。半年や１年で特定技能へ移行でき

るようになると、時間をかけて育成した人材が転籍するおそれがあるので、

見直し後も３年は、技能実習制度同様、一定の転籍制限を設けるべき。（監

理団体） 

○ 現行の転籍の在り方については、技能習得のために必要な制限であるほ

か、現場の運用は現行の転籍の制限を前提にしているため、転籍の制限は今

後も維持してほしい。（実習実施者） 

○ 技能実習の場合は、仕事で問題があっても他の会社で働くことができない

が、特定技能の場合には他の会社にも転職できるため、来日前に勉強して特

定技能１号で来日する方が、技能実習生として来日するよりいいと、今は考

えている。（特定技能外国人） 

○ 賃金の高さは転職の理由になると思う。（特定技能外国人） 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 技能実習や特定技能の制度の詳細を実習実施者が把握して使いこなすのは

難しい。また、監理団体の密な相談対応や蓄積してきた技能実習等のノウハ

ウ等の情報共有により、これまで大きな問題なく実習等を行えていることか

ら、監理団体や登録支援機関は、サポート機能として有益であり、今後も引

き続き必要なものである。（実習実施者） 

○ 実習実施者が制度の詳細を把握するのは難しく、監理団体等は必要。問題

が発生した際、遠隔地の監理団体等では、迅速な支援が難しいと思う。（実

習実施者） 
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○ 実習実施者と外国人技能実習機構との関わりはほとんどなく、技能実習計

画の認定や実地検査、法律や書式変更等に関する問合せといった書類提出先

の機関という認識である。（実習実施者） 

○ 仕事で困った時には、会社や監理団体であるセンターの人に相談してい

る。（特定技能外国人） 

○ 外国人技能実習機構のことは知らない。（特定技能外国人） 

○ 技能実習生として来日するに当たって、送出機関はいとこに紹介してもら

い、手数料として 3,300 ドルを支払った。（特定技能外国人） 

○ 送出機関から説明されていた仕事内容と来日して実際に従事した仕事内容

が違っていた。（特定技能外国人） 

○ 今の自分であれば、インターネット等を使って、自分で会社を探すことが

できると思う。（特定技能外国人） 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 入国までにＮ４程度あると望ましく、日本語教育に力を入れている送出機

関を選んでいる。コミュニケーション不足があつれきを生み、特に生活面で

トラブルが起こったときに日本語能力が不足していると困ることになる。

（実習実施者） 

○ 入国前の技能実習生の日本語能力は、送出機関の教育力によるところが大

きい。（実習実施者） 

○ 病院に行く必要がある時、自分だけでは日本語が分からなくて困るが、会

社の人や登録支援機関の通訳が付き添ってくれるため、現状、特段困ること

はない。（特定技能外国人） 

○ 以前は来日後に日本語を学べばいいと考えていたが、現在はミャンマーに

多くの日本語学校があるので、今は来日前に勉強する方がいいと思ってい

る。（特定技能外国人） 

 

（その他） 

○ 最低賃金は都道府県ごとで決まっており、東京が一番高く 1,072 円、静岡

県は 944 円と開きがある。こういった地方と都市部の賃金差により、技能実

習生等が簡単に首都圏に流れてしまう。この問題への対策として、技能実習

については、全国一律の賃金とすることを提案したい。例えば、全国一律東

京の最低賃金に合わせることで、地方から都市へ行くメリットが減るだけで

なく、住環境や生活コストを考慮すると地方で働くメリットが高まり、地方

からの人材流出に歯止めをかけることができるのではないか。また、この対

策は、労働者全体の賃金の底上げに資するものであり、これからも制度を維
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持していくに当たって、中小企業も頑張って対応していく必要がある。（監

理団体） 

○ 食品産業特定技能協議会においては、いろいろな引き抜き防止に係る申合

せを行っているが、実効性は上がっていない。（監理団体） 

○ 技能実習生や特定技能外国人のほとんどが、社会保障制度に不満を持って

いる。当団体で監理する実習実施者は厚生年金に加入しているところ、技能

実習生等は、そもそも社会保障制度が母国と異なり制度趣旨を理解できない

上、彼らが働くのは３年、特定技能に移行したとしても８年と限られた期間

であり、また、脱退一時金で戻ってくるのも支払った金額の８割となるとい

った理由から、給料から保険料を天引きされることへの理解が低い。そこ

で、技能実習及び特定技能１号の期間は、学生の猶予期間と同様、外国人の

支払義務を免除し、特定技能２号などで引き続き在留する際に、追納等がで

きるようにしてはどうか。なお、保険料のうち労使折半で、所属機関が負担

すべき分については、外国人の雇用保険料として徴収すると、月収 20 万円

の場合、外国人一人あたり月に 18,000 円ぐらい徴収できるところ、仮に 70

万人から集めた場合、年間約 1,200 億円となる。これを予算として、外国人

を招へいする際の選抜や面接等入国に当たってサポートする業務をＪＩＣＡ

等に委託するほか、国内では、外国人に特化したハローワークを作って、マ

ッチングを行うような組織を作るといいのではないか。（監理団体） 

○ 技能実習生が一人前と言えるようになるのに、最低でも１年から１年半は

かかる。技能実習生は短時間労働のパートより戦力になる。（監理団体） 

○ 技能習得に要する時間は、国籍というよりは個人によるところが大きい

が、これまでの経験を踏まえると、日本人が１年で覚える場合、技能実習生

が技能を習得するのには環境に慣れるのに半年かかるので、１年半ほど必要

である。ただ、日本人と外国人とでは、生活環境や文化が違うのはもちろ

ん、業務に関係するところでは、特に、衛生観念の違いが大きく、そういっ

た違いを理解してもらうのにも半年程度を要する。（実習実施者） 

○ 日本での生活を通して仕事の技能以外に身につけられたこととして、ゴミ

の分別などの日本の習慣を身につけることができた。（特定技能外国人） 

以上 
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１９日（木）１５時００分～１６時００分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者   

技能実習生（ベトナム国籍（女性）・技能実習２号（非加熱性水産加工食品製造業））  

技能実習生（ベトナム国籍（女性）・技能実習２号（非加熱性水産加工食品製造業））   

４  出席者 

（１）有識者 

  佐久間委員、武石委員、冨田委員、樋口委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合会、日本商工会

議所、日本労働組合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 日本の文化を学びたい、お金を稼ぎたいと思い、技能実習生として来日した。 

○ 日本は発展している国であり、勉強になることが多いと思ったし、日本の文

化にも興味があったため、技能実習生として来日した。 

〇 日本で身につけた技能は、母国で役に立つと思う。技能以外でも日本人が時

間を守り、責任を持って仕事をするという姿勢も役に立つと思う。 

〇 技能の習得だけでなく、地域のお祭りや文化交流のイベントに参加し、日本

人とコミュニケーションをとって友達ができたことも良い経験になった。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて）  

〇 日本で実習先を選ぶ際には、交通の便や天候がいい場所、自分の能力にふさ

わしい仕事であることを重視した。 

〇 来日前は、（１名は）縫製会社、（１名は）日系の電気関係の会社で働いてい

た。 

〇 一つの技術・スキルだけでなく、様々な仕事にチャレンジしたいと思ってい

る。 

〇 技能実習終了後は、特定技能１号に移行することを考えている。 

（うち１名）既に就職先が決まっており、弁当を製造する会社で盛り付けや
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シール貼りなどの仕事をする予定である。就職先は、フェイスブックで求人

情報を見つけて応募した。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

〇 日本で困ったことがあった際、仕事面は会社に、生活面は組合の職員に相談

すれば全て解決してくれる。外国人技能実習機構については知らず、相談し

たことはない。 

〇 送出機関は、インターネットやＳＮＳで探したブローカーに連絡して紹介

してもらった。手数料は 1 人当たり約 8,000 ドルで、銀行や親戚からの借金

と貯金を使い、日本に来る前に全て支払った。日本語教室の教材費や書類の

作成手数料、ブローカーへの手数料等を含んだ額である。手数料の内訳はよ

く分かっていない。 

〇 実習の内容については、来日前に送出機関から説明があったものと違わな

い。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

〇 日本語については、日本に来る前に勉強した方がいいと思う。 

〇 日本に来てから１か月くらいは、日本語が分からないうえに仕事面で慣れ

ずに悩んだことがあったが、慣れていくにつれて問題はなくなった。生活面

では、道に迷ったときなどに、日本人に尋ねたが、日本人の説明が分からず

に困ったことがある。 

 

（その他） 

〇 ベトナムで実習先として日本を選ぶ人は、円安の影響で減っていると思う。 

以上 
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１９日（木）１６時００分～１６時４５分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

   技能実習生（ミャンマー国籍（男性）・技能実習３号（牛豚食肉処理加工業）） 

  技能実習生（ミャンマー国籍（男性）・技能実習２号（牛豚食肉処理加工業）） 

４  出席者 

（１）有識者 

冨田委員、武石委員、樋口委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合、日本商工会議

所、全国中小企業団体中央会、日本労働組合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 日本における経験や技術を活かして、将来ミャンマーで働きたいと思い、日

本で技能実習生として働きたいと思った。また、日本で学んでいる技術や経験

は、母国でも役に立つと感じている。母国では、日本で学んだことを皆に広め

たい。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて) 

○ 技能実習生として日本に来る際、食品製造の技術を身に付けたいと考えて

いたため、今の会社を選んだ。 

○ 給料がよく、家族のために働きたいから今の会社を選んだ。 

○ 技能実習を終えたら、特定技能に移行したいと考えている。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 困ったことがあった際は、社長をはじめとした会社の社員や、組合に相談し

ている。また、相談することで悩みは解決している。 

○ 外国人技能実習機構の存在は知っているが、会社や組合がサポートしてく

れるため実際に利用したことはない。 

○ 送出機関に手数料を入国前に支払った（注：１名は 2,800 ドル、もう１名は
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2,950 ドル）。それ以外の費用については多額ではないが、日本語を学習する

に当たって日本語学校に通っていたため、学校へ費用を支払った。 

○ 入国前に送出機関から事前に聞いていた話と、実際に日本に来てから感じ

たことに特段相違はなかった。 

○ スマートフォンで SNS 等を活用できるため、自分自身で就職先を探せると

思う。 

○ 技能実習２号の途中で職場が変わったが、失業が原因ではなく、仕事が少な

くなったことにより会社が縮小したため、転籍した。その際は組合が転籍を支

援してくれた。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 日本語能力が十分でないために、公共交通機関を利用する際などに困った

ことがあった。 

○ 日本語については、日本に入国前に学んだほうがいいが、入国後も学習し続

けることが望ましい。 

 

（その他） 

○ 日本は人権意識が極めて高く、治安が良いため、安全に生活することができ

る。また、宗教にとらわれることなく、一人の人間として社会のルールを守っ

ている点は見習いたい。 

以上 
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１６日（月）１６時００分～１７時０４分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

    株式会社 ONODERA USER RUN 加藤代表取締役 

４  出席者 

（１）有識者 

  高橋委員、冨田委員、樋口委員、佐久間委員、黒谷委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合会、日本商工会

議所、日本労働組合総連合会、鈴鹿市 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（外国人本人のキャリアパスについて） 

○ 全体の特定技能外国人のうち７割以上が５年以上の長期にわたって働き続

けたいと考えている。こうした希望に沿って、長く働き続けることができるよ

うな環境を作っていきたいと考えている。このため、特定技能２号の追加につ

いても是非ご検討いただきたい。 

○ そもそも、特定技能と技能実習の考え方自体をしっかりと分けた方がいい。 

○ 特定技能で入国した人材の方が技能実習生よりも日本語レベルが高い。特

定技能人材の１年目と技能実習の３年目の終わりが同等程度に感じる。 

○ 特定技能については、能力に見合った賃金となっている。２、３年後には後

輩となる外国人を指導できるリーダーとなって、それに見合った手当が支給

される形がよいのではないかと思う。また、給与水準としては、日本人の新卒

の方や新人の方と同等とするルールに従っており、例えばフィリピン人は本

国の給与チェックが入っているのも実情である。 

 

（受入れ見込数の設定の在り方について) 

○ 特定技能には受入れ見込数の設定は必要ないと考えている。人手不足の状

況に応じて、ニーズがあれば紹介していくので、受入れ数が限定されると苦し

い。 
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（転籍の在り方について） 

○ 転職・退職はまだ全体の 0.3％（587 名中 2名）。海外から直接紹介している

ので、場所や業務のミスマッチを原因とする転職は未然に防げている。 

○ 共生社会を実現するため、特定技能では、日本人と同等の雇用を実現すべき。

転職ができるとしても、待遇を日本人と同等にするなど、転職されない努力を

受入れ先がしっかりやっていくことが重要である。 

○ 東京の給与が高いという情報をもとに地方から東京への転職を希望する者

がいるが、物価は地方の方が安いことを理解していない。やはり転職されない

努力は必要で、給与だけでなく、人間関係や生活環境も重要である。 

○ 受入れ先企業が負担する入国時の費用について、例えば、入国して「一定期

間」or「数か月」以内に転職・退職した場合は、違約金として受入れ先企業に

返金している。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 登録支援機関による支援の制度は非常に重要。入国したときの最初の対応

をしっかりとしてあげることで、その後の定着率が変わる。10 項目の支援は、

コストに見合わず大変ではあるが、今後も紹介と支援を一気通貫で満足度を

高めるように実施していきたい。 

○ 業務内容の管理監督については、それぞれの所管省庁に関与していただき

たい。一つ一つの専門分野をしっかりと見ていただける体制だと認識してい

る。当社としても、状況に応じて相談させていただけるので、メリットがある

と感じている。一方で、試験については、一部では数カ国で行われていたり、

一方では全く海外で行われていなかったりと、ばらつきがある。そういった部

分はしっかり相談しながら進めていきたい。 

○ 送出しについて、全て自社で完結できているので、送出機関はビザの申請な

どの手続部分のみで連結している。したがって、送出機関を活用しないリクル

ートは機能する。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 日本語能力は必須であり、特定技能の試験に合格してから入国するまでの

６か月から８か月の間、どの程度勉強するかが重要。当社では、N3 の日本語

レベルを持って入国させることを目標として取り組んでいる。 

 

（その他） 

○ 家族滞在については、現状維持が望ましい。登録支援機関として、特定技能

外国人本人の支援だけで手いっぱいであり、家族の管理まで行うことは難し
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い。 

○ 近隣諸国の競合先として、韓国には行きやすいとよく聞くが、韓国は国策と

して韓国ドラマや音楽を上手く利用しており、韓国に対する好感を集めてい

る。今後は日本も、より知ってもらい、好きになってもらう努力が必要ではな

いか。 

６ 参考資料（別添） 

技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議におけるヒアリング  

以上 



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

技能実習制度及び特定技能制度
の在り方に関する有識者会議

におけるヒアリング

2023 . 1.16 Mon.

ONODERA USER RUN 加藤順



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

本日の出席者

2

部門 役職 名前

・ ONODERA USER RUN 代表取締役社長 加藤順

・国内支援統括 取締役専務執行役員 濱田久雄

・ HC営業統括 取締役専務執行役員 武井亮二

・ BI営業統括 専務執行役員 岩﨑庸介

・海外第一事業統括 上席執行役員 佐久間陽介

・運営支援部 部長 浅賀純

・営業管理部 部長 金子洋之

・出入国支援部 担当部長 須郷美咲

・教務企画部 担当部長 花井春香

・ DX推進部 次長 田中博基



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

海外学生からのご挨拶



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

当社が特定技能サービス3部門で、「No.1」に選ばれました。

「特定技能サービス」の3部門で、ONODERA USER RUNがNo.1

4



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

②
登
録
支
援
機
関

ONODERA USER RUNの事業内容

通常学費
（約30～40万円）

無償
教育

海外拠点にて志の高い

若い外国人を受入

独自の専門教育を実施

他社

①
職
業
紹
介
事
業
者

現地教育事業（７ヶ国） 特定技能外国人紹介

全国各地の企業、病院、介護施設等

へ即戦力となる人財をご紹介

受入施設・外国人への支援

ご紹介した特定技能外国人が日本で長く働

くために、多角的なきめ細かい支援を実施。

5

特定技能制度を利用し人手不足に対応。

モデル事例としての活用を図る。

海 外 国 内

支 援 受 入 自社グループでの雇用

入国支援 受入準備
支援

生活/定着/
住居支援

ONODERA
ナーシングホーム

10名（介護）
LEOC

250名（外食）

一気通貫でのサービスが強み

or



①職業紹介事業者
海 外 教 育 ＋ 外 国 人 職 業 紹 介



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

ONODERA USER RUNの海外教育拠点

2022年1月1日時点

7

７ヶ国で事業展開



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

ONODERA USER RUNの海外教育拠点

無償で

フィリピン/ダバオセンター

インドネシア/ジャカルタセンター

ミャンマー/ヤンゴンセンター

ベトナム/ハノイセンター カンボジア/ブノンペンセンター

8

海外現地
自社教育



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

海外教育拠点紹介 フィリピン/ダバオセンター校

9



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

OURの海外教育拠点３ 【学生数・合格者】

性別

業種

国籍

国籍

年齢

18歳から25歳の年代を
中心に、積極的に入校
を推進

2023年より
他業種スタート



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能外国人 紹介（入国）済み＋内定（入国予定）数

全国 45 都道府県へ紹介

※うち378名が
配属先地域未定

11



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能外国人 紹介（入国）済み＋内定（入国予定）数

※2023年1月1日現在

業種

地域

国籍

紹介（入国）済み＋内定（入国予定）数内訳

12

関東に次いで、
北海道・九州の割合が高い
（人手確保が困難なエリア）

①新規進出のため、インドネシア・
カンボジアは2023年より増加

②ベトナムは、現地での特定技能
試験が課題（未実施）

介護・外食が多いが、2023年
より他業種がスタート



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

現在、587名 が入国し、全国各地で勤務を開始しております

13



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能外国人 紹介（入国）済み＋内定（入国予定）数

業種

地域

国籍

※2023年1月1日現在

紹介（入国）数内訳

14

①新規進出のため、インドネシア・
カンボジアは2023年より増加。

②ベトナムは、現地での特定技能
試験が課題（未実施）

・介護・外食が多いが、2023年
より他業種がスタート

・関東に次いで、
北海道・九州の割合が高い
（人手確保が困難なエリア）



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

今後の特定技能外国人 紹介（入国）済み＋内定（入国予定）数

15

2023年1月から4月までに、802名が入国を予定（累計1,389名）

56
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②登録支援機関
受 入 施 設 ・ 外 国 人 支 援 o r  自 社 雇 用



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能外国人 登録支援者数

全国 38 都道府県にて支援中

17



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能人材 登録支援者数

※2023年1月1日現在

業種国籍

地域

501

501

501



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能外国人の就労状況

退職・転職事由：

①家庭の都合（日本人と結婚）
②親の介護のため、母国へ帰国

弊社 登録支援中人材の退職率は0％

現在就労中

585名
（99.7％）

退職・転職

2名
（0.3％）

587

19

2020年12月～2023年1月1日現在までの実績

現時点の実績では、弊社紹介人材
の退職・転職数は少数



ONODERA USER RUN Co., Ltd. | ONODERA GROUP

特定技能外国人 満足度調査実施① ※2022年11月アンケート実施入国475名対象

▶満足/やや満足（96％）

満足(74％)

やや満足
(22％)

やや不満(1％)

不満(3％)

理由 満足/やや満足（96％） やや不満/不満（4％）

１位 日本での定期的なサポートに感謝している 家賃が高い

２位 日本で働く機会を提供してくれた Wi-Fi環境がない

３位 無償教育のおかげで仕送りができている

①ONODERA USER RUN（登録支援機関）に満足していますか？

20
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特定技能外国人 満足度調査実施② ※2022年11月アンケート実施入国475名対象

▶満足/やや満足（96％）

満足(79％)

やや満足
(26％)

やや不満(3％)

不満(1％)

理由 満足/やや満足（96％） やや不満/不満（4％）

１位 職場の先輩がやさしく仕事を教えてくれる 給与面

２位 利用者の笑顔を見れることで仕事が頑張れる 言葉の壁がある（方言等）

３位 多くのスキルを学ぶことができる

②日本での仕事に満足していますか？

21
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特定技能外国人 満足度調査実施③ ※2022年11月アンケート実施入国475名対象

▶満足/やや満足（89％）

満足(56％)やや満足
(33％)

やや不満(6％)

不満(5％)

理由 満足/やや満足（89％） やや不満/不満（11％）

１位 日本の生活は便利（買い物/交通機関） 物価が高い

２位 安全な国 気候に慣れていない

３位 親切な方が多い 時々寂しい

③日本での生活に満足していますか？

22
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登録支援機関としての取り組み

日本での新たな生活の一歩を踏み出したOUR人財が日本での生活に慣れ、安心して仕事に取り組
み、活躍の場の創出できるよう、安心・安全、確かなクオリティのサービス提供に取り組んでま
いります。

～取り組みご紹介（一部抜粋）～

● お年玉配布（実施中）

日本の文化体験も兼ねて、これからの活躍を期待する思い

を込め、QUOカード(2,000円)をOUR支援人財にメッセー

ジを添え、手渡し。

● 印鑑プレゼント

入国時に日本で使用できる印鑑

（カタカナ表記）をプレゼント

● 成人式

受入れ施設様と協力し、

20歳を迎えた人財を

お祝い（振袖着付け）

23
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約70時間の来日準備研修

・オリジナルのスマホ学習アプリで JLPT N3レベル
の学習

・日本事情・方言教育（日本文化や来日後の文化適応を図るため）

・異文化×レジリエンス研修

・ICTを活用した学習支援システム

・オンラインでの同期型授業

・SNSの学習コミュニティ運営

N3 学習
〈入国～２年以内〉 N2 取得

〈入国半年～1年以内〉 N3 取得

24

来日前準備教育 就労後の学習支援

登録支援機関としての日本語能力向上の取り組み

OUR
入校

N4 到達
合格
内定

来日
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内定決定～来日までの期間、N4→N3への日本語レベル向上

のため、自社開発アプリ「おゆアップ」で学習を継続。

25

来日前準備教育

登録支援機関としての日本語能力向上の取り組み
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※学習レベルに合わせた学習コンテンツを用意

・初任者研修相当の知識学習 ・実務者研修受講に
向けた学習

・介護福祉士
国家試験対策

入社～１年目 ２年目 ３年目 ４年目以降

現場入職 介護福祉士
実務者研修(外部) 介護福祉士国家試験

介護福祉士
国家試験合格！

レベル1～2 レベル3 レベル4 レベル5入社後

26

登録支援機関としての日本語・介護能力向上の取り組み

就労後の学習支援

一部コンテンツ紹介

※特定技能（介護分野）の事例

・日本語能力試験（N2）取得支援
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登録支援者の勤務状況 ＆ 海外で暮らす両親からのコメント
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OUR

2022 theme

受入施設（日本各地）への定期訪問実施

28

北海道 釧路市

北海道 斜里町
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海外自社教育機関への定期訪問
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１６日（月）１０時３０分～１１時３２分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

PERSOL Global Workforce 株式会社 多田代表取締役社長 

４  出席者 

（１）有識者 

市川委員、大下委員、佐久間委員、武石委員、冨田委員、堀内委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 技能実習生に対しても、しっかりと労働者としての環境を整えることが重

要。少なくとも当社が人材紹介を行っている企業は、ほぼ全てで技能実習生を

労働者として見ており、研修で来ているという認識の技能実習生もほとんど

いない。また、母国へ戻っても日本で習得した技能を活かせていないのであれ

ば、制度としても実態としても労働者として統一し、本音と建前を一致させる

ことによって、様々なひずみを解消することにつながるのではないか。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて） 

○ 日本での就業前後に外国人材から取っている多くのアンケートから、外国

人材はキャリアップできるかどうかという点に非常に強い関心があることが

判明している。例えば、企業選択や転職の際に、キャリアが形成できるかどう

かという点を重視している外国人材が非常に多い。また、転職理由についても、

「技能実習で３年、特定技能で５年同じことをやっても自分の能力が上がる

余地がないため」とする人が多く、「キャリア」が転職の誘因若しくは企業へ

の定着の要因となっていることを感じている。そもそも給与面での競争力が

なくなってきている日本では、今までのように、単に短期的にお金を提供すれ

ば魅力を感じてもらえるということはなくなる。業務を通じた能力向上が待

遇につながるような、本人の努力が報われる仕組みを構築することが、企業に

定着する重要な要因になる。 

○ 企業側が外国人材のキャリア形成に取り組まないのは、特定技能 1 号（建
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設、造船を除く）、技能実習生が２号を修了すれば帰国するという前提があり、

人材育成のインセンティブが働かないためである。長期で働けるように制度

が整備されないと問題は解決できない。 

 

（受入れ見込み数の設定の在り方について） 

○ 技能実習で設けているような企業ごとの人数枠を、特定技能においても設

けることは、基本的には必要ないと考える。ただし、外国人材を増やすのであ

れば、トラブル防止の観点から、教育担当を人数に応じて配置できるか等、受

入れ体制がそれに見合う仕組みになっているかを確認する必要はある。 

○ 特定技能において分野ごとに受入れ人数に上限を設けていることについて

も、大手企業が先に人材を確保してしまうので、ない方がいいと考える。市場

の需給バランスに任せることで受入れ人数は収束していくと思われる。 

 

（転籍の在り方について） 

○ 制度で転籍を制限するのではなく、企業の労務環境や待遇改善等の努力に

よって、外国人材の定着を図るべき。ただし、地方の企業が労務環境を改善し

ても、給与格差により都会に人材が流出してしまう。地方の人手不足の解消の

ためには、企業の労務環境改善支援や、介護処遇改善手当のような長期定着の

ための手当補助などの公的な施策を講じることが必要である。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 現場からみた監理団体や登録支援機関が存在することによる最大のデメリ

ットは、法人の自社社員へのオーナーシップを削ぐことである。日本人社員で

あれば、何かあれば話を聞き問題を解決するという通常のプロセスを監理団

体や登録支援機関に投げることにより、自社社員との関係性ができず、結果的

に問題も正確に把握することができなくなってしまう。また、何年も外国人材

を活用しても自社内にノウハウが生まれず外部依存を継続させてしまう。 

○ 監理団体や登録支援機関は企業の定着支援業務を肩代わりするのではなく、

受入企業が日本人と同様に人材管理の責任を負い、自立して外国人材の受入

れができることを目指すべきで。監理団体や登録支援機関は、定着支援の委託

先ではなく、法人の受け入れ能力向上を目的とした教育機関とするべき。 

 

（送出機関等に支払う手数料について） 

○ 人材あっせんで禁止されている個人側の手数料負担が常態化している。そ

して個人側に負担させた方が法人へは低価格のサービスとなり市場に広まっ

ていく。人材あっせんの基本に立ち返り個人側の費用負担をなくし、適正事業

が市場に広まる仕組みを作るべきである。 
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○ ＭＯＣで縛っても海外での取り締まりは難しいため、人材紹介（二国間紹介

締結、無免許あっせんの排除）の枠組みで日本国内で不法なあっせんや費用徴

収を取り締まる仕組みを作るべきである。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 入国前に最低限の日本語をしっかりマスターさせておくことが重要。これ

により、受入れ企業の負担が大幅に減り、特に住民とのトラブルも減る。会話

ができればコミュニケーションが出来るので、入国前は、会話に特化した短期

集中の日本語教育をすれば良いのではないか。 

○ 入国時に日本語能力を求めることで外国人材の一定の質が保たれるので、

技能実習についても日本語を要件化した方が良いのではないか。 

○ 入国前の日本語教育の費用は本人負担として、奨学金やマイクロファイナ

ンスでカバーしてはどうかと考えている。 

○ 日本語教育の費用以外にも、最初の受入れ企業のみがコストの負担をして、

転籍後の企業は負担しないという不平等をつくらない仕組みを作ることが重

要。 

 

（その他） 

○ 外国人材が地域に定着したら自治体がボーナスを給付したり、空きの多い

公営住宅を有効活用すること等により家賃を安くして外国人材の手取りの給

与を上げるというような仕組みを作ることも有効ではないか。 

○ 特定技能制度には技能実習ルートと試験ルートがあるが、技能実習ルート

の人材は、前にいた場所と比較するので、生活が不便な地方の企業での受入れ

が難しい。試験ルートの人材は日本での就業が初めてで、比較対象がないため、

最初の就労先で長く働く傾向が技能実習ルートより強いので、地方に行けば

行くほど、試験ルートの人材を紹介している。 

○  特定技能１号については、少なくとも本人が完全に日本語を修得し、家族

のフォローができる状態にならない限りは、家族帯同を認めるべきではない

と考える。 

以上 
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１６日（月）１４時００分～１５時５０分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

    E SU HAI COMPANY LIMITED (ESUHAI) LE LONG SON 代表取締役 

４  出席者 

（１）有識者 

  高橋委員、市川委員、黒谷委員、是川委員、佐久間委員、冨田委員、樋口委

員、山川委員 

（代理出席）独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合、日

本商工会議所、日本労働組合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ ベトナムでは、経済の成長とともに、国内人口が黄金期を迎え、若者の数が

増加した一方で、国際的に見ると企業数も産業数もまだ足りていない。そうし

た社会状況の中で、数十万人もの若者たちが技能実習生として日本に行き、日

本における生活の中で身につけた語学力、スキル、経験をベトナム国内の日本

企業やベトナム企業にもたらした。 

○ ベトナム国内においては人材育成や国際貢献の目的は一定程度果たされて

いる。送出国の人材育成や国際貢献のニーズには関知せず、「人材育成と国際

貢献という名目にも関わらず人材確保が目的ではないか」との批判に対して、

日本の人材確保だけを目的とした議論の進め方をすべきではない。 

○ 送出国の人材育成ニーズに最大限協力しつつ、日本での人材確保も名目と

することで、海外から来日した人材が、日本でキャリアを発展させて日本の産

業や社会に貢献することができ、また、帰国後はベトナム本国でのキャリアを

発展させて産業・社会に貢献することができるようになるのではないか。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて) 

○ ベトナム国内の所得収入が低い状況の中、技能実習生として日本に行った

若者が、経験や能力を磨くだけではなく、経済力も豊かになったことは、若者

が今後のキャリアにつなげていくうえで、非常に有り難く、評価している。 
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○ 日本が外国人材を長期的に安定して確保するためには、海外の未熟練労働

者を３年から５年をかけて、保護・育成し、熟練者に成長させていくことが必

要であり、10 年間技能・スキル・日本語力・文化理解と法律・ルールの遵守

意識等を熟練させた場合は、現在大卒にしか認められていない「技術・人文知

識・国際業務」（以下「技人国」という。）の在留資格を、専門学校や短大等を

卒業した者にも認めていくべき。 

○ 技能実習制度において定義されているのは、一つの技能を高めていく単能

工であり、技能を３年から５年かけて習得するが、帰国後にベトナムで活かせ

ない職種もあり、ミスマッチが生じている。今後外国人材を受け入れる際は、

多能工としてひとつの分野において、マネジメントも含め様々な業務・技能を

身につけて、熟練度を高めていくことが必要。 

○ 個人的には、技能実習制度・特定技能制度を元にしつつ、それに代わり熟練

度に応じてステップアップできる在留資格を設けるべきだと考える。熟練度

の指標としては、技能だけではなく、日本語資格、仕事に対する考え方や働き

方の姿勢、顧客満足度を意識しているか、社内における信頼関係、地域住民と

の人間関係や絆、地域で開催されるイベント参加、日本で生活していく上で必

要な生活習慣やルールを遵守しているか等があげられる。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ ベトナムでは、ジョブホッピングし、良い条件の企業に積極的に転職すると

いう傾向がある。他方で、一社で長く働く傾向のある日本企業では、その会社

で必要な業務スキル全般を身につけるのに３年以上かかる。そのため、企業で

受け入れたとしても、文化の違いによりすぐに転職されてしまうと、受入れ費

用をかけた企業側が損をしてしまう。どうしても必要な場合には転職もやむ

を得ないが、少なくとも３年は受け入れた企業で働くべき。 

○ 送出しに係る費用の 30 万円～40 万円については、技能実習生本人が負担す

ることとなっている。参考だが、近年特に人口が増加しているメコンデルタ地

域において、技能実習生個人に対して政策銀行からの融資が行われており、来

日時の個人の金銭的負担が軽減している。 

○ 本人が負担する費用について、主に送出機関に支払う手数料と教育費用が

ある。手数料については、月額給与を 16 万とすると、３年間で３か月の給与

額 48 万円である。ベトナムの法改正においては、本人が支払う手数料には日

本からいただく管理費が含まれることとなったため、実際の本人負担額は、賃

金の３か月分から、送出管理費を差し引いた額となる。そのため、日本の監理

団体から月々１万円の監理費を徴収した場合は、３年間で 36 万円をいただく

ことになり、その差額の 12 万円を技能実習生個人が負担することとなる。 
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〇 法遵守については全国で調査を行い、チェック・取り締まりを強化し、相手

国とも連携を取っていく必要がある。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 現状、技能実習生として入国するに当たって、日本語要件がないため、勉強

しなくても技能実習生として入国できてしまう状態である。 

○ 入国の際の日本語要件は最低Ｎ５レベルが望ましい。日本語は世界的に見

ても難しい言語と言われており、日本にとっては、Ｎ３、Ｎ４レベルを習得し

ていることが望ましいかもしれないが、レベルが高くなればなるほど相当程

度優秀な人材でなければ難しく、来日にあたっての障壁となってしまう。一方、

技人国の在留資格は、大学を卒業していれば、Ｎ５要件を満たしていなくても

入国できる。その場合、日本語ができる国内の技能実習生や特定技能人材から

すると、日本語が話せないにも関わらず、技人国には家族帯同も認められ給料

も高く優遇されているため、外国人の間で軋轢を生んでしまう。そのため、Ｎ

３の要件は、技人国に課せば良いのではないか。 

 

（その他） 

○ 技能実習制度が批判される中で、技能実習生という名前が傷つけられてし

まっているため、ベトナム人技能実習生一人一人に名前があるにも関わらず、

「あの技能実習生だ。ベトナム人技能実習生だ。」と、全体として批判されて

しまう。そのため、日本に行きたい優秀な人材が、消極的になってしまう。 

○ 家族帯同については、10 年経過した段階で認めるべき。また、全員ではな

いが、５年経過した段階においても、日本社会である程度の資力を持っており、

税金等をしっかりと払っている場合には、外国人としてではなく、日本におけ

る生活者として家族帯同を認めてもいいのではないか。 

６ 配布資料（別添） 

  長期にわたる日本の外国人材確保及び人材送出し諸外国への貢献のエコシ

ステム基本設計 

以上 



長期にわたる日本の外国人材確保及び

人材送出し諸外国への貢献の

エコシステム基本設計

2023年1月16日

ESUHAI Co.,Ltd.

「技能実習制度及び特定技能制度の在り方
に関する有識者会議」ヒアリング
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日本の少子高齢化という人口構造の変化の中で今以上に日本の国力を高めていく為に、

それぞれ産業分野の未熟練者、熟練者、管理者、研究者、専門家などの人材が

今後どの分野でどれくらい不足するかについて検討の上、

各人材層の外国人材の受け入れの仕組みを整え、

どの国からその外国人材を受け入れていくかについて、

それぞれの国に対する戦略を持って協力して進めるべきと考える。

日本における外国人受け入れの、
今後10年以上にわたる長期的視点に立った戦略が必須

2
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1. 外国人材像 日本はどのような外国人をイメージして受け入れたいか？

→新しい5段階の外国人材のレベル設定をする。

2. 諸外国へ着目 日本が受け入れたい外国人は、どこにどのくらいいるか？

3. 諸外国と良好な関係構築 人材供給国それぞれとの関係作り及び戦略

→供給国は人数は多いが未熟練者が多く、育成が急務。

4. 戦略①海外人材開拓 人材供給国それぞれにおける、来日する人材の開拓
→日本の若手人材を守り育成する文化は、他国にない強み！

5. 戦略➁国内受入制度 日本に入国する際の規定・制度・体制

入国審査→保護・育成・チェック（取り締まり強化）

6. 戦略③国内及び海外キャリア 日本継続滞在・帰国の各キャリアと体制・戦略
＝人材確保・国際貢献

7. 法遵守状況調査及び罰則規定 実態調査による違反処理運用の整備

日本における外国人受け入れ戦略の核心7項目

3
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外国人材の出身の様々な国、異なる言語から、日本独自の（他の国にない長年日本でつち

かわれてきた）文化を守る。

外国人の入国増加により日本社会が乱されず発展していけるよう、

受け入れる外国人材の層と外国人材像を明確にして、基準を設ける。

＝外国人材を、「日本の産業と社会を新たに構成する一員」として想定する。

核心1 外国人材像 日本はどのような外国人をイメージして受け入れたいか？

4
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「日本の産業と社会を新たに構成する一員」として外国人材を見る

＝ 「彼女は／彼はうちの技能実習生です。」 と無個性かつ一緒くたに外国人材を
言い表すのではなく、

「彼女は／彼は、リンさんです（例）。
わが社の社員で今まで3年間働いてくれていて、今や～業務ができます。
日本人社員とも仲がよくて日曜日も一緒に出かけていますよ」

と言い表せることが重要。

→ 外国人材を、「職業と日本社会生活の熟練度」「在日期間」「日本語力」 などにより

「外国人熟練度」として外国人材を測る5段階の熟練度基準を作り、

在留資格もそれに対応させることを提案します。

受け入れたい外国人労働者の定義（案）

5
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外国人材を測る5段階の熟練度基準

◼ 熟練度は、日本においての実務経験年数と、各産業の中で成長させるべき「技能」や「業務スキル」全般である。

＊技能は一つの技能「単能工」だけではなく、その業務を行うために必要な複数の技能「多能工」も含める。

＊業務スキルとは、日本での５Sや報連相、社会人としての意識やマナー、職場での人間関係作りなども含まれ、母国においては価値あるスキルとなる。

＊ 「日本語力」、「日本の社会への理解」、「日本の法律」、「日本の商習慣」、「日本の生活」など日本での生活者としても未熟であり、このことも考慮すべき。

◼ 未熟練者を受け入れその人材を熟練者に育成することは、長期的に安定して人材を確保するために必要な送り出し

国への戦略となり、責任ともなる（既存の技能実習制度はその役割を十分担ってきている）。

◼ 受け入れた外国人材の熟練度を高め、日本で活躍し、母国に帰国しても活躍できるためには、一定期間「育成及び保

護」が必要である。育成が不要となったのちも、自立した生活者となるまでに必要な一定期間の保護は必要である。

◼ 労働者として受け入れる以上、賃金や社会保険への加入など、日本人労働者同様の待遇は遵守すべきである

◼ 日本の仕事や生活においては日本語は必須であり、日本語が全くできないことで日本社会になじめず、失踪・

犯罪の一因ともなるため、来日前の日本語N5取得は条件とする

◼ 日本の製品の品質及びサービスの質の高さは、諸外国からも大変関心があり、日本の大きな魅力の一つである。

受け入れたい外国人労働者の定義（案）

6
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受け入れたい外国人労働者の定義（案）

本案のメリット

• 「技能実習」「特定技能」どちらにするか、という議論ではなく、
整合性のある新しい5段階の外国人材の熟練度レベル設定により、両制度のスムーズな統合が可能。

• 「人材育成と国際貢献という名目にも関わらず人材確保が目的ではないか」と議論したり、
「日本の人材確保だけを目的として、送出し国の人材育成や国際貢献には関知しない」のではなく、

日本の人材確保の名目で外国人材の日本への就職を誘致しながら、

同時に送出し国の人材育成ニーズに最大限協力することで、

人材本人が日本で就労中は日本でのキャリアを発展させて日本産業・社会に貢献す
ることができ、

本人が本国に帰国後は本国でのキャリアも発展させて本国の産業・社会に貢献する
ことができるようにする。

7
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外国人熟練度1号(J-1) 在留期間：1年間

１）学歴：中卒以上（中卒・高卒・専門学校卒・大学卒・院卒）

２）同分野実務経験：不問

３）日本語力：日本語能力検定N5資格以上を有する（介護のみN4資格以上）

４）日本の法律・文化等講習：基礎知識（1か月間）

外国人熟練度2号(J-2) 在留期間：2年間

１）学歴：中卒以上（中卒・高卒・専門学校卒・大学卒・院卒）

２）同分野実務経験：日本において1年以上且つJ-1修了時技能試験合格

３）日本語力：日本語能力検定N4レベル同等以上

４）日本の法律・文化等講習：既に受講済が前提のためなし

外国人熟練度3号(J-3) 2年間

１）学歴：中卒以上（中卒・高卒・専門学校卒・大学卒・院卒）

２）同分野実務経験：日本において3年以上且つJ-2修了時技能試験合格

３）日本語力：日本語能力検定N4レベル同等以上（介護のみN3資格以上）

４）日本の法律・文化：既に受講済が前提のためなし

技能試験

8

受け入れたい外国人労働者の定義（案）

Copyringt@2022Esuhai Co.,Ltd. All rights reserved

J-1

J-2

J-3

技能試験

育成 保護

育成 保護

育成 保護
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外国人熟練度4号(J-4) 5年間

１）学歴：中卒以上（中卒・高卒・専門学校卒・大学卒・院卒）

２）同分野実務経験：J-2修了者（中卒・高卒・専門学校除く）

J-3修了者

一部海外での試験合格者

＊J2,J3修了者で同分野での経験者は実技試験を免除

３）日本語力：日本語能力検定N4資格以上を有する

４）日本の法律・文化講習：既に受講済の場合はなし、未受講の場合は一定期間受講

9

受け入れたい外国人労働者の定義（案）
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技術・人文知識・国際業務(J-5) 5年間・更新可能

a. 学歴が中卒・高卒・専門学校卒の場合

１）同業種実務経験：J4修了・J-4修了時技能試験合格、且つ同分野での10年以上の経験

２）日本語力：日本語能力検定N3資格以上

b. 学歴が大学や短大卒の場合

１）同業種実務経験：J-3修了者且つ自身の専門と同分野での業務予定であること

２）日本語力：日本語能力検定N3資格以上

c. 学歴が大学や短大卒の場合

１）同業種実務経験：自身の専門と同分野での業務予定であること

２）日本語力：日本語能力検定N3資格以上

＊現在、技人国は日本語資格が要件になっていないことから、一部の人材は、日本語能力N5程度かそれ以下で入
国しており、技人国が求める相当レベルの業務に従事せず、単純作業や未熟練のような業務（技能実習生同等）
をしている実情がある。技人国の在留資格に該当せず、違法な就労といえる。技能実習制度や特定技能などと整
合性がとれていない。よって、技人国には日本語N3資格以上を課すべきである

10

受け入れたい外国人労働者の定義（案）
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【日本で活躍する人の例】

１）専門学校卒業者：同分野で活躍

N5以上取得後来日→ 食品加工（J-1～J-4 合計10年）＋N3以上取得 ⇒ 技人国（食品分野）

２）専門学校卒業者：異分野に転職

N5以上取得後来日→ 食品加工（J-1～J-3 合計5年）

⇒介護に転職希望：介護J2修了時技能試験合格＋N4以上取得 → J-3 → J-4

*新分野では未経験者だが、日本での生活者としては経験者であることを加味し、一つ前のJ-3段階から経験を積む

【母国に帰国し活躍する人の例】

１）N5以上取得後来日→ 食品加工（J-1・J-2 合計3年間）＋N3取得→帰国

→帰国後就職 ラインリーダー・品質管理部門・総務管理部門スタッフ

２）N5以上取得後来日→ 食品加工（J-1・J-2 合計3年間）＋N2以上取得→帰国

→帰国後就職 ラインリーダー以上・工場通訳・社長秘書・人事スタッフなど
11

受け入れたい外国人労働者の定義（案）
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全世界各国では11億人以上が英語を学び仕事や生活をしているが、海外で日本語を学んでいる人はわずか

約380万人。外国人労働者は非英語圏よりも英語圏を選択する傾向にある。

日本での仕事や生活には日本語が必要であるため、日本での就労や生活する人材がどこにいるか、その国

の就労現状がどのなっているか知り、日本語学習と日本企業キャリアのPRを行っていくことが重要である。

核心2 諸外国への着目

【例】ベトナムの実情
⚫ 日本語学習者：約17万人（世界第6位） 国際交流基金2021 年度「海外日本語教育機関調査」
来日希望者、国内日系企業就職希望者など理由は様々。

⚫ 全国44省・市で4万1500人余りが失業、労働総連盟が報告 [社会] - VIETJOベトナムニュース (viet-jo.com)

⚫ 22年の海外派遣労働者数は前年比3倍の14.3万人、派遣先最多は日本の6.7万人 [統計] - VIETJOベトナ
ムニュース (viet-jo.com)

⚫ 30歳以降の工業団地の単純労働者は、今後10年間で約200万人から300万人が失業するという予測。
新ハノイ新聞（2021年9月11日）

⚫ 現状、 ベトナムの人口は5,654万人（世界銀行 2021年末時点）で、ベトナムの人口は2054年まで増加予
測（ UN, World Population Prospects:  2020 ）、ただし、国内企業数は75万8千社
（ベトナム統計総局 2019年末時点）

日本が受け入れたい外国人は、どこにどのくらいいるのか？

12
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https://www.viet-jo.com/news/social/221201075732.html
https://www.viet-jo.com/news/statistics/230109172913.html
https://hanoimoi.com.vn/ban-in/Xa-hoi/877515/bai-dau-he-luy-tu-tinh-trang-mat-viec-lam
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それぞれの国には、発展させたい産業、人材戦略、人材育成方針があり、海外に人材を送り出す仕組みも適用
される法律も異なる。それぞれの国に適した戦略を展開し、協力しやすく且つ有益な形となることは、長期的に海
外からいい人材が来日し続けるポイントとなる。

核心3 諸外国との良好な関係構築

【例】ベトナムのニーズと、日本に期待される取り組み

ベトナムは人材の黄金時代。若い人材も豊富だが未熟練者が多く、国の発展のために今後高度な
人材を育成することが急務となっている。

ベトナム労働省DAO NGOC DUNG大臣は、2022年来日時、「日越両国間において、ベトナム国内の各分野の専門学校、短大、大学

などの若者に、出国前に日本語教育及び基礎的スキルなどを実施して、その上、日本に技能実習制度や特定技能制度、一部高度人

材、エンジニア、専門職などで受け入れていただき、日本において育成していただきたい。」と述べている。

VAMAS（ベトナム海外労働者派遣協会） DOAN MAU DIEP会長は、「ベトナムは、今後ベトナムの経済発展のため、ベトナムの人材と

いう資源をどうやって生かすべきか、付加価値をつけていくべきかを考え、海外と協力してベトナムの優秀な人材を育成するという視点

で、海外との関係を発展させていきたい」と述べている。

→今後日本がベトナムに協力的にベトナム人材を受け入れることは、両国の長期的な国益
につながっていく。

人材供給国それぞれとの関係作り及び戦略
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日本への来日を希望する層の外国人材を増やし、人材を長期的に安定して確保していくためには、
日本企業は海外の未熟練者を一定期間保護しながら育成し、 3〜5年の間に熟練者に成長させることが必要
である。（＝送り出し国との良好な関係づくりの重要なポイント。）

日本企業は未熟練の労働者受け入れにより不足分の人材を補うことができるが、
日本国政府としては受入れ企業による外国人材の保護と育成を提唱して、各受入れ企業がその意識をもっ
て外国人材をそれぞれしっかり育てていくことを促進する必要がある。

※日本にはそもそも若手人材を守り、育成する文化があり、それは外国人材獲得競争において他国と
差別化できる日本の大きな強み。

【例】
既存の技能実習制度において、日本企業は海外の人材を
「ご家族からお預かりする」という意識が強く、面接した後
企業が合格者の家族を訪問する、家族向けの説明会をする、一緒に食事会をする、
などは頻繁に行われている。
これは他国への送り出しでは見ない光景である。

核心4 戦略①海外人材開拓
人材供給国にそれぞれおける来日人材の開拓
＝人材育成の協力

14
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日本国における外国人材熟練度向上を主眼に置いた在留資格の基本設計（案）
• 日本と送出し国のWin-Win関係に：日本と送出し国をつなぐブリッジ人材を生み出していくことで、
日本は国際貢献をしながら同時に送出し国に経済圏を拡充＝日本の国力の向上に。

送出し国による

事前教育
・推薦

（管理職）

熟
練
人
材
に
よ
る

ベ
ト
ナ
ム
産
業
発
展
へ
の
寄
与

日系企業ベトナム地方進出

地方都市発展・雇用創出

（日本語人材として地方帰省）

（ブリッジ人材）
日本で就労（ブリッジ人材）

（技能職）

（技術職）

【育成される内容例】

・高い技術や技能

-・仕事全般に対する日本式の考え方

・日本人の働き方や仕事への姿勢・こだわり

・日本レベルの「品質」「納期」「コスト」「顧客満足」の意識

・地域住民との人間関係、絆、愛着心・社内での信頼や人間関係のつくり方

・地域住民との交流やイベント参加を通じた文化や伝統に触れる・日本の企業文化理解

・日本で必要な基本的生活習慣等・法律とルール順守の意識・より高い「仕事の日本語力」

（日本で育成された熟練人材）

帰国

核心5 戦略③国内及び海外キャリア 日本継続滞在・帰国の各キャリアと体制・戦略

ベトナム国内
企業

（ベトナム企業、
日本企業他）
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核心6 戦略➁国内受入制度 日本に入国する際の規定・制度・体制

労働省

労働局（DOLAB）

送出し機関

人材

家族

法務省

OTIT

管理機関

受入れ機関

人材

J-3J-2J-1

雇用関係

育成

保護

取締り

事前教育

連携

労働基準
監督署

育成

保護

育成

保護

来日

調査

政府主導の実態調
査のツール

（デジタル申告）
使用

• 常時監査

取締り方法
罰則規定の
明文化

J-4
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送出し機関・管理機関・受入れ企業の「保護・育成」内容
送出し機関

• 啓蒙活動

• 募集

• 選考

管理機関

【保護】

• 送出し国が求める保護義務実施

• 適正な人材選抜の実施と送出しの確認

• 定期巡回と監査

• 災害時緊急サポート

• 病気・けが緊急対応

• 相談員配置

• 入国時空港出迎え

• 役所銀行手続き支援

• 本人来日のための書類作成補助や申請業務

• 本人の転職・帰国時の移動、住居確保、手続き支
援

【育成】

• 入国後講習の実施

• 定期巡回時の生活・業務指導

• 日本語学習支援

• 地域社会交流参加促進・情報提供

受入れ企業

【保護】

• 入国時移動費負担

• 住まいの事前確保

• 生活指導員設置

• 災害時緊急サポート

• 病気・けが緊急対応

• 相談員設置

• 社会保険・雇用保険加入

• 入国後講習負担

• 任意保険加入

• 転職先変更手続き支援

• 一時帰国協力

• 帰国サポート

【育成】：熟練度養成

• 育成計画（実施計画と評価方法含む）策定、国の
認定

• 育成指導員の配置

• 毎年社内での面談、年次評価と次年度目標確認

• 検定試験参加

• 国が実施する外国人育成講習受講

• 日本語学習支援

• 地域社会交流参加促進・情報提供

J-3J-2J-1

【保護】内容

送出し機関
• 送出し
• 帰国までの管理責任

管理機関
• 送出し国が求める保

護義務実施
• 適正な人材選抜の実

施と送出しの確認
• 定期巡回と監査
• 災害時緊急サポート
• 病気・けが緊急対応
• 相談員配置
• 入国時空港出迎え
• 役所銀行手続き支援
• 本人来日のための書

類作成補助や申請業
務

• 本人の転職・帰国時
の移動、住居確保、
手続き支援

受入れ企業
• 入国時移動費負担
• 住まいの事前確保
• 生活指導員設置
• 災害時緊急サポート
• 病気・けが緊急対応
• 相談員設置
• 社会保険・雇用保険

加入
• 入国後講習負担
• 任意保険加入
• 転職先変更手続き支

援
• 一時帰国協力
• 帰国サポート

J-4

【育成】
• 事前教育
【保護】
• 送出し
• 帰国までの管理責任
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核心7 法遵守状況調査及び罰則規定 実態調査による違反処理運用の整備

• 【送出し機関に対する調査と取締り】

• 日本政府主導の実態調査のツール（オンライン調査システムなど）を使用して常時監査。

• 外国人材の毎回の入国者全員に対して入国1か月後に回答を義務付け、回答結果を
日本政府に集約。

• 毎年定期的に関係者（外国人材、受入れ企業、管理機関、送出し機関）に対しても調
査を実施する。

• 結果を各送出し機関ごとに分別し、回答の内容の傾向など統計を出して、疑わしい割
合がないかを調査。高額費用徴収やブローカーの介在などの疑義があれば、実態調
査。

• 日越両国連携による取り締まりの方法と罰則規定を明文化し、健全な運営を可能に。
※交通違反の取り締まりのように、明文化された罰則規定により取り締まる。

• 日本政府はベトナムの労働省・公安省にベトナム送出し機関の取り締まりを依頼。

• 罰則規定に基づき、日本側でもペナルティ。
（例）法外な費用、違法な費用の徴収に対する取り締まりの場合：
違反1回目：厳重注意、2回目：警告、3回目：送出し停止 など

18
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月６日（金）１６時００分～１７時３０分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

ＮＰＯ法人日越ともいき支援会 吉水慈豊代表理事、斉藤善久顧問 

４  出席者 

（１）有識者 

  市川委員、大下委員、是川委員、佐久間委員、冨田委員、樋口委員 

（代理出席） 

一般社団法人日本経済団体連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（転籍の在り方について） 

○ 技術を身につける制度である以上、転籍が制限されるのは当然である。しか

し、技能実習に対する技能実習生の意識として、我々は支援団体であり、トラ

ブルを抱えた人たちと多く接するという事情はあるものの、我々が見ている

範囲では、スキル向上のため来日する者はおらず、出稼ぎのための制度になっ

ている。そして、受け入れる側も即戦力を欲しがっているところが多く、受け

入れて、育ててあげようという気持ちを持っているような余裕のある実習実

施者にはめったに会ったことがない。 

○ 前職要件や技能実習計画による無意味な転籍制限はやめ、転籍・転職可能な

就労のための制度に変えていくべきである。その場合、転籍の制限は緩和する

必要がある。 

○ 現状では技能実習生に転籍が認められても転籍手続には長い時間がかかる

上、その間就労できない。さらに、転籍先が見つからなければそのまま帰国と

なる。転籍・転職制限の緩和に加えて、手続の簡素化・迅速化及び積極的なマ

ッチングの支援が必要である。特に会社都合の転籍の場合は行政が積極的に

マッチングを行う必要があるのではないか。 

特定技能についても同様に、元の就労先に退職届を出した後、転職のために

入管への在留資格変更許可申請が必要であるため、その手続に時間がかかり、

その間就労ができないという問題がある。これについては、法改正等により、

雇用契約を結んだ段階で、就労できるようにする制度にすべきであると考える。

また、外国人が退職した際に登録支援機関との関係がそこで切れてしまうので、
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支援を得られなくなってしまう。 

  さらに、技能実習から移行した特定技能外国人については、求職活動をする

にしても、１人では対応できず、通訳人が欠かせないほどに日本語能力が低い

ということがあり、それが転職を困難にしている。特定技能制度では、第２号

技能実習の修了者は日本語試験を免除される。このため、退職して従前の受入

れ機関等との関係が切れると、日本語能力が低い者が登録支援機関による支

援を受けられない状況になってしまい、我々のところに支援を求めてくる。退

職することにより従前の就労先の寮も出なくてはいけなくなるので、住居を

失うケースもあり、我々としてはこれは危険が大きいと考えている。そのため、

我々の保護活動の中では、特定技能を目指す者に対して必ず日本語能力試験

のＮ４の資格を取るように指導している。加えて、必ず特定技能試験等に合格

してからの転籍・転職を行わせている。 

○ 有期雇用であっても、特定技能は転職が容易にできるという誤解が特定 

技能外国人の間に蔓延しているので、外国人に対する基礎的な法制度の周知

が必要である。 

○ 当会に寄せられる相談としては、コロナの影響で海外から直接特定技能で

来る者が少ないこともあり、技能実習生や元技能実習生からのものが多い。○ 

技能実習を経ていない特定技能外国人から相談を受けることもあり、これら

の者については、雇用先との間でミスマッチがあった際にトラブルが発生す

ることもある。転職の際の雇用契約や寮費などの賠償責任に関するトラブル

も頻発している。転職時の受入れ機関、国内ブローカー等との間のトラブルに

ついては、日本の職業紹介関係の法令を外国人にもしっかり適用するべき。 

○ 日本の労働保護法令を全面適用することは当然だが、加えて、外国人労働者

特有の事情に配慮した特別な保護が必要な面もある（来日前に労働契約を締

結する場合の労働条件明示義務の効果など）。トラブルの防止のために来日前

の外国人に対し受入れ先の具体的な労働条件や生活環境、仕送り可能な金額

などを正確に周知する必要がある。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 監理団体、登録支援機関の質にはばらつきがあり、中には悪質な団体も存在

する。また、外国人労働者の受入れ企業が監理団体や登録支援機関にとって顧

客のような立場になってしまっている。このため、監理団体や登録支援機関は、

受入れ企業に対して毅然とした対応が取れない。外国人労働者を保護する第

三者的な立場からの支援が必要である。 

○ 外国人技能実習機構はマンパワー不足もあるのか、対応が遅いと感じる。加

えて、例えばＳＮＳでの相談が出来ないなど、技能実習生からのアクセスも困

難である。技能実習生はそもそも携帯電話のＳＩＭカードを持っておらず、電
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話を使えない者が多い。外国人技能実習機構は、監理団体の対応に問題がある

ために支援しているのだから、入管行政及び労働行政のワンストップの窓口

として、主体的、主導的に動いてもらいたい。 

○ 技能実習制度はまず監理団体が技能実習生の支援を行い、その上で必要が

あれば外国人技能実習機構が動くという建付けになっているが、マッチング

等の面からも、監理団体に適切な支援が期待できないような場合には、外国人

技能実習機構をはじめとした行政に前面に出てきて欲しい。 

○ 技能実習・特定技能にとどまらず、「技術・人文知識・国際業務」等の在留

資格で在留している方も対象として、外国人の就労や生活を専門的にきめ細

かくサポートするワンストップの公的機関の設置が必要である。例えば、妊娠、

出産等についてもサポートできるのが望ましい。また、１号特定技能外国人に

求められている日本語能力試験Ｎ４相当というレベルも、トラブルを解決す

るために通訳人が必要であり、日常生活を送る上では不十分と感じる。母国語

相談窓口などの支援の充実と本人たちの日本語能力向上の両面が必要である。 

○ 送出機関等に支払う手数料について、労働者側からの費用の徴収は禁止す

べきである。また、送出機関が技能実習生に過大な手数料を要求する要因とな

っている各種の必要書類を削減すべきである。 

○ 外国人労働者の支援に当たっては、行政の力だけでは限界があり、民間の力

も借りていくことも確かに必要だが、その場合、当該民間機関については、受

入れ機関との利害関係や、通訳体制が整っているか等の点を確認する必要が

ある。 

○ 例えば、技能実習手帳の母国語での情報でさえも本人が正確に理解できな

いこともよくあることから、外国人の理解力も考慮して情報提供すべき。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 技能実習生の日本語能力については、介護職種を除き、入国時に日本語試験

が課されないことが問題であると考える。技能実習から試験を免除されて特

定技能１号に移行する者についても同様である。日本語能力が低すぎるため

に起こってしまう無用なトラブルが非常に多い。 

○ 日本語能力が低すぎて、自分の会社名や監理団体の名前すら言えない外国

人もおり、母国語相談窓口につながっても意味がないレベルである。それ以前

に、技能実習手帳に書いてあるベトナム語も理解が難しい教育レベルの者も

いる。「この状態で日本に入って来て、お互いに大丈夫なのか」という観点が

必要である。 

○ 解決策として、ドイツのように行政がそれぞれの地域で公費により日本語

学校、日本語教室を開いて、外国人の参加をある程度義務化するという形にし

てはどうか。また、技能実習についても入国段階ではＮ４を必須とし、その後、
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例えば家族の帯同を認めるといった場合のインセンティブも兼ねて、Ｎ３程

度の日本語能力を求めるのもよいかと思う。 

○ 入国前の日本語教育について、技能実習生の候補者が現地の仕事を辞めて

受入れ企業が見つかるまで送出機関の寮に住み込んで勉強を続ける現在のス

タイルではなく、入国段階で日本語能力を求めることとし、日本で働く気持ち

のある人が、現地で働きながら勉強し、日本語能力試験等の合格後に送出機関

等に登録する形がよいのではないか。 

○ その場合、来日のハードルが上がるため希望者は一時的に減るかもしれな

いが、来日する人たちのレベルは向上し、それに見合った労働条件が日本側で

整えられれば、再び多くの人が日本を目指すようになることが期待できる。 

 

（その他） 

○ 外国人労働者の日本語などのスキルを高めた上で、特に専門的・技術的分野

とされる特定技能外国人には家族の帯同を認めるべきである。ただ、日本語能

力試験Ｎ４レベルでは行政相談や通院など日常生活を通訳人なしで送ること

はできないので、例えば、日本語能力試験のＮ３又はＮ２相当に達した場合に

家族の帯同を認める等の方式が妥当ではないか。 

○ 例えば、保育園の手続でも「通訳はいますか」と必ず園の方から聞かれる。

家族の帯同を認めるに当たっては、外国人の受入れに対応できる保育園の整

備等、日本側で体制を構築することも必要であるが、非常に時間もかかる話で、

現時点では外国人本人たちの日本語能力が必須だろう。 

○ 外国人労働者の自己防衛や自立のためにも、外国人自身の技術水準や日本

語能力の向上が必要である。外国人労働者に限ったことではないが、労働者の

キャリアがきちんと形成されるような雇用の仕方を実現する必要がある。 

○ 技能実習生や１号特定技能外国人は日本に滞在できる期間が限られている

ために、出稼ぎマインドから切り替わらない面もある。キャリアがきちんと形

成される雇用の仕方を実現し、技能や日本語能力に応じて在留期間の延長や

家族の帯同を認めれば、日本語能力、キャリア形成についても自覚的になるの

ではないか。 

○ 当協会は 15 名の体制で全国をカバーしており、活動には寄付、助成金等を

資金として年間 4000 万円を要している。 

６ 参考資料（別添） 

 ヒアリング項目についての意見書 

以上 



 

 

ヒアリング項目についての意見書 

 

ＮＰＯ法人日越ともいき支援会 

 

（転籍の在り方について－「前職要件」） 

○ 我々の見てきた範囲ではスキル向上のために来日する技能実習生はおらず、技能実

習はほとんどの実習生にとって専ら出稼ぎのための制度になっている。このため、母国

での前職で身に付けた技能を日本でさらに伸ばすという建前は現実にはほとんど実現

しておらず、逆に、技能実習の前職要件を満たすために「職歴偽装」という違法行為が

まん延する結果となっている。これは、送出機関が実習候補者の履歴書を日本の入管当

局に提出する際に、前職要件に合致する虚偽の職歴を記載することであるが、非常に広

範に行われており、職歴偽装に伴う労力（履歴書に実習候補者の職歴として実在する会

社名を記載するが、入管当局等からの問い合わせに対応できるように口裏合わせを依

頼するなど）への高額の対価を実習生側に支払わせる事態が常態化している。そして、

履歴書に書かれた虚偽の職歴の内容を知らされていない実習生も多く、彼らが技能実

習を終えて帰国し一定期間が経過した後に留学など他の目的で日本に再渡航しようと

する際に在留資格取得の妨げになる（技能実習の在留資格申請時と新たな在留資格申

請時とで履歴書の内容が違うため、申請が通らない）事態も多発している。技能実習生

たちのこのような深刻な不利益を解消するためにも前職要件は撤廃または緩和すべき

である。 

 

（技能実習の転籍の在り方について） 

◯ 技能実習生の転籍については世間にあまり知られておらず、「転職ができない」とい

う指摘が技能実習撤廃論の大きな論拠になっている。しかし、この点は事実と異なって

おり、転籍は事実上の転職であり、現行の転籍制度を利用して実際に転籍した実習生は

年々増えている。 

 

１） そこで、世間の誤った認識を修正する上でも、転籍制度や転籍事例を世間や技能実

習候補者らにしっかり周知すべきである。現行の技能実習手帳では、「技能実習を

行うことが困難になった場合」「帰国を強制されそうになった場合」などの章に「外

国人技能実習機構に相談を」との趣旨の記載はあるが、場合によっては転籍できる

ことについては明記されていないので、これを明確化し周知を徹底することが必要

である。また、技能実習手帳のベトナム語訳は難解な文章になっており、翻訳の見

直しも求められよう。 

 

２） 転籍に関してさらに大きな問題は、技能実習生が監理団体や外国人技能実習機構

に相談して転籍を求めても、監理団体や機構が転籍先を見つけられない場合が多い

ことである。支援団体が技能実習生の転籍を支援するのは、残業代不払いや帰国強



 

 

要など実習実施機関の不法行為によって切羽詰まった実習生たちが監理団体に相

談しても助けてもらえず、支援団体に駆け込むというケースが大半だが、支援団体

がサポートして実習生が機構に状況を申告し機構が監理団体に転籍先探しを促し

ても、監理団体が転籍先を探してくることは経験上ほとんどない。これは、転籍の

申し出は実習生にとっては正当な権利の行使であるが、監理団体にとってはこうし

た実習生は「トラブルメーカー」という位置付けとなり、身内のトラブルを同業者

に説明することや「トラブル人材」の受け入れを同業者に依頼することに大きな抵

抗があるためである。実習生の訴えを正当な権利行使と受け止めることのできるま

ともな監理団体のもとでは、そもそも転籍を必要とするようなトラブルはほとんど

起きないが、機構の介入を必要とするような監理団体は転籍先探しの指導を受けた

後でも、強制力やペナルティを伴う指導でない限り、転籍先探しにまともに取り組

むことはまず期待できない。その結果、転籍手続きに支援団体が関与している場合、

多くは支援団体が転籍先を探して提案するという実態になっている。これでは転籍

制度が正常に機能しているとは言えず、転籍制度に実効性を持たせるために、転籍

先を探すための公的な仕組み作りが必要である。 

 

３） 転籍先探しを困難にしている要因には、技能実習の細かすぎる職種分類もある。機

構や監理団体、支援団体が技能実習生の転籍先を探そうとしても、たとえば建設関

係だけでも「建築板金」「建具製作」「建築大工」「型枠施工」「鉄筋施工」「とび」等

22 の職種があり、この職種が一致しないと転籍できない。しかし、現実社会では、

このような細かい職種に合致する求人がそう簡単に見つかるわけではなく、職種が

合致する転籍先を見つけることは困難性が極めて高い。このように、技能実習の細

か過ぎる職種分類が実習生の転籍を妨げる大きな要因になっている。また、技能実

習生が日本に来る前の一般的な流れとして、「送出機関に登録」→「日本の監理団

体から現地の送出機関にもたらされた求人に対して応募」→「面接に合格したら日

本語学習を始め、数ヶ月後に訪日」という流れがあるが、求人の細かい職種に合致

する前職を持つ実習候補者がいない場合が多いため、職歴偽装を常態化させる要因

にもなっている。技能実習の職種分類の見直しが必要である。 

 

○ 現状では、転籍が認められても転籍手続に長い時間がかかる上、その間就労できない。

また、転籍が完了するまでは、元の監理団体が当該技能実習生の住居を確保するなど

生活を守る義務があるが、退職の申し出と同時に保護を打ち切り、巷に放出する事例

が後を絶たない。こうした実習生が支援団体に駆け込んだ場合、監理団体に掛け合っ

ても対応せず、やむを得ず支援団体が保護（自前のシェルターに住ませるなど）する

ケースも多い。また、長期間転籍先が見つからなければ、そのまま帰国となる事例も

多い。転籍制度に実効性を持たせる取り組みに加え、転籍手続きの簡素化・迅速化が

必要である。 

 



 

 

（特定技能外国人の転職の在り方について） 

◯  特定技能外国人は退職すると元の登録支援機関や受け入れ会社との関係が切れ、再

就職までの支援（再就職支援や住居確保など）を得られなくなる。現行制度では、人

員整理など会社都合の退職の場合以外、登録支援機関による再就職支援は義務付けら

れていない。また、仮に外国人が自分で再就職先を見つけても、その会社に紐づいた

新たな在留資格（特定技能）を取得するまでに２、３ヶ月かかり、その間、原則とし

てアルバイトすらできない。このため、特定技能外国人が無収入状態で住居を失って

困り果て、当会が保護（シェルターで保護）したケースも 2022 年 4 月からの約８ヶ

月間で 20件近くある。「転職が可能」とはいえ、入管行政や登録支援機関の支援の実

態との関係で円滑な転職が困難な制度となっている。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 在留資格にかかわらず、働く外国人の受け入れ企業が監理団体や登録支援機関、派

遣会社等にとって単なる「顧客」になっている。受け入れ企業にお願いして求人を

もらい、その企業から毎月の監理費やサポート費、派遣費用等をもらう立場なので、

求人条件と実際の待遇に相違があったり労働関係法令違反などがあったりした場合

も、一般には、監理団体や登録支援機関等が受け入れ会社に強い立場で是正を求め

ることが困難な関係ではある。そこで、監理団体や登録支援機関等が法律で決めら

れた役割を果たしていないことが発覚した場合、許可や登録の継続・更新等に関し

て不利益を課すなど、受け入れ企業への管理監督や外国人労働者に対する保護の役

割を正常に実行させるための具体的な施策が必要である。 

 

○ 外国人技能実習機構は対応が遅い上、SNS 等（チャットや画像送信、ビデオ通話を

含む）を活用した相談が出来ず、外国人が頼りにくい実態がある。機構には、技能

実習に関する入管行政及び労働行政のワンストップ窓口として、主体的、主導的に

動いてほしい。 

 

○ 技能実習制度において送出機関等に支払う手数料について、技能実習生側からの

徴収は禁止すべきである。 

 

（外国人の日本語能力の向上やキャリア形成に向けた取組について） 

○ 非専門的・非技術的分野の外国人労働者には入国段階で一定の日本語能力を求める

必要がある。技能実習を巡るトラブルにおいては、技能実習生が日本語をほとん

ど理解できないために実習現場で意思疎通が極めて困難となり、雇用者や同僚日

本人が嫌気をさすという背景も否定できない。特定技能外国人においても、JLPT

（日本語能力試験）N４相当が条件とされているにもかかわらず、ほとんど話せな

い人材が散見される。こうした場合、雇用する側にとっても外国人に仕事を教え

たり指示したりする上で困難が非常に大きい。母国で働きながら勉強（または高



 

 

校の卒業後などに勉強）し、JLPT 等の合格後に送出機関等に登録する形がよいの

ではないか。 

 

○ 技能実習の場合、滞在期間が限られ、家族の帯同も認められないために、出稼ぎマ

インドが改善されない側面もある。技能実習修了後のキャリアアップ（技能や日本

語のレベルに応じて在留期間の延長や家族の帯同が認められるなど）の道筋を制

度化すれば、日本語能力向上や技能習得への大きなモチベーションになるのでは

ないか。 

 

（その他） 

○ 在留資格にかかわらず、日本の労働関係法令をしっかり適用することが肝要で、加

えて、外国人労働者特有の事情に配慮した特別な保護施策も検討すべきである。例

えば、来日前に示された雇用条件と来日後の実際の雇用条件（特に手取り給料の額

など）が違うケースが在留資格にかかわらず非情に多く、特に技能実習制度におい

ては失踪を引き起こす最も大きな要因となっている。来日前に労働契約を締結する

場合に労働条件を明示することは義務ではあるが、虚偽の条件説明が非常に多いの

で、是正のための仕組み作りやトラブル発生時の行政対応の改善（言葉のハードル

への対処や労働関係法令など救済制度の外国人への周知など）が必要である。来日

前の労働条件説明については、具体的には、受入先の具体的な労働条件や生活環境、

仕送り可能な金額などを正確に周知するように、技能実習の監理団体や送出機関、

特定技能外国人やその他の人材を送り出す人材会社などに周知し、監理団体や登録

支援機関等については違反時のペナルティも検討すべきである。 

 

○ 在留資格にかかわらず外国人の就労や生活を専門的にサポートするワンストップ

の公的機関の設置が必要である。 
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１８日（水）１３時００分～１４時０５分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

ＮＰＯ法人移住者と連帯する全国ネットワーク（以下「移住連」という。）  

鳥井共同代表理事、鈴木共同代表理事、旗手運営委員、山岸事務局長 
４  出席者 

（１）有識者 

  市川委員、是川委員、佐久間委員、武石委員、冨田委員、樋口委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合会、日本労働組

合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（移住連の取組について） 

○ ＮＰＯ法人として、団体会員約 118 団体、個人会員 645 人で構成。サブネッ

トワークを持ち、「ネットワーキング・政策提言・情報発信」という３つの柱

に基づき活動している。 

○ サブネットワークには、外国人技能実習生権利ネットワーク、医療・福祉ネ

ットワーク、女性プロジェクト、子ども・若者プロジェクトなどがある。 

○ 外国人技能実習生権利ネットワークは、1998 年に千葉県銚子市で中国人研

修生・技能実習生の貯金を組合のトップが私的に横領した事件を契機として、

技能実習の問題への対応を開始し、以降、パスポートの取り上げや低賃金労働、

強制帰国、労災隠し等の様々な人権・労働問題に対応してきた。また、本ネッ

トワークでは、毎月、全国各地の労組ユニオンやＮＧＯなど支援団体で事例報

告と支援対策の検討を行っているほか、外国人技能実習機構との意見交換も

実施している。 

 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 技能実習制度は、開発途上国への国際貢献を偽装した労働者受入れ制度で

あることから、同制度を廃止し、適正な外国人労働者の受入れ制度を作るべき

である。 
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○ 技能実習制度では、人権侵害や労働問題など様々な問題が生じており、これ

らの問題のうち当法人が把握しているのは、あくまで氷山の一角だと考えて

いる。 

○ 高額すぎる借金や転籍の制限などにより、著しく支配従属的な労使関係と

なり、本来、善良な経営者も変貌してしまう。民主主義社会に相応しい対等

な労使関係が築けるようにすべき。 

○ 特定技能外国人が仕事を探す際、友人や知人のほか、ブローカー等を経由し

て探すことが多く、そこでトラブルが発生することがあるため、特定技能外国

人に対し、公的機関が求人情報を収集し、提供することが必要である。 

○ 技能実習制度は、特定技能への移行するための試用期間ともなっているも

のと考えている。 

 

（転籍の在り方について） 

○ 転籍支援については、技能実習では監理団体等に一定の義務が課されてい

るものの、実習先の変更が認められる事由について技能実習生ばかりでなく、

監理団体等にも十分に周知されていない。また、特定技能においても、転職支

援が受入れ側の都合による契約解除の場合に限定されており、十分なものと

はなっていない。 

○ 入管庁の調査において、技能実習生が来日する際、例えば、ベトナムだと約

70 万円も借金をしているとのことだが、こういった借金と転籍ができないこ

とが主な要因となって、技能実習生は言いたいことも言えない状況になる等、

権利が抑圧される構造となっている。 

○ 転職の自由が認められると、地方ではなかなか人材を確保できないため、あ

まり認めてほしくないのが本音としてあるかと思うが、転職の自由を制度的

あるいは実体的に制限するのではなく、地域や産業の魅力を作り上げていく

ことにより、地方に人材を定着させる取組が必要なのではないか。 

○ 特定技能では、公的機関が求人情報を収集し、提供すべきである。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 海外から日本に働きに来るに当たって、送出国側及び受入れ国側の双方に

あっせん機関が必要となると思うが、その機能を公的な機関が担う仕組みも

含めて、構造的な問題の改善をどのように図っていくかという議論をするべ

きである。 

○ 監理団体は技能実習制度を健全に運用するための中核的組織である一方、

様々な問題を引き起こす要因ともなっており、監理団体の機能を公的な機関

が担うといった、ドラスティックな変更も必要ではないか。 
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○ 機構による実地検査について、現行の監理団体や実習実施者への検査の頻

度及び手法が実習状況を把握するのに十分なのか疑問。また、３年に１回程度

しかない機構職員との面談において、実習生が本当のことを言うのは容易で

はないのではないか。 

○ 特定技能制度において、登録支援機関は必須としておらず、管理的な要素を

加えても、全ての特定技能所属機関が利用する訳ではない点について、技能実

習制度と異なることを認識する必要がある。 

○ 現在の社会においては、ＮＰＯ法人やボランティアの社会的地位が低いよ

うに感じる。行政が、困っている者全てに出前型で支援を届けるのは、コスト

的にも難しい。本人が声を上げやすくしたり、市民団体や労働組合とタスクフ

ォースのような形で協力し合うことが重要ではないか。 

○ 日本はＩＬＯ181 号を批准しているが、送出国の大部分は批准しておらず、

実習生が来日する際や特定技能へ移行する際の債務労働の要素を拭えていな

い。外交的手段を強力に用いて送出機関等による手数料や経費の徴収禁止を

協力覚書で確認すべきである。 

○ 送出国と日本国政府との間で、公的職業紹介を行い、ハローワークなどを活

用すべきである。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 技能実習生に限らず、日本語を母国語としていない外国人が、日本で暮らし

学び働くためには、一定の日本語能力を有していることが必要だと考えてい

る。 

○ 十分な日本語能力がないため、様々な困難に直面した際、外国人本人は自ら

の権利を正確に理解することができず、権利を主張できないために、様々な権

利が侵害されたり、間違った情報に翻弄され、搾取的な状況に追い込まれるこ

とが少なくない。 

○ 母語による相談体制は欠かせないが、自らの権利を正確に理解し、権利を主

張するためにも、Ｎ４程度、日本語教育の参照枠のＡ２レベル程度の日本語能

力は必要だと考えている。ただし、日本語能力試験は、読み書きによる測定し

かなく、話すことの測定がない点が大きな問題である。 

○ 日本語能力を習得するためのコストが本人の借金になることは望ましくな

いので、日本が必要としている労働者であるならば、公的に支援する仕組みが

求められる。国際貢献を目的とする受入れであるならば、公的に支援するのは

当然であることは言うまでもない。 

○ 2019 年に日本語教育推進法が制定・施行されたが、日本では、日本語を公

的に学ぶシステムがいまだに整備されていない。ドイツや韓国、フランス、オ
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ーストラリア、カナダなどでは公的な公用語学習支援制度が無償あるいは少

額で利用できるよう整備されている。 

○ 総合的対応策にもあるとおり、海外における日本語教育基盤の充実を推進

していただきたい。 

 

（その他） 

○ 技能実習や特定技能１号では、外国人本人が支援を受ける立場であるため、

家族帯同を認めていないと言うが、支援を受ける人にとっては、家族帯同する

権利が認められないという説明は納得できるものではない。 

○ 技能実習や特定技能に限らず、支援団体には専門的・技術的労働者や就労に

制限のない日系南米人などからの相談が多数届いている。支援は全ての外国

人に対して必要である。 

○ 労働者がどれだけ自由に声を上げられる仕組み、労働三権の実質的担保を

作っていくことが重要。 

○ 外国人本人がただ支援を受けるだけでなく、支援を必要としないような力

を付けるために、日本語習得あるいは職業訓練の機会が等しく提供されるべ

きである。 

６ 参考資料（別添） 

① 新たな外国人労働者受入れにかかわる意見 

② 鳥井共同代表理事資料 

③ 旗手運営委員資料 

以上 
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新たな外国人労働者受入れにかかわる意見 

 

NPO 法人 移住者と連帯する全国ネットワーク（移住連） 

 

 

2022 年 11 月 22 日、技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議（以下

「有識者会議」）の開催が閣議決定されました。有識者会議の目的は、技能実習法と 18年改

定入管法の附則に基づき、両制度の施行状況を検証し、課題を明らかにし、外国人労働者

（「外国人材」）を適正に受け入れる方策を検討し、外国人材の受入れ・共生に関する関係閣

僚会議に対して意見を述べることとなっています。 

しかしながら、外国人労働者を適正に受け入れる方策を検討するならば、両制度に限らず、

専門的・技術的労働者や身分に基づく在留資格をもつ外国人など、日本で働くすべての外国

人を含めて、受入れのあり方全体を議論する必要があります。結論ありきの小手先の見直し

では、問題解決は不可能です。議論を先送りせず、持続可能な視点から、日本社会のグラン

ドデザインを討議することが求められています。 

私たち移住連は、移民・難民の権利と尊厳の保障を求める立場から、すでに移民社会とな

っている日本の現実を踏まえて、以下、新たな外国人労働者受入れにかかわる意見を述べま

す。 

 

1. 構造的な人権侵害を内包する技能実習制度は、速やかに廃止すべきです。 

2. 地域社会や産業が外国人労働者を求めている実態に即して、労働者としての尊厳や差

別の禁止など国際人権基準にもとづく新たな外国人受入れ制度を創設すべきです。人

権の視点は、企業活動においても極めて重要になっています。なお、その際には、現行

制度（技能実習制度及び特定技能制度）で働く労働者が不利益を被ることがないよう、

新制度への移行を支援する施策が不可欠です。 

3. 新たな外国人労働者受入れ制度においては、現行の専門的・技術的労働者と同様に、

転職の自由や家族の帯同を認めるとともに、在留期間の更新や在留資格の変更を可能

とし、定住を妨げないものとすべきです。 

4. 新たな外国人労働者受入れ制度においては、外国人労働者の債務奴隷化を排除するた

め、送出し国との間で政府機関同士による公的職業紹介を実施し、ハローワークなどを

活用すべきです。なお、すべての職業紹介に関わる事業者は、外国人労働者からいかな

る手数料又は経費について、その全部又は一部を直接又は間接に徴収してはならない

ものとすべきです。 

5. 国及び地方自治体は、すべての外国人労働者に対して、その技能向上・人権保障・社

会生活の便宜を確保するため、日本語習得及び職業訓練の機会を提供すべきです。 
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6. 国及び地方自治体は、すべての外国人労働者に対して、可能な限りその母語を含む理

解可能な言語で、労働・社会保障・教育等、日本での生活に必要な情報を提供すべきで

す。 

7. すべての外国人労働者の権利を確実に保障するため、相談対応・問題解決機能等をも

つ新たな公的機関を創設すべきです。なお、その際には、当該機関の職員として、外国

人（外国ルーツの日本国籍者も含む）を積極的に採用する必要があります。 

8. 外国人労働者を含む多様な外国人とともに暮らし、働き、学ぶ、豊かな移民社会の実

現の基盤となる基本法を制定すべきです。 

9. 新たな外国人労働者受入れ制度の創設にあたっては、現行制度において在留資格をも

たない者に対して、正規化の機会（アムネステイ）を提供すべきです。 
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どうして
人身売買、奴隷労働

と言われるのか
外国人技能実習制度

技能実習制度は法の正義に反している
まっとうな移民政策を
労働者を労働者として

２０２３年１月１８日

移住者と連帯する全国ネットワーク
共同代表理事 鳥井一平

移住外国人支援運動の流れ

1996年 第１回

移住労働者と連帯する全国フォーラム

1980年代後半
「ニューカマー」の来日増加、支援NGO発足

1991年 関東外国人労働者フォーラム

ネットワークの恒常化の必要性高まる

以後毎年、地域を広げながら
支援NGOが集まる場として開催

移住連の成り立ち
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移住連の結成と展開
1997年結成

移住労働者と連帯する全国ネットワーク

・ネットワークNGOとしてアドボカシー、情報発信、
ネットワーキングを行う。

・２年に一度、支援NGOが集うフォーラム開催

（福岡・愛知・東京・大阪・福山・北海道・神奈川・
名古屋・神戸・関門・福井・東京‥）

・各分野ごとのサブネットワークが創設される。

２０１５年NPO法人として再スタート

移住者と連帯する全国ネットワーク

移住連の組織

サブ

ネットワーク

外国人技能

実習生権利

ネットワーク

医療・福

祉ネット

ワーク

女性プロジェ

クト

子ども・若者

プロジェクト
貧困問題

入管・

共生施策

会議

コロナ

対策

団体会員

（110団体）

移住者と連帯する

全国ネットワーク

個人会員

（611人）
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5

省庁交渉

国内・国際レベルでの
支援者・団体とのネットワーク

構築

情報誌の発行
ネットやSNSを通した

情報発信

移住連の活動：３つの柱

情報発信

関係諸団体
ネットワーキング

国会・メディア・市民社会・国際社会

サブネットワーク

政策提言

移住者と連帯する全国ネットワーク

加盟団体（110団体）・個人（611人）

移住連ホームページ
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機関紙 月刊『Ｍネット』

移住連の政策提言
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外国人技能実習生権利ネットワーク

外国人研修生問題ネットワーク
2000年
↓

外国人研修生権利ネットワーク
↓

外国人技能実習生権利ネットワーク
2010年

毎月、全国各地の労組（ユニオン）、NGOなど支援団
体で事例報告と支援対策の検討を行ってきている。

前史：１９７０年代 ８０年代

１９９８年 ロジスティック協同組合事件
２０００年 武生事件、アイムジャパン問題

KSD事件 ものつくり協同組合

２００５年 岐阜行動、豊田事件、木更津事件
富山妊娠強制帰国

２００８年 とちおとめ事件、山梨事件
２００９年 日中韓シンポジウム
２０１０年 制度改定 在留資格技能実習

２０１８年 除染労働事件

２０１７年 技能実習法施行

今も絶えぬ変わらぬ労働問題、人権侵害

9
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賃金未払い、時給３００円、解雇、

強制帰国、前借金、セクハラ、性搾取、

暴力、労働災害（労災隠し）、過労死、

メンタルヘルス、住環境、強圧的支配

病気 殺傷事件 「加害者」「被害者」

結婚 恋愛 妊娠 孤立出産

除染労働、新型コロナ感染拡大

相次ぐ不正行為、人権侵害

奴隷労働 人身売買
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ア
メ
リ
カ
国
務
省

「
人
身
売
買
報
告
書
」
２
０
０
７
年
版

US State Department 2007 “Trafficking in Persons Report”

米国務省２００７年版「人身売買報告書」
US State Department 2007 “Trafficking in Persons Report”

Japan (Tier 2)
• 「移住労働者の中には、『外国人研修』制度を通して強制労働

的な状況におかれているという報道されている。」
– “Some migrant workers are reportedly subjected to conditions of forced 

labor through a ‘foreign trainee’ program.”

• 「日本政府は、人身売買の構造としての『外国人研修』制度下
における労働者の強制労働的な状況、日本女性や子どもの家
庭内の性的搾取、偽装結婚について調査をするために、より一
層の努力をするべきである。」
– “The government should make greater efforts to investigate the possible 

forced labor conditions of workers in the ‘foreign trainee’ program, the 
domestic sexual exploitation of Japanese women and children, and the 
use of fraudulent marriage as a mechanism for human trafficking.”
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国連などからの勧告と批判
アメリカ国務省人身売買年次報告書 2007年版～2022年版

国連自由権規約委員会勧告 2008年10月30日

国連女性差別撤廃委員会総括所見 2009年8月7日

国連女性と子どもの人身売買特別報告者勧告

2010年6月3日

移住者の人権に関する国連の特別報告者勧告

2011年3月21日

国連自由権規約委員会総括所見・勧告 2014年7月25日

国連人種差別撤廃委員会勧告 2018年8月31日

国連自由権規約委員会総括所見 2022年10月28日

TIP Report Heroes 2013
The U.S. State Department 
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１９８９年 入管法改正
１９９０年 在留資格「研修」の独立施行

在留資格「日系」施行
１９９３年 技能実習制度創設
２００９年 入管法改正
２０１０年 在留資格「技能実習」施行

２０１５年 「技術・人文・国際」統合
建設・造船就労者受入

２０１７年 技能実習法施行 「介護」施行
２０１８年 入管法改正
２０１９年 在留資格「特定技能」
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2019年
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クリーニング工場
茨城県水戸市

2019年6月

労災隠し

「バーベキュー」
とウソ

モノ扱いが「許される」労使関係

著しい支配従属

なぜ強制帰国が起きるのか。
なぜ時給３００円がまかり通るのか。
なぜ不正行為が絶えないのか。
なぜ居直りが許されるのか。

制度を理解しない一部の不心得者によるものなのか？

25
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送り出し機関
Sending

Organization

第一次受入機関
協同組合など
First receiving 
organizations: 

cooperatives, etc.

実習生
Technical 
Interns

第二次受入機関
企業、農家など
Second receiving 

organizations:
companies, farms, etc.

送り出し会社
Sending

Company

ゼロ
Zero

契約

契
約 契

約

労働基準法
労働組合法・労働契約法

Labor Standards Law
Labor Union Act/Labor Contract Act

例：中国・労働契約法
E.g.: China/Labor Contract Law

Contract Contract

Contract

監理団体
Supervising organization

実習実施機関
Implementing
organization

なぜ強制帰国が起きるのか。
なぜ時給３００円がまかり通るのか。

なぜ不正行為、セクハラが絶えないのか。
なぜ居直りが許されるのか。

制度を理解しない一部の不心得者によるものなのか？
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適正化はあるのか

適正化とは何か

法令遵守
賃金、労働時間など労働基準の適正化

人権侵害をなくす

ちょっとおかしい！制度の目的は？

外国人技能実習制度は、我が国が先進

国としての役割を果たしつつ国際社会と

の調和ある発展を図っていくため、技能、

技術又は知識の開発途上国等への移転

を図り、開発途上国等の経済発展を担う

「人づくり」に協力することを目的としてお

ります。
（厚労省ホームページ）
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賛否両論のマジック

廃止反対のほとんどは「受入れをどうする
のか」であり、「技術移転をどうするのか」
という主張は出てこない。すでに「受入れ制
度」となってしまっている技能実習制度は目
的が名実共に終焉している。
「技能実習生自身にも『成果』がある」かの
ような主張も、出稼ぎ労働の成果であり、技
能実習制度独自の成果ではない。誤魔化して
いるに過ぎない。

また、仮に「技術移転」を論じるならば、
現行の研修制度をいかに充実化させるかが検
討されるべきであろう。

実際は、労働者受入制度

誰もが知っている事実

31
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12,879

28,01126,075
25,631

31,898 39,724
43,457

57,050

71,762 68,150

50,064

655

833 854 669

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

JITCO…
国など

研修生新規入国者数推移 グラフ内の数字表記はJITCO支援のみ

研修・技能実習制度で開発途上国への技術移転と偽装して
きたことは数字で明らか。

2010年の制度改定で技能実習制度を使った労働者受入れに
転換、舵を切った。

2022年6月時点での研修の在留数は４２５人

外国人技能実習制度とは何か

研修制度とは異なる偽装した目的

開発途上国への
国際貢献を偽装した
労働者受入れ制度

33

34



18

外国人技能実習制度は、

法の正義に反している

特定技能はどうなのか！？

2019年4月18日

2019年5月22日

35
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技能実習制度の
更なる活用・変質

・特定技能への試用期間
・はじめからの偽装の居直り
・大手企業の団体管理型活用

（派遣会社的活用）

特定技能 ２０２２年６月３０日

試験

20,534 
23.5%

技能実習
66,535 
76.1%

検定
191 
0.2%

介護福祉士修了

1 
0.0%

EPA介護福祉士
候補者

210 
0.2%

総数 ８７，４７１

37
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特定技能 ２０２２年６月３０日

新規入国
14,088 
16.1%

資格変更

73,384 

83.9%

総数 ８７，４７２

では、どうするのか？

１４年前にチャンスはあった。

39
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国立国会図書館 2008年1月
「人口減少社会の外国人問題」総合調査報告書

自民党国家戦略本部 日本型移民国家への道プロジェクトチーム
あ 6月20日
「人材開国！日本型移民国家への道

世界の若者が移住したいと憧れる国の構築に向けて」
座長：木村義雄 ＊自民党外国人材交流推進議員連盟

厚生労働省 6月20日
「研修・技能実習制度研究会報告書」

自民党国家戦略本部 外国人労働者問題PT 7月22日
「『外国人労働者短期就労制度』の創設の提言」
座長：長勢甚遠 事務局長：河野太郎 筆頭幹事：塩崎恭久

専門的・技術的分野
394,509 

22.8%
特定活動

65,928 

3.8%

技能実習
351,788 

20.4%
資格外活動

334,603 

19.4%

身分に基づく
在留資格
580,328 

33.6%

不明
65 

0.0%

厚労省 2021年10月

総数1,727,221

外国人労働者雇用状況

留学
267,594 
80.0%

その他
67,009 

1

技術・人国
291,192 
73.8%

特定技能
29,592 
7.5%

その他
73,725 

41
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建設業

410 
0.2%

製造業

19,451 
8.0%

情報通信業

2,258 
0.9%

卸売業、小売業

57,544 
23.8%

宿泊業、飲食サービス業

93,461 
38.6%

教育、学習支援業

15,425 
6.4%

医療、福祉

5,384 
2.2%

サービス業

(他に分類され
ないもの)
48,265 
19.9%

留学 業種別

総数：２６７，５９４
2021年10月

厚労省

ビジネス目的
２０２０年７月～１１月

入国外国人 約６３，０００人

留学 ２２，９０２人
技能実習 ２０，２９９人
短期滞在 ４，５３３人
（ビジネス目的含む）
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奴隷時代や主従時代の労働者の移動

民主主義社会の労働者の移動

労使対等原則 が担保される
労働者の移動

45

46



24

壊れる人権と労働基準
３０年変わらぬ奴隷労働構造

例外ではない、一部ではなく象徴的事例
時給３００円、強制帰国、暴力事件、性搾取、

セクハラ、パワハラ、孤立出産、殺傷事件、
劣悪な住環境、労働環境、強圧的な支配

人を変えてしまう恐ろしい制度
産業、地域社会の荒廃を結果的に促進。

「騙された」社長や農家、船主たち
「担い手」をつくれない、育てられない、
ごまかしの社会を壊す制度。構造的問題

民主主義、これからの社会のあり方を
論じていることを忘れてはならない

技能実習という「足かせ」で県外への移
動を防ごうという発想は民主主義をやめる
ということ。問題の解決を武力で行う戦争
と同じ次元の民主主義否定である

「技能実習をやめるともっと（人権、労
働基準が）悪くなる」というのは労働行政
の否定である。また、労働三権の否定であ
り、同じく民主主義の否定である。

廃止反対の無意識な罪

47
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外国人技能実習制度は、

法の正義に反している
受入れ制度として

「是正」、「適正化」を論じること自体

法の正義に反している
まずは廃止をして、

適正な「受入れ制度」をつくる

49
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最後に一言

ずるをしてはいけない。
子どもたちに言えない。

ウソやごまかしはもうやめる。
次世代に引き継がしてはいけない。

民主主義を壊してはいけない。

オリンピックパラリンピック
オリンピック憲章

SDGｓ
ビジネスと人権の行動計画（NAP）

サプライチェーン

51
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2023/1/18

1

技能実習・特定技能
に関する参考資料
移住者と連帯する全国ネットワーク 運営委員

公益社団法人 自由人権協会 理 事

旗 手 明

1

＜技能実習生をめぐる問題＞

技能実習生

多額の債務
（手数料、研修費等）

低 賃 金
賃金不払い

私生活上の制約
（Ex.妊娠等の禁止）

転職の自由なし

強 制 帰 国
（違 約 金）

暴力・性的暴行
パワハラ・セクハラ

旅券・在留カード
取上げ寮費・水光熱費

2
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③転職の在り方について
＜転職の自由なし＞（実習先の変更が認められる例外的取扱い）
＊技能実習基本方針（主務大臣：法務大臣・厚生労働大臣）
「第二号技能実習から第三号技能実習に進む段階では、技能実習生本人に異なる実習先を選択する機会を
与える」「実習実施者から人権侵害行為等を受けた場合はもとより、実習先の変更を求めることについて
やむを得ない事情があると認められる場合」

＊技能実習制度運用要領
「実習実施者の経営上・事業上の都合、実習認定の取消し、実習実施者における労使間の諸問題、実習
実施者における暴行等の人権侵害行為や対人関係の諸問題等、現在の実習実施者の下で技能実習を続け
させることが、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護という趣旨に沿わないと認められる事情に
よる実習先の変更」

＊ILO：強制労働と人身取引（労働監督官ハンドブック）「強制労働の可能性の兆候リスト」
～ 特定の雇用主だけに固定されていないか？

➡ 転職の自由をより柔軟に認めるべき！

3

実習先変更の支援
＜技能実習法第51条＞
・実習実施者及び監理団体は、…（技能実習を行わせることが困難となったときは）…引き
続き技能実習を行うことを希望するものが技能実習を行うことができるよう、他の実習実施
者又は監理団体その他関係者との連絡調整その他の必要な措置を講じなければならない。
・入管庁及び主務大臣は、…必要な指導及び助言を行うことができる。
＜技能実習制度運用要領＞
機構は、…実習先の変更を求めることについてやむを得ない事情があると認められる場合

には、技能実習生からの相談に丁寧に応じるとともに、他の実習実施者又は監理団体の下で
技能実習を行えるように調整する等の実習先変更支援を行う。
＜実習先変更支援ポータルサイト＞
実習生向けサイト：https://www.support.otit.go.jp/index2.html （8ヵ国語）
登録して利用者IDをもらう。（技能実習生を募集している監理団体の情報）
実習生向けサイトへの登録：162件、監理団体向けサイトの登録：2,553件（’22.8.31現在）

4
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特定技能に関する求人情報の収集・提供

＜厚生労働省文書回答＞ 2022年11月
• 職業安定法第３条により、外国人のみを対象とする求人や外国人が
応募できないという求人を出すことはできません。
• 特定技能に限定して求人情報を提供することにより、他の在留資格
で就職を希望する方の求職活動に悪影響を及ぼす恐れがあります。

＊職業安定法第３条（均等待遇）
何人も、人種、国籍、信条、性別、社会的身分、門地、従前の職業、労働組合の組合員で
あること等を理由として、職業紹介、職業指導等について、差別的取扱を受けることがな
い。

5

技能実習→特定技能の移行条件について
＜原則＞
・各分野の業務区分に応じた技能試験合格（’22.6 合格率67.7％） ＊試験情報の取得困難性
・日本語試験合格（日本語能力試験N4以上、日本語基礎テスト：合格率41.1％）
＜例外：技能実習＞ ～「技能実習2号を良好に修了」：無試験（上陸基準省令）
① 技能検定３級又は技能実習評価試験（専門級）の実技試験合格
②技能実習生に関する評価調書（出勤状況や技能等の修得状況、生活態度等）
③ 評価調書をもらえない場合、その理由書＋技能実習実施状況説明書
④ 実習実施者＝特定技能所属機関の場合は、実技試験合格＆評価調書なしで可
＜在留資格変更の可否＞
特定技能１号への在留資格変更自体は、上記を踏まえた上で、在留の状況、在留の必要

性等から総合的に勘案して判断されることは、通常の場合と変わらない。

6
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技能実習生

＜技能実習生をめぐる諸関係＞

送出し機関 実習実施者
（受入れ企業など）

監 理 団 体
（協同組合など）

（労働契約）

送出し国政府 日本政府
（法務省、厚労省、
技能実習機構）

（協力覚書：MOC）

（認定） （技能実習計画認定）

（許可）

（実習監理）

（送出契約）

（取次契約）

＜旗手作成＞

7

外国人労働者

＜外国人労働者をめぐる諸関係＞

送出し側
あっせん機関 受入れ機関

受入れ側
あっせん機関

（労働契約）

送出し国政府 日本政府
（政府間合意）

（法規制） （労働法）

（法規制）

（求職者紹介）

（求職・送出契約）

（マッチング）

＜旗手作成＞

（求人依頼）

8
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④管理監督や支援体制の在り方について

9

監理団体の役割＝実習監理
• 入国後講習の実施 ・技能実習計画の作成指導 ・帰国旅費の負担
• 監理責任者の選任 ・技能実習生の受入れ準備
• 実習実施者への指導及び助言、連絡調整
• 技能実習生の保護、相談体制の整備、個人情報の適正な管理
• 労働関係法令に違反しないよう必要な指導、是正のため必要な指示
• 監査：実習実施者に対し３ヶ月に１回以上の頻度

～ 技能実習生との面談も
• 臨時監査：実習認定の取消し事由に該当する可能性がある場合
• 訪問指導（技能実習１号）：１か月につき少なくとも１回以上、実習実
施者に赴いて技能実習の実施状況を実地に確認し、必要な指導を行う

（技能実習法25条、39条、40条）

10
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監理費等の費用に係るアンケート調査
（技能実習機構 2021年）

（単位：円）

＊端数処理の関係で一致しない数値もある。

11

強制帰国について
＜強制帰国＞
＊技能実習基本方針（法務省・厚生労働省告示）
「倒産等のやむを得ない場合を除いては、実習実施者や監理団体の一方的な都合により、技能実習生
が実習期間の途中でその意に反して帰国させられることはあってはならない」
＊技能実習生手帳
＜帰国を強制されそうになった場合＞
「監理団体や実習実施者の一方的な都合により、技能実習生が実習期間の途中で、その意に反して、
帰国させられることは許されません。もし、皆さんが、意に反して帰国を強制された場合には、機構
に相談や申告の申出を行ってください。」
「また、実習期間の途中で本国に帰国するようなケース（再入国の予定がある場合を除く。）におい
ては、空港などでの出国手続において、入国審査官が、皆さんに対して、強制帰国ではないかどうか
確認をとりますので、意に反して帰国させられそうになっている場合には、その旨を申し出てくださ
い。」
➡ 技能実習法において強制帰国を禁止し、罰則規定を設けるべき！

12
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途中帰国者に対する意思確認票

（移住連・省庁交渉回答より作成）

13

（特定技能・基本方針）

14
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特定技能所属機関・登録支援機関への監督
＜特定技能所属機関への監督＞ （入管法第19条の19～21）
・指導・助言：必要な対応・措置等がないと改善命令の対象になり得る
・報告徴収：帳簿提出、出頭、質問、立入検査等 ～ 拒否や虚偽回答には罰則（30万円以下の罰金）
・改善命令：公示される 違反には罰則（６月以下の懲役又は30万円以下の罰金）

＜登録支援機関への監督＞ （入管法第19条の31、32、34）
・指導・助言
・報告 or 資料の提出：これに応じない or 虚偽報告等は、登録取消しの対象になり得る
・登録の取消し：５年間は再登録できない

＊登録支援機関には、特定技能所属機関を法令上指導する権限はない。
法令違反については、入管局や労基署に通報することになる。

15
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外国人技能実習機構について
＊外国人技能実習機構（13地方事務所・支所） 2021年度
・定数：587人（うち、省庁出向者254人、検査要員218人）、定数外：159人（相談員25人）
・予算：70.4億円（うち 国庫補助金61.9億円）
＊監理団体許可数：3,615団体（’22.12.1現在）一般1,912団体 ＋ 特定1,703団体
＊実習実施者数：66,817件（2020年度）
＊実地検査：監理団体4,162件、実習実施者24,105件（延件数） 2021年度
・指導件数10,339件（うち、監理団体2,056件：指導率49.4%、実習実施者8,283件：指導率34.4%）

＊申告・相談：申告104件、相談23,701件（2021年度）
＊緊急一時宿泊施設 2021年度：利用24件（1,206泊）、384施設（’22.8.31現在）

＊外国人技能実習移行対象職種 86職種：158作業（’22.4.25現在）
＊二国間取決め（協力覚書）：14カ国（中国は未締結）’19.6

17

技能実習機構の相談体制について

18
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技能実習法に基づく行政処分等の状況
2022年12月16日現在

6 10 73 1,019

19

来日費用に関わる問題
＜多額の債務＞（手数料、研修費用、渡航費等）
＊ILO「民間職業仲介事業所条約」第181号（1999年批准）
・第７条１項「民間職業仲介事業所は、労働者からいかなる手数料又は経費に
ついてもその全部又は一部を直接又は間接に徴収してはならない」

・技能実習法施行規則第10条第２項第６号ニ ：送出し機関等に「支払う費用につき、その額及び内訳を
十分に理解してこれらの機関との間で合意していること」つまり、手数料や経費等の徴収を認めている。

＊ILO：強制労働と人身取引（労働監督官ハンドブック）「強制労働の可能性の兆候リスト」
～高額な職業斡旋手数料または旅費を返さなければならない状況か？

＜厚生労働省回答＞ ’19.11
技能実習での外国の取次送出機関や準備機関は、その国の労働者から手数料・経費等を徴収できること
となっているが、批准国の国内で適用されるこの条約には必ずしも抵触するものではない。

➡ 送出し機関等による手数料や経費の徴収禁止を協力覚書で確認すべき！

20
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技能実習におけるあっせん費用
（制度と実態）

対象：2017年1月～2018年9月に当局から聴取された「失踪」技能実習生

（京都大学安里和晃准教授の資料に基づき作成）出所：法務省「実習実施者等から失踪した技能実習生に係る聴取票」

21

技能実習生の支払い費用・実態調査（入管庁）

（2022年）

22
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契約に基づいて外国で働く
ベトナム人労働者に関する法律

（在ベトナム日本大使館・仮訳）

＜第23条 サービス料＞ （2022年1月1日施行）

23

特定技能におけるあっせん費用
（ベトナム）

（2020.3.27 ベトナム海外労働管理局）

24
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（三菱UFJリサーチ＆コンサルティング）

25

技能実習生の賃金（2020年度）

技能実習機構「技能実習の状況」より旗手作成

26
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年 2012年 2014年 2016年 2018年 2020年

総数 151,477 100% 167,626 100% 228,588 100% 328,360 100% 378,200 100%

中国 111,395 73.5% 100,093 59.7% 80,857 35.4% 77,806 23.7% 63,741 16.9%

ベトナム 16,715 11.0% 34,039 20.3% 88,211 38.6% 164,499 50.1% 208,879 55.2%

フィリピン 8,842 5.8% 12,721 7.6% 22,674 9.9% 30,321 9.2% 31,648 8.4%

インドネシア 9,098 6.0% 12,222 7.3% 18,725 8.2% 26,914 8.2% 34,459 9.1%

タイ 3,464 2.3% 4,923 2.9% 7,279 3.2% 9,639 2.9% 10,735 2.8%

その他 1,963 1.3% 3,628 2.2% 10,842 4.7% 19,181 5.8% 28,738 7.6%

在留技能実習生数の推移

（出所：法務省在留外国人統計）旗手作成

27

技能実習と特定技能の制度比較

28
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特定技能と技能実習の論点別比較
論点 課題 特定技能 技能実習 コメント

債務奴隷的
状況は変え
られるか

悪質な仲介
事業者等の
排除

二国間取決めにより悪質な仲
介事業者等を排除するとして
いるが、相手国政府の対応に
依存しており、実効性は確保
されていない。

保証金・違約金等の徴収を禁
止し、二国間取決めで送出し
機関を認定制としているが、
実態は改善されていない。

国際的な労働力移動に民間事業者が関与
する限り、悪質事業者の排除は困難であ
る。他方、韓国の雇用許可制度のように、
募集・採用ルートを政府間に限定しても
制度的な保障とはならない可能性もある。

低賃金労働
は改善でき
るか

賃金の水準
入管法で報酬等の差別的取扱
いを禁止し、法務省令で報酬
を日本人と比べ「同等以上」
としている。

技能実習法で報酬は日本人と
比べ「同等以上」とされてい
るが、実際には各地の最低賃
金レベルにとどまっている。

抽象的な定め方では、低賃金労働を回避
することは難しい。客観的かつ具体的な
数値基準を定めないと有効でない。技能
実習では監理費負担、特定技能では登録
支援機関への委託料が重石になっている。

強制帰国を
阻止できる
か

監理団体・
送出し機関
の規制

問題意識は感じられない。
監理団体を許可制としたが、
効果はみられない。送出し機
関の規制は、事実上ほとんど
できていない。

技能実習の送出し機関が特定技能でも送
出し機関となっている場合が多い。また、
監理団体が「登録支援機関」を兼ねるこ
とも多いと思われる。

職場変更は
可能か 転職の自由

「同一の業務区分内」での転
職が可能とされているが、必
要な求人・求職情報が特別に
提供されるわけではない。

原則として転職の自由はない。
技能実習２号から３号への移
行時のみ転職が可能である。

特定技能では、技能実習とは異なり技能
修得が目的ではないので、転職の自由は
認められる。実際に転職ができるよう情
報提供の体制整備が必要である。

29

特定技能１号受入れルート（2022年6月末）

30
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特定技能試験の実施体制

31

（合格率67.7%）

（合格率41.1%）

（出典）入管庁：特定技能制度運用状況

32
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１２日（木）１１時００分～１２時００分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

一般社団法人ＥＤＡＳ 田村拓理事長 

４  出席者 

（１）有識者 

  高橋委員、黒谷委員、是川委員、冨田委員、樋口委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、一般社団法人日本経済団体連合会、全国中小

企業団体中央会、日本労働組合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省 

５  内容 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 制度目的がどの程度満たされているかは、技能実習生の帰国後の職業等に

ついての調査が無いためによくわからないが、直感的には、人材育成、国際

貢献にはなっていないと感じる。技能実習生を国内に留めおきつつ、国際貢

献というのは、股裂き状態になっているということだし、実際に聞く話でも、

例えば農業をやっていた方が、実習を終えて帰国した後、農業ではなく農業

向けの人材派遣をしているなどのケースもあるので、やはりそのような実態

があるのではないかと考えている。 

〇 技能実習制度において、人材育成や国際貢献がされていないことによる直

接的な弊害はないと考える。一方、人権デューディリジェンスに対する関心

の高まりや、ＥＵ内部におけるＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）監査の拡

大によって、サプライチェーンにおける海外からの評価に影響を与える可能

性があるため、技能実習制度における人権侵害をめぐる問題は弊害を生じさ

せると理解している。 

〇 国際貢献を目的に技能実習生を受け入れている会社は非常に少ないと思う。

技能実習生を多く受け入れている大企業であっても、国際貢献をしていると

いう自覚をもっている企業は少ない。外国人に活躍する場を持ってほしいと

いうことについて前向きに考えている企業は多いと感じるが、受け入れてい

た元実習生たちの帰国後の状況については、我々同様にあまり把握していな

いと感じる。 
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〇 人権問題について、それが大多数なのか、少数なのか、というのは感覚の

違いであるが、実習実施者と監理団体も全部を把握していないのに少数の監

理団体・実習実施者に問題があるだけだと声高に言うのはどうかという意見

と、問題がある以上、その問題を解決すべきという意見は、両方とも正しい

と考える。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて） 

 〇 技能実習の職種・作業については、細かく決めれば決めるほど、それに従

って技能実習計画を作らなければならず、そうなると、本来必要のない作業

まで行わなければいけなくなり、かえって生産性を低下させていたり、制度

的な監視強化などの仕組みに余計な金銭的コストがかかっていると感じてい

る。職種・作業はおおまかでよく、問題のない外国人材を招いて日本で実習

をしてもらい、帰国後に経験をいかすことができれば、それでいいのではな

いか。より多く外国人材を受け入れたいということに対し合目的的であるべ

き。 

〇 特定技能への移行について、新型コロウイルス感染症の影響も大きくある

ため、技能実習からの移行が現時点で多数を占めるからといって、試験を受

けての移行より優位だとは評価していない。 

〇 技能実習と特定技能ともに、最初の１年くらいは研修的な色合いを強く持

つ必要があると感じるが、特定技能への移行について、「技能実習ルート」

という考え方を所与のものにしてしまうと、最低でも技能実習の期間を終え

てからの移行ということが固定してしまうので良くないと感じている。 

 〇 制度の設計の仕方を、最初の１、２年とその後という時間軸で考えてみて

は如何か。最初の１、２年を終えて、日本で働き続けたいと思う方もいるだ

ろうし、もうやめて帰りたいという方もいると思うので、時間軸を中心にキ

ャリアパスを考えていくべきではないか。 

〇 企業側の教育訓練に関するインセンティブについて、せっかく育成しても

転職してしまうとか、日本人であれば必要ないトレーニングをしなければな

らないといった事情は理解できるが、日本人であっても外国人であっても、

育成後にロイヤリティーを持てるかどうかは企業側の努力次第である。制度

を人質にその企業へとどまることを強制するのは良くない。外国人であって

も日本人と同等の処遇で企業内に受け入れていけば、簡単には辞めないと思

うし、住と職の環境が良ければ定着すると思う。 

さらに言えば、大企業ほど人事体系が大卒一括採用で終身雇用、年功序列

であり、不利益変更や解雇規制の強い日本では簡単に人事制度を変更できな

い。このため外国人は別枠という考えになってしまう。外国人にとっても、

日本人と同じような人事処遇を受けられると思うかでモチベーションも違っ
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てくると思う。また、人事制度を変えていく因子として外国人材を受け入れ

ていくことは意味があると考える。 

〇 試験の合格を目標とする現行の技能実習制度の仕組みについては、あくま

で人材育成という構造が本当であるならば、現状の建付けで問題ないと考え

るが、実態が必ずしもそうでないのであれば、試験で評価すること自体、あ

まり実態に即していないのではないかと考える。試験があることで外国人に

とってのハードルが高くなり、多くの外国人を受け入れることが難しくなっ

ていると考える。 

  

（受入れ見込数の設定の在り方について） 

〇 特定技能制度における受入れ見込数は、あまり意味がないと思う。国内の

経済状況に非常に影響されるため、固定的に目標を作るということは、実態

からかい離するだけなのではないか。一方、企業の延命のために外国人労働

者を安く投入したいというケースを実際に見たこともあるが、そのようにし

ても結局効果はないので、産業の革新や発展の観点から産業別に外国人労働

者の受入れの在り方・可否を考えることが産業政策であると思う。技能実習

においても、受入れ見込数や企業ごとの人数枠は不要だと考えている。それ

は企業がキャパシティの範囲で決めれば良いことである。 

〇 市場原理、経営上の判断に任せた方が結局は上手くいくのではないかと考

えている。（マクロの）目標値に対してはＰＤＣＡの観点が重要であると考

える。 

 

（転籍の在り方について） 

○ 制度によって人を縛るような在り方には限界が来ている。人的資本の価値

を評価するということを、企業のスタンスとして外国人にも適用して、例え

ば、企業側がトレーニングをしたら、それがキャリアにいきるということを

外国人労働者に見せていく必要がある。日本人も外国人も育成後に人材をつ

なぎ止めるのは企業側の努力であるべき。 
 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 労働関係の法令違反が顕在化した事案をみても、監理団体または実習実施

者の認定に係る制度基準に問題があったというよりは、コンプライアンス意

識の問題ではないかと感じている。 
○ 監理団体については、許可の段階とその後の監査（調査）プロセスを分け

て考えた方が良い。 

○ 所属機関の倒産などで転職が必要になった場合には、市場メカニズムを最

大限活用することが大事であり、ハローワークなどの紹介をすることが必要
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である。企業単体がアウトプレイスメント（再就職支援）をすることは難し

いと感じる。 

○ 本来、登録支援機関は補助的な役割であったはずだが、現状では登録支援

機関無しには機能しない事業所が多い。基本的にはそれぞれの雇用先の企業

が外国人を支援できる能力を持つ必要があると考える。 

○ 国から登録支援機関や監理団体を介して雇用主や実習実施者にアンケート

を取ったり、監査したりということではなくて、「ＰＤＣＡを回す外国人政

策」の観点からは、実習実施先での成果、結果を国に直接フィードバックす

る仕組みを以て、監理団体のような中間的な組織を牽制することが大事。監

理団体に対する監査が適切に行われているのは当然だが、より上の組織が実

習実施者を監督する方が大切なのではないか。 
○ 高い評価はしないが、送出機関を利用することは致し方ない。「悪質なブ

ローカー」という言葉がよく出てくるが、悪質というのは我々日本人の視

点・感覚であり、相手国では必ずしも違法ではないケースもある。全ての排

除には限界がある。 

〇 「送出機関を活用しないリクルーティング」のようにゼロイチで考えるの

ではなく、併用で運用するためにどうするかというように考えていただきた

い。 

〇 送出機関による紹介と、ダイレクトリクルーティングの併用で運用を考え

ていただきたい。後者の実現にはＤＸの活用が重要である。 

○ 例えば特定技能の場合、地方に居住している外国人が、合格する保証がな

いにもかかわらず、都市部まで出かけて日本語能力試験や技能試験を受ける

ということは金銭的負担が大きい。自宅のスマートフォンで受験できるよう

にするためにはどうしたらいいか、というデザイン設計を目指すべき。本人

認証、試験問題、カンニングなど色々な問題が出てくるが、実際にはＤＸで

対応できる。 

 
（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 外国人にとって日本語の習得は極めて重要で、一定の日本語教育のサポー

トを国が行うことが必要。ただし、日本語教師の育成やその国家資格といっ

たことばかりを問題にするのではなく、日本語教育というものがどうあるべ

きか、ということを広く議論していただきたい。また、国のサポートという

点に関して、官庁別にそれぞれに対応するということは二次的には大事であ

るが、取りまとめ役は必ず必要。 

○ 技能実習については入国時の日本語能力と、入国後の日本語教育について

は基準が定められており、入国前（時）の評価基準はあるが、その後の在留

中の期間にどうサポートするかが明確になっていないことは問題。 



5 
 

○ 日本語教育において必要となる支出は国がするべき。母国語別の教育方法

を取り入れたり、言語学習用アプリケーションを併用したり、ＤＸを活用す

べき。その際には、費用負担は国が一定程度負担すべき。これから日本から

外に出ていく人材が日本語を話せて、母国に帰ってもビジネスの相手になる

という可能性があり、日本語の資質は重要で戦略的なものだと考えている。 
 
（その他） 

○ 家族帯同を認めるべきか否かという点は、帯同家族が入国後に就労できる

ようになるのか、在留支援の面でどのように設計するのかによって変わって

くる。特に子供に関しては、20 年後、30 年後に問題が噴出すると思うの

で、帯同家族がその後働いて自立できるようになるための道筋が重要。 

〇 社会保険や生活保護などのセーフティネットについて、外国人材も社会保

険料を支払っており、サービスを受ける権利があることや、生活保護は身分

地位系の在留資格保有者に限定されるなどの事実を国民に広く周知していた

だきたい。 

〇 家族が引き離されるという問題を避けるためには、若年齢で未婚の人材を

それなりの規模で受け入れることも一案である。そういう人たちにとっての

日本の魅力とは何か、という視点を持った方が良い。 
○ 外国人材を巡り、近隣諸国とは競合が発生していると考える。円安になれ

ば日本の魅力が減ると思うが、外国人に対する帰国後のチャンネル維持とピ

ーアールが大切だと考える。 
〇 特定技能制度については、建前として一定の技能を持っている外国人を呼

び入れるようなニュアンスだが、実態としては、技能が一定程度に満たなく

ても、試験に合格さえすれば、必要な技能を持っているという証明となる。

これでは必ずしも即戦力とは言えないし、日本人同様に、会社に入ってから

戦力にすることで良いのではないか。 

〇 外国人の側から見ると技能実習制度と特定技能制度は、二つの似た制度が

併存していて分かりづらく、どちらを選ぶかは偶発的に決まってくるところ

がある。例えば、技能実習は特定技能と比較して多少報酬が低いということ

が来日してからわかるというのは良いことではない。どちらが良いかではな

く、一本化を柱に再設計されるべき。特定技能は雇用であるということを正

面から認めている点は評価できる。最初の１、２年とその後という時間軸で

制度設計しては如何か。 

６ 参考資料（別添） 

  ＥＤＡＳのご紹介 

以上 
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来た時よりも、もっと日本を好きに。

2023年1月12日

田村拓

（一般社団法人 EDAS 理事長）



田村 拓（たむら たく）
一般社団法人 EDAS（イーダス）理事長

NTT・NTTデータを経て、故・大川功氏に誘われて株式会社CSKに移籍。
CSKホールディングス常務執行役員、CSK-IS（CVC）COO（最高執行責任者）、
SCSK執行役員、クオカード常務執行役員などを歴任。
経営企画、CIO（DX責任者）、研究開発、新規事業開発、海外事業、人事・人材育成、CSRを担当。

2016年1月に「～来た時よりも、もっと日本を好きに。」をスローガンに、就労目的で来日する
外国人と予備軍の留学生と、彼ら／彼女らを受入れる企業や地域社会をつなぐコミュニティとして、
一般社団法人EDAS（イーダス）を創設。G1外国人イニシアティブ主宰。

ダイバーシティ（多様性）＆インクルージョン（尊重）を融合したインクルシティ®を標榜し、
「お互い様（OTAGAISAMA）」の考え方に基づき、ひとびとがインクルシティ・マインドを持てる
「心理的安全性」の高い社会の実現のために活動中。

国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン（GCNJ）理事の経験から、SDGsの
前身であるMDGsよりサステナブル社会の実現をライフワークとする。

一般社団法人日本外国人材協会（JFHRA）特別アドバイザー、JILA（Japan Immigration Lawyer’s
Association）顧問。
NPO法人CANVAS評議員、ダイアログ・ミュージアム・対話の森アンバサダー、その他企業や団体
の顧問・アドバイザーなど。
2019年～2021年 青山学院大学社会情報学部プロジェクト教授（デザイン思考・ワークショップ
デザイン）。
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来た時よりも、もっと日本を好きに。
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一般社団法人 EDAS

3

「来た時よりも、もっと日本を好きに。」
Everyone is Different. All people are the Same.

来た時よりも、もっと日本を好きに。

・外国人に関わる諸分野で活動する人、外国人問題に関心のある人の会員制コミュニティ
・互助的教育機関、人的ネットワーク、民間シンクタンク
・16歳から75歳までのさまざまなメンバーが参加

©EDAS 2023



「インバウンド」（訪日客）

中長期在留者
（1年～数年）

永住者
等

約130万人

日本における外国人の状況（2021年6月時点）

120万人

特別永住者
30万人 + 約150万人帰化者

永住・中長期在留外国人総数：約280万人

かつて日本が統治した朝鮮半島、
台湾の「元日本人」で、日本の
敗戦により日本国籍を喪失した
人およびその子孫

4

来た時よりも、もっと日本を好きに。

私たちのフォーカス
～おもに就労目的で来日する外国人と留学生

©EDAS 2023
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問題意識
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来た時よりも、もっと日本を好きに。
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法務省
（入管庁）

厚労省 総務省

在留
外国人

（在留資格）

住民
基本
台帳

雇用・
就労状況

文部科学省 警察庁

社会保険

犯罪統計
（白書）

外務省

留学生数
日本語教育機関数

不就学児童数
（調査）

技能
実習
機構 文化庁

JASSO
（留学）

日本語
教育試験

（国内外）

国際
交流
基金

財務省
・国税庁

（？）

雇用主

在留資格
申請／更新

／変更

雇用
住民登録 犯罪 受験

学校

外国人

入学

在留カード マイナンバー

在留外国人数
2,823,565人
（2021年6月末）

外国人労働者数
1,724,328 人
（2020年10月末）

外国人人口
2,747,137 人

（2020年10月末）

※国勢調査

留学生数
279,597人

（2020年5月1日）

【参考】
帰化者数

不明

訪日客
412万人
（2020年）
3188万人
（2019年）

不就学児童数
22,488人

（2019年5月1日）

日本語学習者
160,921人
（2020年）
277,857人
（2019年）

（帰化許可 法務省） （観光庁）

データドリブン・エビデンスベースの
外国人政策の実現

©EDAS 2023



在留外国人の母国がもつ巨大なポテンシャル
～グローバルパートナーとしての外国人

在留外国人

1～20位の

「母国」の総人口

（46.7億人）

37倍

在留外国人

1～10位の

「母国」の総人口

（26.5億人）
21倍

2021年12月 国籍別在留外国人数（人）

国連 DESA（国連経済社会局）による推計（2019年7月）
世界の総人口は77.1憶人

7

世界人口の約60％

世界人口の約34％

261万人
／276万人

来た時よりも、もっと日本を好きに。

1 中国 716,606

2 ベトナム 432,934

3 韓国 409,855

4 フィリピン 276,615

5 ブラジル 204,879

6 ネパール 97,109

7 インドネシア 59,820

8 米国 54,162

9 台湾 51,191

10 タイ 50,324

11 ペルー 48,291

12 ミャンマー 37,246

13 インド 36,058

14 スリランカ 28,986

15 朝鮮 26,312

16 パキスタン 19,120

17 バングラデシュ 17,538

18 英国 16,163

19 カンボジア 14,736

20 モンゴル 12,425
日本人の就業者+在留外国人労働者（②）：6,667万人
在留外国人労働者（③）：173万人
働いている人に占める外国人比率（③/②）：2.6％

日本の総人口（①）：1億2550万人
在留外国人総数（④）：276万人
総人口に対する中長期在留外国人比率：2.2％
※2021年

©EDAS 2023
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人材マッチング
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多文化共生

ビジネス

日本語教育

来た時よりも、もっと日本を好きに。

在留資格（行政書士）

デザイン思考によるハイブリッドな視点

©EDAS 2023



アンコンシャス
・バイアス

当たり前
レベル

マイナスをゼロへ
・差別を無くす
・機会均等
・コンプライアンス

・ひとりひとりの活躍から全員活躍へ
・日本人も、外国人も

差別ゼロと活躍を連続線上に置く
～日本人・外国人双方の満足追求

ゼロをプラスへ

9

ガバナンス設計で守るべきルール
を考えるとともに、
その先の「活躍」を見通す
ことが重要になってくる

来た時よりも、もっと日本を好きに。

©EDAS 2023
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計画・施策・制度

現場非熟練
労働力不足

留学生

・技能実習
・特定技能

問題の表出と対応受入れ

高度な人材

日本語教育

他にもいろいろ

建前

・業界からの要請
・政治的リーダーからの要請

・30万人
計画

・ポイント制

・日本語教育
推進法

対策

対策

イベントドリブンな外国人受入れ
～問題の「根」を解決するには？

受入れ数
の増加

・いわゆる移民政策はとらない･･･
・単純労働者は受け入れない･･･
・（技能実習）我が国が先進国としての役割を果たしつつ国際社会との調和ある発展を

図っていくため、技能、技術又は知識の開発途上国等への移転を図り、開発途上国等の
経済発展を担う「人づくり」に協力する。

・ （特定技能）生産性向上や国内人材の確保のための取組を行ってもなお人材を確保する
ことが困難な状況にある産業上の分野において、一定の専門性・技能を有し即戦力と
なる外国人を受け入れていく。

・社会的コストの
発生

・日本人（国民）への
施策不足

（合意形成）
NPOなど
支援団体

NPOなど
支援団体

問題の拡大と再生産

©EDAS 2023
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活動事例

©EDAS 2023

来た時よりも、もっと日本を好きに。



Day１パッケージについて

ウクライナから日本に入国した際に以下のようなアクションを取ることで、入国後の対応
の質とスピードに大きな違いが出ると考えられる。
できれば入国当日は必ず指定のホテルに無料で滞在させ、説明会を行う。
（→出国時に説明するのがベター）

１）今後のロードマップについての概説文書（ウクライナ語）
・短期滞在（就労不可）から特定活動（就労可）への切り替えが可能であること
・そのための手続き
・日本のWiFi事情、SIM
・学校への入学（こどものための教育、日本語教育、ウクライナ語での教育）
・転入手続き

２）スマホ持参の確認→なければ無償貸与、ブックマーク（ウクライナ語）のプリセット
SIMカード提供・通信料無料の実現
・FRESC
・ウクライナコミュニティ（KRAIANY、Stand with Ukraine Japanなど）
・コミュニケーションツール（LINEなど）
・ポータル（Yahoo!など）

３）招聘者（親族、知人など）以外のサポートパートナーの紹介・マッチング
→外国人対応に慣れた行政書士・弁護士
・２）に連絡先登録

12
©EDAS 2023
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外国人起業家支援
来た時よりも、もっと日本を好きに。

©EDAS 2023
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来た時よりも、もっと日本を好きに。

外国人受入れについての年表
～渡来人から2020年まで

https://edas.global/nenpyo/

©EDAS 2023



エージェント
（「ブローカー」②）

外国人労働者
母国の政府

日本国政府
二国間取決め（協力覚書）

外国人技能実習機構
（OTIT）(1)

法務省
厚労省所管

公益財団法人
国際人材協力機構（3）

（JITCO）
法務省、外務省
経産省、厚労省
国交省 5省共管

監理団体(2)

実習実施機関
（雇用主）

(1)外国人技能実習法に定められた特殊法人
(2)外国人技能実習機構へ監理団体の許可申請を行い、主務大臣の許可を受けた団体

1,370件＜一般監理（1号～3号＞
1,469件＜特定監理1号～2号＞
（2019年12月19日現在）

(3)旧 公益財団法人 国際研修協力機構（2020年4月1日付で名称変更）
(4)JITCO関連の保険代理店

外国人
技能実習生

日本年金機構

国税庁
＜財務省＞

厚労省
所管

技能実習に関わるステークホルダー

国または
地域の公的機関

からの推薦

地域の公的機関

各種
健康保険組合

送出し機関
（「ブローカー」①）

入国時講習
受託法人

厚労省所管

住宅・福利厚生
（寮、家賃補助／保証）

入国前講習
受託法人

送出し機関または
エージェント関係
（紹介／契約先／直轄）

母国 日本

出入国在留管理庁
（入管庁）＜法務省＞

（株）国際研修サービス(4)

／保険会社

技能実習生総合保険
代理店／引受保険会社

※労働保険（労働者災害補償保険・雇用保険）

労働基準監督署
都道府県労働局

＜厚労省・都道府県＞
厚労省 国交省 農水省 経産省

外国人
技能実習生

候補

都道府県
・市区町村

来た時よりも、もっと日本を好きに。

「同僚は外国人」（CCCメディアハウス刊）
に提供・掲載

©EDAS 2023
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2021年3月24日
日本経済新聞
私見卓見

©EDAS 2023
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参考

©EDAS 2023

来た時よりも、もっと日本を好きに。



特別永住者
永住者

公用

日本人の配偶者等

永住者の配偶者等

身分・地位に基づく
在留資格

短期滞在

就労不可
資格外活動許可を受けて一定範囲で
就労が認められることがある

特定活動については就労可否、条件を
法務大臣が個別に決定

報道

経営・管理

医療

教育

留学

家族滞在

外交

教授

高度専門職

法律・会計業務

研究

文化活動

研修

企業内転勤

特定技能

技術・人文知識
・国際業務

興行

技能

外国人日本人

長い

滞
在
期
間

就労不可

【参考】在留資格マップ

宗教

芸術

介護

【参考】
帰化（日本国籍）

短い

定住者

内容について法務大臣が個別に決定

特定活動

就労可

技能実習

※特定技能は2019年4月1日より

【動画】
10分で分かる

在留資格

18

来た時よりも、もっと日本を好きに。
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ヒアリング結果概要 

  

１  日時 

令和５年１月１８日（水）１５時００分～１５時５５分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

日本繊維産業連盟 富吉副会長、上田常任幹事、田村事務局長 
４  出席者 

（１）有識者 

  冨田委員、冨高委員、堀内委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、全国中小企業団体中央会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省、経済産業省 

５  内容 

（日本の繊維産業の現状について） 

○ 日本の繊維産業の構造の特徴として、一つの産地の中で各工程が分業化さ

れ、サプライチェーンが長い。かつ、欧米諸国と違って各工程を別の企業が

担っていることが多い。 

○ 製造品出荷額は、バブル景気の 91 年をピークにバブル崩壊後急速に縮小

したが、リーマンショック以降は約４兆円程度で推移している。 

○ 85 年のプラザ合意後の円高で衣料品などの最終製品は競争力を失い、輸入

が急増。現在輸入浸透率が 98％超。一方、衣料品の輸出単価は上昇してお

り、縫製産業は、高価格帯に特化した形で生き残ってきている。繊維の国内

市場は人口減少、少子高齢化により縮小傾向にあるが、世界的に見れば、ア

ジアを中心とする人口増加・経済成長に伴い、成長産業であると言える。し

たがって、日本の繊維産業は、生き残りや成長を目指して、得意とする高付

加価値品の海外市場への展開が必須である。 

○ 繊維産業は古くから女性の雇用比率が高く、過半数以上。さらに、高齢者

比率も高い状況にあり、政府が目指している女性活用・高齢者活用は実施済

みである。 

○ 日本繊維産業連盟は、2020 年１月に「2030 年にあるべき繊維業界への提

言（2030 提言）」をまとめ、その中で、より高付加価値品にシフトしつつ、

海外展開を目指し、それに必要な人材を確保するために、外国人材の活用が

必要であること、また、技能実習生をはじめとする労働者の人権保護への対
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応が必要であるとした。 

○ 技能実習制度は、米国政府からも問題視されており、少なくとも制度の適

正利用が図られなければ国際的なサプライチェーンから排除され、生き残る

ことができないと考えている。 

○ 労働者の人権については、厳しい取引条件が課されることで、サプライヤ

ーによる労働者への人権侵害が助長されるという視点から、取引適正化が重

要なポイントの１つであるが、この点、繊維産業は２０年以上前から取引適

正化という形で取り組んでいる。 

○ また、技能実習制度そのものについても、2018 年に官民共同で繊維産業技

能実習事業協議会を立ち上げ、適正運用に向けた取組を進めている。その結

果、業界団体に属している企業では、それまで多かった、制度を知らないこ

とによる違反がなくなってきており、この取組は一定の成果があったと考え

ている。 

○ 繊維業界の特徴として、業界団体に属さない非加盟企業が多数を占め、業

界の取組が届いていない。加盟企業と取引がある非加盟企業については、サ

プライチェーンを通じて地道に普及活動をしているが、取組の程度は様々で

ある。もちろん頑張っている非加盟企業もあるが、問題となる違反事案はほ

ぼ非加盟企業によるというのが現状。 

○ 感覚的には、企業の３割が加盟、７割が非加盟。加盟企業には伝統的に加

入している企業が多く、非加盟企業が多い理由は、中小零細企業や新規参入

企業が団体活動に参加するメリットを感じていないということではないか。 

○ 非加盟企業へは、経済産業省が、地元自治体等の協力を得て、非加盟企業

も参加するセミナー等を開き、技能実習制度の適正運用を図っており、日本

繊維産業連盟も協力している。 

○ さらに、経済産業省の｢繊維産業のサステナビリティに関する検討会｣の報

告書において、責任あるサプライチェーンの管理に向けたガイドラインを作

成すべきという提言がされたことから、技能実習生も含めた労働者の人権対

応を図るために、日本繊維産業連盟では昨年の夏に、繊維産業用業種別のガ

イドラインである「責任ある企業行動ガイドライン」を作成した。現在、普

及を図っている。 

○ 縫製工場の多くは、人口減少、少子高齢化が顕著な地域に多く立地してい

る。若手人材の採用を積極的に行っているが、急速に採用が難しくなってい

る状況にある。女性、高齢者も活用しているが、若年層がおらず、高齢者が

辞めていく中で、日本人だけで事業を継続するのが困難。外国人材に頼らざ

るを得ないのが現状。しかし、現在、繊維産業が活用可能な外国人材の受入

れ制度は、技能実習制度しかなく、高いレベルの外国人材を雇用できる特定
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技能制度は対象外。労働者が高齢化し、高付加価値品の生産拡大・維持がで

きない状況であり、特定技能の分野追加を求めたい。 

○ 「2030 提言」試算では、2030 年時点で最大 27,000 人の人手不足が見込ま

れる。 

 

（制度目的と実態を踏まえた技能実習制度の在り方について） 

○ 技能実習制度のような人材育成制度は必要であると考える。現在、繊維産業

は、特定技能制度において活用できる分野がなく、技能実習を修了した技能実

習生は帰国させなければならないが、育成した人材をそのまま国内でも活用

したいというニーズが多いことから、人材育成制度とそれを活用する制度の

一体的な整備を行っていただきたい。他方、アジアのサプライチェーンとの関

係からも人材育成は必要である。 

○ 一方で、技能実習制度の制度趣旨に反して人材育成ではなく労働力の確保

という形で実習生を利用している企業も実態として存在すると聞く。制度趣

旨に反する企業の抑制をどのようにするかが課題。 

 

（外国人本人のキャリアパスについて） 

○ 人材育成を図り、さらに国内でも活用できる制度を創ることにより、技能を

身に付けて長期的に活躍できるようにしていただきたい。 

○ 技能実習１号、２号、３号と上がっていくにつれて、各企業も賃金を上げて

いく傾向にあり、スキルアップに伴い賃金を上げていく形で外国人のキャリ

アアップにも繋がると考える。 

 

（転籍の在り方について） 

○ 技能実習制度が国際規範に必ずしも沿っていないという海外からの批判が

あるため、我々は、海外のサプライチェーンに参画していく際のリスクを下げ

る視点から人権ガイドラインを作った。国際規範に沿った制度になっていな

いとすればリスクが高いままとなるため、是非国際規範に沿った制度にして

いただきたい。そのような場合、原則として、転籍可能な制度が必要となって

くるのではないかと思う。 

○ 一方、人材育成の観点から見ると、人材育成に少なくとも３年は必要である

との声が企業から寄せられている。３年未満で転籍を認めた場合、人材育成の

効果が薄まり、最低賃金で労働力を確保する手段として制度が使われかねな

い事態となり、問題。このような制度の使われ方をしないためにも、人材育成

とのバランスの観点から、３年程度は転籍を制限し、人材育成期間とする制度

を創っていただきたい。ただし、企業の倒産、パワハラ、法令違反等人材育成
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上の問題が認められる場合は当然転籍を認めるべきであると考える。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 技能実習制度を活用している企業のほとんどが中小企業であることから、

自ら現場に行って求人し、採用するということは現実的ではなく、送出機関の

存在は大変有り難い。しかし、一方で法外な手数料を取る送出機関があり、入

国前借金の問題を生み、強制労働のようになってしまうという指摘があるこ

とも承知しており、この点が、国際規範に合致しないとの指摘に繋がっている

のではないかと考える。 

○ 政府が関与して、より良い制度づくりをしてほしい。特に、二国間協定等で

送出国の規制をお願いしたい。 

○ 監理団体については、法律上必要とされる実習実施先への訪問等を電話で

済ませているところもあるなどの話を聞く。きちんと対応しているところと

そうでないところの差が大きいのではないか。また、地方では、監理団体の数

が少なく、選択肢が限られる、実習先訪問のための出張等コストがかかるなど

の問題がある。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ 業務に必要な日本語はＯＪＴの中で教育できるが、費用を監理団体や企業

がある程度用意できたとしても、生活に必要な日本語まで個々の企業で教育

するのは難しい。これは繊維産業だけの問題ではなく、外国人共通の問題であ

り、共通の日本語教育システムの構築が必要なのではないか。特に、繊維産業

は、日本語教育機関が少ない地方にあるため、都市圏であっても地方であって

も同じような教育を受けられるシステムの構築が必要であると考える。 

 

（その他） 

○ 企業ヒアリングを実施した際に、計８年もの間、家族と離れて暮らすのは厳

しいのではないかという意見があった。家族の帯同は外国人側からのニーズ

も踏まえて考えるべきである。 

○ 近隣諸国との競合において、日本が選ばれる理由は、やはり安心・安全なの

ではないかと考える。安全という面では、治安の良さが挙げられるところ、安

心という面では、日本のおもてなしが重要で、現在もＮＰＯや自治体が様々な

取組をされているが、企業と地元が連携・協力して住み心地の良い環境を作っ

たり、ＮＰＯと企業とのマッチングを図ったり、といった仕掛けがあると良い

のではないか。 

○ 海外に生産拠点を持っている企業が現地会社の技能工を教育のために日本
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に連れてきたくても、技能工は中卒や高卒が多く、現行の在留資格制度で

は、「技能実習」でしか日本に呼ぶことができない。「企業内転勤」で呼べる

ような仕組みを創ってほしい。 

以上 
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ヒアリング結果概要 

１  日時 

令和５年１月１８日（水）１１時００分～１２時０１分 

２ 場所 

  オンライン開催 

３  ヒアリング対象者 

    一般社団法人建設技能人材機構（ＪＡＣ）山本専務理事、渡瀬管理部長 

４  出席者 

（１）有識者 

冨田委員、市川委員、樋口委員、佐久間委員、黒谷委員、末松委員、堀内委

員、是川委員、武石委員 

（代理出席） 

独立行政法人国際協力機構、日本商工会議所、日本労働組合総連合会 

（２）関係省庁 

内閣官房、出入国在留管理庁、厚生労働省、国土交通省 

５  内容 

（外国人本人のキャリアパスについて） 

○ 特定技能と技能実習の在り方の見直しに関する検討については、技能実習

から特定技能のルートも踏まえたキャリアパスを見据えた人材育成の必要性

にご留意いただきたい。 

○ 技能実習から特定技能１号、２号へのキャリアを想定して、外国人にも受入

れ先にもプラスとなるような仕組み作りをご検討いただきたい。 

○ 建設分野の特定技能１号の人材は、現状は技能実習ルートが全体の 96％、

試験ルートが全体の４％程度を占めており、現場経験の違いは多少あるもの

の、試験とセットで各業界団体と連携して講習や研修を行うことにより、実践

的なスキルを担保している。なお、旧区分の１号評価試験で入ってきた方々は

実技試験も実施している。 

○ 技能実習の期間で本人の能力や会社との信頼関係が築いていけるか、日本

に馴染めるかといった点を見極められていると思うので、技能実習には重要

な役割がある。また、外国人で現場作業に不安のある人は、先輩職員の指導の

下で段階的に訓練していると聞いている。建設分野では実務経験がやはり重

要。経験を積みスキルを向上させ、長期間日本で活躍したい意欲のある方には

特定技能２号を目指して活躍してほしい。 

○ 特定技能外国人については、必ず建設キャリアアップシステム（ＣＣＵＳ）

に登録される。しっかりと経験を見える化させて、賃金アップにつなげていく

ような制度が重要だと考える。今後は、こうしたシステムを有効活用すること
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により、さらに信頼関係を構築させ、企業にも外国人にもよりよい方向に進め

ていきたい。 

 

（受入れ見込み数の設定の在り方について) 

○ 建設業全体の労働者数は減少しているが、外国人の労働者数は増加してお

り、足りない部分は外国人材に支えられているのが現状。建設業における深刻

な人手不足に対応する観点から、外国人材の受入人数規模の確保にご留意い

ただきたい。 

 

（転籍の在り方について） 

○ 特定技能外国人の転職や離職を防止するためには、受入れ先企業とのコミ

ュニケーションや信頼関係の構築が大事。そのために、まず外国人に賃金や給

与体系をしっかり説明し理解してもらう取組が重要だと感じる。また、将来の

キャリアパスを話し、先を見据えてコミュニケーションを活性化させること

が、信頼関係の構築、更にはが転職の防止にもつながっていくものと考える。 

 

（管理監督や支援体制の在り方について） 

○ 日常生活や現場におけるコミュニケーションの円滑化は非常に重要である。

コミュニケーションがしっかり取れないと安全確保の問題が生じるリスクが

高まるのではないかと考えている。今年度から日本語講座を無料で実施して

おり、支援メニューの更なる充実を図り、中長期的に活躍できるキャリアパス

の構築の支援を行っていきたい。 

○ 現在、建設分野における特定技能制度においては、技能実習制度において外

国人技能実習機構が担う監査や巡回と似た役割をＪＡＣが担っている。これ

までの実績やノウハウといった部分が蓄積されているので、外国人技能実習

機構や登録支援機関と連携して外国人目線でどういった形の支援が必要かと

いう部分をしっかり考えていくことが重要ではないかと考えている。 

 

（外国人の日本語能力の向上に向けた取組について） 

○ ＪＡＣでは、無料の日本語研修を提供しており、同研修で修得した日本語能

力は、技能検定試験(日本語で実施)をはじめとした資格取得や２号評価試験

（日本語で実施）などで活かされてくる。 

 

（その他） 

○ ＪＡＣが実施している無料の職業紹介事業については、自由な転職が出来

る特定技能外国人、特定技能試験に合格した留学生でなどで、まだ就職先が決
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まっていない外国人、特定技能試験に合格して他分野からの転職を希望する

外国人などに利用されている。 

○ 2022 年８月３０日から、建設分野の特定技能については、１９の業務区分

が３つに変わった。技能実習の２５職種は、全て新区分への移行が可能。 

○ 当機構の財源は、会員企業からの年会費と、企業からの特定技能外国人受入

負担金である。 

６ 参考資料（別添） 

  建設技能人材機構における取組等について 

以上 



一般社団法人 建設技能人材機構

建設技能人材機構における取組等について

令和５年１月１８日（水）
技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議
ヒアリング資料



はじめに 建設分野の特定技能人材制度について・・・・・・・・・・・P. 4～P.18

第１ 技能実習制度と特定技能制度の制度趣旨について・・・・・・・・P.19～P.22

第２ 人権侵害の防止とその他外国人にとっても我が国にとっても
プラスとなる仕組みとするための方策について・・・・・・・・・P.23～P.26
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はじめに 建設分野の特定技能外国人制度について
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年齢階層別の建設技能者数

建設業界の就業者数は1997年の685万人をピークに、2020年11月時点では505万人に減少しています。

特に技能者の高齢化が進んでおり、将来にわたって担い手を確保していくことが業界全体の課題です。

2.6

14.2

20.7

22

28.4

35.5

44.6

36.4

30.4

29.7

54.3

0 10 20 30 40 50 60

15〜19歳

20〜24歳

25〜29歳

30〜34歳

35〜39歳

40〜44歳

45〜49歳

50〜54歳

55〜59歳

60〜64歳

65歳以上

出所：総務省「労働力調査」（令和２年平均）をもとに国土交通省で推計

29歳以下の割合は

全体の約１割

全体の約４分の１が

60歳以上

10年後には

その大半が引退

（万人）

84万人

37.5万人

建設分野の外国人材受入れの背景
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技能実習

特定技能

外国人
建設就労者

我が国の技能、技術又は知識を開発途上国等へ移転を
図り、開発途上国等の経済発展を担う「人づくり」に
協力することを目的として受け入れている。

相当程度の知識又は経験を有する外国人労働者を、
我が国の人手不足が深刻な特定産業分野（建設、介護、
製造、農業等の12分野）に受け入れている。

東日本大震災の復興事業の更なる加速を図りつつ、
オリパラ関連施設整備等による一時的な建設需要の
増大に対応するため、緊急かつ時限的措置（在留期限
は2022年度末まで）として受け入れている。

建設分野における外国人材の種類
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（単位：人）

出典：外国人建設就労者は国交省調べ、特定技能外国人は入管庁調べ、
その他は「外国人雇用状況」の届出状況（厚生労働省）外国人建設就労者・特定技能外国人は年度末時点、その他は10月末時点の人数

年度
建設業

外国人全体

在留資格別の内訳

技能実習生
外国人

建設就労者
特定技能
外国人

2021 110,018 70,488 1,767 6,360

2020 110,898 76,567 3,987 2,116

2019 93,214 64,924 5,327 267

2018 68,604 45,990 4,796

2017 55,168 36,589 2,983

2016 41,104 27,541 1,480

2015 29,157 18,883 401

2014 20,560 12,049

2013 15,647 8,577

2012 13,102 7,054

2011 12,830 6,791

建設分野に携わる外国人数
（単位：人）

建設分野では、外国人材が増加しています。

110,018 

110,898 

93,214 

68,604 

55,168 

41,104 

29,157 

20,560 

15,647 

13,102 

12,830 

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

2021

2019

2017

2015

2013

2011

建設業外国人全体 技能実習生 外国人建設就労者 特定技能外国人

建設分野で活躍する

外国人の数は約11万人。

近年増加傾向。

建設分野の外国人材の受入れ状況
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国籍別の状況 職種別の状況

5,897
897

596

524

191

154

102

48

83

0 2,000 4,000 6,000

ベトナム

中国

フィリピン

インドネシア

タイ

ミャンマー

カンボジア

ネパール

その他

職種 人数（人） 職種 人数（人）

とび 2,027 表装 73

建設機械施工 1,394 保温保冷 64

鉄筋施工 1,335 土工 55

型枠施工 1,286 屋根ふき 50

内装仕上げ 533 鉄筋継手 28

建築大工 528 電気通信 20

左官 486 トンネル推進工 2

配管 339 吹付ウレタン断熱 0

コンクリート圧送 155 海洋土木 0

建築板金 117

合計8,492人（2022年６月末時点）

■人数（人）

建設分野の１号特定技能外国人の受入れ状況
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※技能実習を２年10か月以上修了し、随時３級もしくは評価調書が提出できる者。

建設分野のほとんどの職種の技能実習生が、試験なしに在留資格「特定技能」への

切替えが可能となりました。特定技能外国人になるルートは以下の２つがあります。

ルート１：技能実習等を経験していない外国人の場合（試験合格者）

ルート２：技能実習等を経験している外国人の場合 （試験免除者）

●技能実習２号を良好に修了した者※

●外国人建設就労者

特定技能２号 ●在留期間の更新に上限なし ●家族（配偶者・子）の帯同可

ルート１：技能実習等未経験者 ルート２：技能実習等経験者

「建設分野特定技能１号評価試験」 又は「技能検定３級」

「国際交流基金日本語基礎テスト」又は「日本語能力試験
（Ｎ４以上）」

日本語試験

技能評価試験

特定技能１号 ●在留期間は通算５年 ●家族の帯同不可

班長として一定の実務経験＋「建設分野特定技能２号評価試験」又は「技能検定１級」に合格

特定技能外国人になるルート
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・2022年８月30日時点で特定技能１号の在留資格を有している１号特定技能外国人
（建設特定技能受入計画申請中の者も含む）は、
新業務区分に対応する１号特定技能外国人とされます。

・旧業務区分の技能評価試験は、2022年度末まで実施します。
新業務区分の技能評価試験は、2022年12月12日より実施しています。
以降のスケジュール等、詳しくは、JACのHPをご確認ください。

土　木 建　築 ライフライン・設備 土　木 建　築 ライフライン・設備

1 型枠施工 ○ ○ 　 11 内装仕上げ/表装 ○

2 左官 ○ 12 表装 ○

3 コンクリート圧送 ○ ○ 13 とび ○ ○

4 トンネル推進工 ○ 　 14 建築大工 ○

5 建設機械施工 ○ 15 配管 　 　 ○

6 土工 ○ ○ 16 建築板金 　 ○ ○

7 屋根ふき ○ 17 保温保冷 　 　 ○

8 電気通信 　 　 ○ 18 吹付ウレタン断熱 　 ○

9 鉄筋施工 ○ ○ 19 海洋土木工 ○

10 鉄筋継手 ○

新 業 務 区 分新 業 務 区 分
旧 業 務 区 分 旧 業 務 区 分

2022年８月30日より 業務区分が「土木」「建築」
「ライフライン・設備」の３つに変わりました！


業許可→特定



		建設業許可		業務区分								建設業許可		業務区分

		種　類		土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ				種　類		土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ

		さく井工事業		〇								左官工事業				〇

		舗装工事業		〇								タイル・れんが・ブロック工事業				〇

		しゅんせつ工事業		〇								清掃施設工事業				〇

		造園工事業		〇								屋根工事業				〇

		大工工事業		〇		〇						ガラス工事業				〇

		とび・土工工事業		〇		〇						解体工事業				〇

		鋼構造物工事業		〇		〇						板金工事業				〇		〇

		鉄筋工事業		〇		〇						熱絶縁工事業				〇		〇

		塗装工事業		〇		〇						管工事業				〇		〇

		防水工事業		〇		〇						電気工事業						〇

		石工事業		〇		〇						電気通信工事業						〇

		機械器具設置工事業		〇		〇						水道施設工事業						〇

		内装仕上工事業				〇						消防施設工事業						〇

		建具工事業				〇







































技能→特定 (2)

				技能実習　　　　　　　外国人建設就労者 ギノウ ジッシュウ ガイコク ジン ケンセツ シュウロウシャ		特定技能　新業務区分 トクテイ ギノウ シン ギョウム クブン										技能実習　　　　　　　外国人建設就労者 ギノウ ジッシュウ ガイコク ジン ケンセツ シュウロウシャ		特定技能　新業務区分 トクテイ ギノウ シン ギョウム クブン

						土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ								土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ

		1		さく井 イ		○								13		配管 ハイカン						○

		2		建築板金 ケンチク バンキン				○		○				14		熱絶縁施工 ネツ ゼツエン セコウ						○

		3		冷凍空気調和機器施工 レイトウ クウキ チョウワ キキ セコウ						○				15		内装仕上げ施工 ナイソウ シア セコウ				○

		4		建具製作 タテグ セイサク				○						16		表装 ヒョウソウ				○

		5		建築大工 ケンチク ダイク				○						17		サッシ施工 セコウ				○

		6		型枠施工 カタワク セコウ		○		○						18		防水施工 ボウスイ セコウ				○

		7		鉄筋施工 テッキン セコウ		○		○						19		コンクリート圧送施工 アッソウ セコウ		○		○

		8		とび		○		○						20		ウェルポイント施工 セコウ		○

		9		石材施工 セキザイ セコウ				○						21		建設機械施工 ケンセツ キカイ セコウ		○

		10		タイル張り ハ				○						22		築炉 チク ロ				○

		11		かわらぶき				○						23		鉄工 テッコウ		○		○

		12		左官 サカン				○						24		塗装 トソウ		○		○

														25		溶接 ヨウセツ		○		○		○





																		6		9		3

































旧１８業種

		　								　				　								　

		旧 業 務 区 分 キュウ ゴウ ツトム ク ブン				新 業 務 区 分 シン ゴウ ツトム ク ブン								旧 業 務 区 分 キュウ ゴウ ツトム ク ブン				新 業 務 区 分 シン ゴウ ツトム ク ブン

						土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ								土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ

		1		型枠施工 カタワク セコウ		○		○		　				11		内装仕上げ/表装 ヒョウソウ				○

		2		左官 サカン				○						12		表装 ヒョウソウ				○

		3		コンクリート圧送		○		○						13		とび		○		○

		4		トンネル推進工 スイシン コウ		○				　				14		建築大工				○

		5		建設機械施工		○								15		配管		　		　		○

		6		土工 ドコウ		○		○						16		建築板金		　		○		○

		7		屋根ふき				○						17		保温保冷		　		　		○

		8		電気通信 デンキ ツウシン		　		　		○				18		吹付ウレタン断熱 フキツケ ダンネツ		　		○

		9		鉄筋施工		○		○						19		海洋土木工 カイヨウ ドボク コウ		○

		10		鉄筋継手 テッキン ツギテ				○

														２０２３年３月末までは、旧評価試験を行います。 ネン ガツ マツ キュウ ヒョウカ シケン オコナ

		２０２３年３月末までは、旧評価試験を行います。 ネン ガツ マツ キュウ ヒョウカ シケン オコナ



























Sheet2

				技能実習		外国人建設就労者 ガイコクジン ケンセツ シュウロウシャ		特定技能（建設分野）

		目　的		国際技能移転、国際協力		国際協力		人手不足対策

		対象者のレベル		見習い・未経験者		技能実習２号等修了者 ギノ トウ シュウリョウシャ		即戦力となる人材、技能実習2号終了レベル

								（技能検定３級・日本語能力N4レベル）

		在留期間		２号：３年　　３号：５年		最大２年以内(最長で2023年3月末まで） サイダイ ネン イナイ サイチョウ ネン ガツ マツ		１号：５年　　２号：制限なし

		人材紹介を行う主体		監理団体からの人材紹介		特定監理団体からの人材紹介 トクテイ		（一社）建設技能人材機構（ＪＡＣ）による無料職業紹介を受けることも可能　　　　　　　（義務ではない）　 ムリョウ ショクギョウ ショウカイ

								※有料職業紹介事業者からの紹介は不可

		教　育		原則入国後に、日本語、生活知識等（2ヶ月）		日本語、生活知識等		建設分野未経験者は、技能評価試験と日本語試験の合格。経験者は、技能実習２号を良好に修了した者。 ケンセツ ブンヤ ミケイケン シャ ギノウ ヒョウカ シケン ニホンゴ シケン ゴウカク ケイケンシャ ギノ リョウコウ シュウリョウ モノ

				※入国前講習を実施する場合、入国後講習の期間短縮あり

		受入費用		監理団体への監理費の納入		特定監理団体への監理費の納入 トクテイ		機構に対する受入負担金の納入

				相場は月3～6万円／人		相場は月3～6万円／人		海外試験合格者(訓練あり)：月20,000円／人 カイガイ シケン ゴウカクシャ クンレン ツキ エン ニン

				（訓練・教育に別途経費がかかる場合あり）				海外試験合格者(訓練なし)：月15,000円／人 カイガイ シケン ゴウカクシャ クンレン ツキ エン ニン

								国内試験合格者：月13,750円／人 コクナイ シケン ゴウカク シャ ツキ エン ニン

								試験免除者：月12,500円／人 シャ ツキ エン ニン

		行政手続		―		・国土交通大臣による受入計画認定		・国土交通大臣による受入計画認定

				・法務大臣による在留資格審査		・法務大臣による在留資格審査		・法務大臣による在留資格審査

				・外国人技能実習機構の技能実習計画の認可届出、実習実施状況の届出		・外国人建設就労者受入事業の認可届出、実施状況の届出		・支援計画策定、地方入管局への就労状況・支援状況の届出

		監　理		監理団体による訪問指導		特定監理団体による訪問指導 トクテイ		適正就労監理機関による巡回指導

		転　職		転職には、雇用先、監理団体の同意を得て、実習計画の変更等が必要であり、事実上困難		転職には、雇用先、特定監理団体の同意を得て、実施計画の変更等が必要であり、事実上困難 トクテイ ジッシ		自発的な意思に基づく転職は可能





Sheet1

		（建設分野の特定技能）業務区分再編後の技能実習生または現行区分の特定技能外国人の移行先について

		業務区分		特定技能（土木）				特定技能（建築）								特定技能（ライフライン・設備）

		業務内容		「指導者の指示・監督を受けながら、土木施設の新設、改築、維持、修繕に係る作業等」に従事する。				「指導者の指示・監督を受けながら、建築物の新築、増築、改築若しくは移転又は修繕若しくは模様替に係る作業等」に従事する。								「指導者の指示・監督を受けながら、電気通信、ガス、水道、電気その他ライフライン・設備の整備・設置、変更又は修理に係る作業等」に従事する。

		技能の根幹となる部分の関連性		土木施設を整備する現場で行われる作業であり、「建設機械・器具の使用その他の土木工事に関する基本的な知識・経験等に基づく作業、安全衛生等」の点で関連性が認められる。				建築物を整備する現場で行われる作業であり、「建築物の整備に関する基本的な知識・経験等に基づく作業、安全衛生等」の点で関連性が認められる。								主に現場を移動しながら行われる作業を含む作業であり、「当該ライフライン・設備に係る機能の継続性や円滑な道路交通の確保に配慮しながら行う工事に関する基本的な知識・経験等に基づく作業、安全衛生等」の点で関連性が認められる。

		技能実習からの移行対象職種		職種		作業		職種		作業		職種		作業		職種		作業

				さく井		パーカッション式さく井工事		建築板金		内外装板金		内装仕上げ施工		プラスチック系床仕上げ工事		建築板金		内外装板金

																		ダクト板金

																冷凍空気調和機器施工		冷凍空気調和機器施工

						ロータリー式さく井工事				ダクト板金				カーペット系床仕上げ工事

																配管		建築配管

				型枠施工		型枠工事								鋼製下地工事

								建具制作		木製建具手加工								プラント配管

				鉄筋施工		鉄筋組立て								ボード仕上げ工事		熱絶縁施工		保温保冷工事

				とび		とび		建築大工		大工工事				カーテン工事		溶接		手溶接

				コンクリート圧送施工		コンクリート圧送工事						表装		表装				半自動溶接

								型枠施工		型枠工事

				ウェルポイント施工		ウェルポイント工事						サッシ施工		ビル用サッシ施工

				建設機械施工		埋土・整地		鉄筋施工		鉄筋組立て		防水施工		シーリング防水施工

						積込み						コンクリート圧送施工		コンクリート圧送工事

						掘削		とび		とび

												築炉		築炉

						締固め		石材施工		石材加工

				鉄工		構造物鉄工				石張り		鉄工		構造物鉄工

				塗装		建築塗装		タイル張り		タイル張り		塗装		建築塗装

														鋼橋塗装

						鋼橋塗装		かわらぶき		かわらぶき

												溶接		手溶接

				溶接		手溶接

								左官		左官				半自動溶接

						半自動溶接



		現在の特定技能業務区分（１９業務区分）		型枠施工		建設機械施工		建築板金		とび		表装		吹付ウレタン断熱		建築板金

				鉄筋施工		トンネル推進工		建築大工		屋根ふき		コンクリート圧送				配管

				とび		土工		型枠施工		左官		土工				保温保冷

				コンクリート圧送		海洋土木工		鉄筋施工		内装仕上げ		鉄筋継手				電気通信















技能→特定

		参考

		業務区分						建設業許可				旧特定技能業務区分						新たに対象になる技能実習職種

		土木		建築		ライフライン・　　設備		種類		内  容		土木		建築		ライフライン・　　　設備		土木		建築		ライフライン・　　　設備

		〇						さく井工事業		さく井機械等を用いてさく孔、さく井を行う工事またはこれらの工事に伴う揚水設備設置等を行う工事								さく井

		〇						舗装工事業		道路等の地盤面をアスファルト、コンクリート、砂、砂利、砕石等により舗装する工事

		〇						しゅんせつ工事業		河川、港湾等の水底をしゅんせつする工事

		〇						造園工事業		整地、樹木の植栽、景石のすえ付け等により庭園、公園、緑地等の苑地を築造する工事

		〇		〇				大工工事業		木材の加工または取付けにより工作物を築造し、または工作物に木製設備を取り付ける工事		型枠施工		建築大工/型枠施工

		〇		〇				とび・土工工事業		①足場の組立て、機械器具・建設資材等の重量物の運搬配置、鉄骨等の組立て、工作物の解体等を行う工事
②くい打ち、くい抜きおよび場所打ぐいを行う工事
③土砂等の掘削、盛上げ、締固め等を行う工事
④コンクリートによる工作物を築造する工事
⑤その他基礎的または準備的工事		とび/土工/
コンクリート圧送/トンネル推進工/海洋土木/建設機
械施工		とび/土工
/コンクリート圧送				ウェルポイント施工/溶接 セコウ		溶接

		〇		〇				鋼構造物工事業		形鋼、鋼板等の鋼材の加工または組立てにより工作物を築造する工事								鉄工		鉄工

		〇		〇				鉄筋工事業		棒鋼等の鋼材を加工し、接合し、または組み立てる工事		鉄筋施工		鉄筋施工/鉄筋継手

		〇		〇				塗装工事業		塗料、塗材等を工作物に吹き付け、塗付け、またははり付ける工事								塗装		塗装

		〇		〇				防水工事業		アスファルト、モルタル、シーリング材等によって防水を行う工事										防水施工

		〇		〇				石工事業		石材（石材に類似のコンクリートブロックおよび擬石を含む）の加工または積石により工作物を築造し、または工作物に石材を取り付ける工事										石材施工

		〇		〇				機械器具設置工事業		機械器具の組立て等により工作物を建設し、または工作物に機械器具を取り付ける工事

		業務区分						建設業許可				旧特定技能業務区分						新たに対象になる技能実習職種

		土木		建築		ライフライン・　　設備		種類		内  容		土木		建築		ライフライン・　　設備		土木		建築		ライフライン・　　　設備

				〇				内装仕上工事業		木材、石膏ボード、吸音板、壁紙、たたみ、ビニール床タイル、カーペット、ふすま等を用いて建築物の内装仕上げを行う工事				内装仕上げ/表装

				〇				建具工事業		工作物に木製または金属製の建具等を取り付ける工事										建具/サッシ工事

				〇				左官工事業		工作物に壁土、モルタル、漆くい、プラスター、繊維等をこて塗り、吹付け、またははり付ける工事				左官

				〇				タイル・れんが・ブロック工事業		れんが、コンクリートブロック等により工作物にれんが、コンクリートブロック、タイル等を取り付け、またははり付ける工事										タイル張り/築炉

				〇				清掃施設工事業		し尿処理施設またはごみ処理施設を設置する工事

				〇				屋根工事業		瓦、スレート、金属薄板等により屋根をふく工事				屋根ふき

				〇				ガラス工事業		工作物にガラスを加工して取り付ける工事

				〇				解体工事業		工作物の解体を行う工事

				〇		〇		板金工事業		金属薄板等を加工して工作物に取付け、又は工作物に金属製等の付属物を取付ける工事				建築板金		建築板金						溶接

				〇		〇		熱絶縁工事業		工作物または工作物の設備を熱絶縁する工事				吹付ウレタン断熱		保温保冷						熱絶縁施工

				〇		〇		管工事業		冷暖房、空気調和、給排水、衛生等のための設備を設置し、又は金属製等の管を使用して水、油、ガス、水蒸気等を送配するための設備を設置する工事						配管						冷凍空気調和機器施工

						〇		電気工事業		発電設備、変電設備、送配電設備、構内電気設備等を設置する工事

						〇		電気通信工事業		有線電気通信設備、無線電機通信設備、放送機械設備、データ通信設備等の電気通信設備を設置する工事						電気通信

						〇		水道施設工事業		上水道、工業用水道等のための取水、浄水、配水等の施設を築造する工事または公共下水道もしくは流域下水道の処理設備を設置する工事

						〇		消防施設工事業		火災警報設備、消火設備、避難設備もしくは消火活動に必要な設備を設置し、または工作物に取り付ける工事
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技能実習・外国人建設就労者の受入対象である25職種は、

特定技能では以下の表に対応する３業務区分への切替えが可能です。

土　木 建　築 ライフライン・設備 土　木 建　築 ライフライン・設備

1 さく井 ○ 13 配管 ○

2 建築板金 ○ ○ 14 熱絶縁施工 ○

3 冷凍空気調和機器施工 ○ 15 内装仕上げ施工 ○

4 建具製作 ○ 16 表装 ○

5 建築大工 ○ 17 サッシ施工 ○

6 型枠施工 ○ ○ 18 防水施工 ○

7 鉄筋施工 ○ ○ 19 コンクリート圧送施工 ○ ○

8 とび ○ ○ 20 ウェルポイント施工 ○

9 石材施工 ○ 21 建設機械施工 ○

10 タイル張り ○ 22 築炉 ○

11 かわらぶき ○ 23 鉄工 ○ ○

12 左官 ○ 24 塗装 ○ ○

25 溶接 ○ ○ ○

特定技能　新業務区分特定技能　新業務区分技能実習
外国人建設就労者

技能実習
外国人建設就労者

技能実習等から「特定技能」へ移行する場合


業許可→特定



		建設業許可		業務区分								建設業許可		業務区分

		種　類		土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ				種　類		土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ

		さく井工事業		〇								左官工事業				〇

		舗装工事業		〇								タイル・れんが・ブロック工事業				〇

		しゅんせつ工事業		〇								清掃施設工事業				〇

		造園工事業		〇								屋根工事業				〇

		大工工事業		〇		〇						ガラス工事業				〇

		とび・土工工事業		〇		〇						解体工事業				〇

		鋼構造物工事業		〇		〇						板金工事業				〇		〇

		鉄筋工事業		〇		〇						熱絶縁工事業				〇		〇

		塗装工事業		〇		〇						管工事業				〇		〇

		防水工事業		〇		〇						電気工事業						〇

		石工事業		〇		〇						電気通信工事業						〇

		機械器具設置工事業		〇		〇						水道施設工事業						〇

		内装仕上工事業				〇						消防施設工事業						〇

		建具工事業				〇







































技能→特定 (2)

				技能実習　　　　　　　外国人建設就労者 ギノウ ジッシュウ ガイコク ジン ケンセツ シュウロウシャ		特定技能　新業務区分 トクテイ ギノウ シン ギョウム クブン										技能実習　　　　　　　外国人建設就労者 ギノウ ジッシュウ ガイコク ジン ケンセツ シュウロウシャ		特定技能　新業務区分 トクテイ ギノウ シン ギョウム クブン

						土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ								土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ

		1		さく井 イ		○								13		配管 ハイカン						○

		2		建築板金 ケンチク バンキン				○		○				14		熱絶縁施工 ネツ ゼツエン セコウ						○

		3		冷凍空気調和機器施工 レイトウ クウキ チョウワ キキ セコウ						○				15		内装仕上げ施工 ナイソウ シア セコウ				○

		4		建具製作 タテグ セイサク				○						16		表装 ヒョウソウ				○

		5		建築大工 ケンチク ダイク				○						17		サッシ施工 セコウ				○

		6		型枠施工 カタワク セコウ		○		○						18		防水施工 ボウスイ セコウ				○

		7		鉄筋施工 テッキン セコウ		○		○						19		コンクリート圧送施工 アッソウ セコウ		○		○

		8		とび		○		○						20		ウェルポイント施工 セコウ		○

		9		石材施工 セキザイ セコウ				○						21		建設機械施工 ケンセツ キカイ セコウ		○

		10		タイル張り ハ				○						22		築炉 チク ロ				○

		11		かわらぶき				○						23		鉄工 テッコウ		○		○

		12		左官 サカン				○						24		塗装 トソウ		○		○

														25		溶接 ヨウセツ		○		○		○





																		6		9		3

































旧１８業種

		　								　				　								　

		旧 業 務 区 分 キュウ ゴウ ツトム ク ブン				新 業 務 区 分 シン ゴウ ツトム ク ブン								旧 業 務 区 分 キュウ ゴウ ツトム ク ブン				新 業 務 区 分 シン ゴウ ツトム ク ブン

						土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ								土　木 ツチ キ		建　築 タツル チク		ライフライン・設備 セツビ

		1		型枠施工 カタワク セコウ		○		○		　				11		内装仕上げ/表装 ヒョウソウ				○

		2		左官 サカン				○						12		表装 ヒョウソウ				○

		3		コンクリート圧送		○		○						13		とび		○		○

		4		トンネル推進工 スイシン コウ		○				　				14		建築大工				○

		5		建設機械施工		○								15		配管		　		　		○

		6		土工 ドコウ		○		○						16		建築板金		　		○		○

		7		屋根ふき				○						17		保温保冷		　		　		○

		8		電気通信 デンキ ツウシン		　		　		○				18		吹付ウレタン断熱 フキツケ ダンネツ		　		○

		9		鉄筋施工		○		○						19		海洋土木工 カイヨウ ドボク コウ		○

		10		鉄筋継手 テッキン ツギテ				○

														２０２３年３月末までは、旧評価試験を行います。 ネン ガツ マツ キュウ ヒョウカ シケン オコナ

		２０２３年３月末までは、旧評価試験を行います。 ネン ガツ マツ キュウ ヒョウカ シケン オコナ



























Sheet2

				技能実習		外国人建設就労者 ガイコクジン ケンセツ シュウロウシャ		特定技能（建設分野）

		目　的		国際技能移転、国際協力		国際協力		人手不足対策

		対象者のレベル		見習い・未経験者		技能実習２号等修了者 ギノ トウ シュウリョウシャ		即戦力となる人材、技能実習2号終了レベル

								（技能検定３級・日本語能力N4レベル）

		在留期間		２号：３年　　３号：５年		最大２年以内(最長で2023年3月末まで） サイダイ ネン イナイ サイチョウ ネン ガツ マツ		１号：５年　　２号：制限なし

		人材紹介を行う主体		監理団体からの人材紹介		特定監理団体からの人材紹介 トクテイ		（一社）建設技能人材機構（ＪＡＣ）による無料職業紹介を受けることも可能　　　　　　　（義務ではない）　 ムリョウ ショクギョウ ショウカイ

								※有料職業紹介事業者からの紹介は不可

		教　育		原則入国後に、日本語、生活知識等（2ヶ月）		日本語、生活知識等		建設分野未経験者は、技能評価試験と日本語試験の合格。経験者は、技能実習２号を良好に修了した者。 ケンセツ ブンヤ ミケイケン シャ ギノウ ヒョウカ シケン ニホンゴ シケン ゴウカク ケイケンシャ ギノ リョウコウ シュウリョウ モノ

				※入国前講習を実施する場合、入国後講習の期間短縮あり

		受入費用		監理団体への監理費の納入		特定監理団体への監理費の納入 トクテイ		機構に対する受入負担金の納入

				相場は月3～6万円／人		相場は月3～6万円／人		海外試験合格者(訓練あり)：月20,000円／人 カイガイ シケン ゴウカクシャ クンレン ツキ エン ニン

				（訓練・教育に別途経費がかかる場合あり）				海外試験合格者(訓練なし)：月15,000円／人 カイガイ シケン ゴウカクシャ クンレン ツキ エン ニン

								国内試験合格者：月13,750円／人 コクナイ シケン ゴウカク シャ ツキ エン ニン

								試験免除者：月12,500円／人 シャ ツキ エン ニン

		行政手続		―		・国土交通大臣による受入計画認定		・国土交通大臣による受入計画認定

				・法務大臣による在留資格審査		・法務大臣による在留資格審査		・法務大臣による在留資格審査

				・外国人技能実習機構の技能実習計画の認可届出、実習実施状況の届出		・外国人建設就労者受入事業の認可届出、実施状況の届出		・支援計画策定、地方入管局への就労状況・支援状況の届出

		監　理		監理団体による訪問指導		特定監理団体による訪問指導 トクテイ		適正就労監理機関による巡回指導

		転　職		転職には、雇用先、監理団体の同意を得て、実習計画の変更等が必要であり、事実上困難		転職には、雇用先、特定監理団体の同意を得て、実施計画の変更等が必要であり、事実上困難 トクテイ ジッシ		自発的な意思に基づく転職は可能





Sheet1

		（建設分野の特定技能）業務区分再編後の技能実習生または現行区分の特定技能外国人の移行先について

		業務区分		特定技能（土木）				特定技能（建築）								特定技能（ライフライン・設備）

		業務内容		「指導者の指示・監督を受けながら、土木施設の新設、改築、維持、修繕に係る作業等」に従事する。				「指導者の指示・監督を受けながら、建築物の新築、増築、改築若しくは移転又は修繕若しくは模様替に係る作業等」に従事する。								「指導者の指示・監督を受けながら、電気通信、ガス、水道、電気その他ライフライン・設備の整備・設置、変更又は修理に係る作業等」に従事する。

		技能の根幹となる部分の関連性		土木施設を整備する現場で行われる作業であり、「建設機械・器具の使用その他の土木工事に関する基本的な知識・経験等に基づく作業、安全衛生等」の点で関連性が認められる。				建築物を整備する現場で行われる作業であり、「建築物の整備に関する基本的な知識・経験等に基づく作業、安全衛生等」の点で関連性が認められる。								主に現場を移動しながら行われる作業を含む作業であり、「当該ライフライン・設備に係る機能の継続性や円滑な道路交通の確保に配慮しながら行う工事に関する基本的な知識・経験等に基づく作業、安全衛生等」の点で関連性が認められる。

		技能実習からの移行対象職種		職種		作業		職種		作業		職種		作業		職種		作業

				さく井		パーカッション式さく井工事		建築板金		内外装板金		内装仕上げ施工		プラスチック系床仕上げ工事		建築板金		内外装板金

																		ダクト板金

																冷凍空気調和機器施工		冷凍空気調和機器施工

						ロータリー式さく井工事				ダクト板金				カーペット系床仕上げ工事

																配管		建築配管

				型枠施工		型枠工事								鋼製下地工事

								建具制作		木製建具手加工								プラント配管

				鉄筋施工		鉄筋組立て								ボード仕上げ工事		熱絶縁施工		保温保冷工事

				とび		とび		建築大工		大工工事				カーテン工事		溶接		手溶接

				コンクリート圧送施工		コンクリート圧送工事						表装		表装				半自動溶接

								型枠施工		型枠工事

				ウェルポイント施工		ウェルポイント工事						サッシ施工		ビル用サッシ施工

				建設機械施工		埋土・整地		鉄筋施工		鉄筋組立て		防水施工		シーリング防水施工

						積込み						コンクリート圧送施工		コンクリート圧送工事

						掘削		とび		とび

												築炉		築炉

						締固め		石材施工		石材加工

				鉄工		構造物鉄工				石張り		鉄工		構造物鉄工

				塗装		建築塗装		タイル張り		タイル張り		塗装		建築塗装

														鋼橋塗装

						鋼橋塗装		かわらぶき		かわらぶき

												溶接		手溶接

				溶接		手溶接

								左官		左官				半自動溶接

						半自動溶接



		現在の特定技能業務区分（１９業務区分）		型枠施工		建設機械施工		建築板金		とび		表装		吹付ウレタン断熱		建築板金

				鉄筋施工		トンネル推進工		建築大工		屋根ふき		コンクリート圧送				配管

				とび		土工		型枠施工		左官		土工				保温保冷

				コンクリート圧送		海洋土木工		鉄筋施工		内装仕上げ		鉄筋継手				電気通信















技能→特定

		参考

		業務区分						建設業許可				旧特定技能業務区分						新たに対象になる技能実習職種

		土木		建築		ライフライン・　　設備		種類		内  容		土木		建築		ライフライン・　　　設備		土木		建築		ライフライン・　　　設備

		〇						さく井工事業		さく井機械等を用いてさく孔、さく井を行う工事またはこれらの工事に伴う揚水設備設置等を行う工事								さく井

		〇						舗装工事業		道路等の地盤面をアスファルト、コンクリート、砂、砂利、砕石等により舗装する工事

		〇						しゅんせつ工事業		河川、港湾等の水底をしゅんせつする工事

		〇						造園工事業		整地、樹木の植栽、景石のすえ付け等により庭園、公園、緑地等の苑地を築造する工事

		〇		〇				大工工事業		木材の加工または取付けにより工作物を築造し、または工作物に木製設備を取り付ける工事		型枠施工		建築大工/型枠施工

		〇		〇				とび・土工工事業		①足場の組立て、機械器具・建設資材等の重量物の運搬配置、鉄骨等の組立て、工作物の解体等を行う工事
②くい打ち、くい抜きおよび場所打ぐいを行う工事
③土砂等の掘削、盛上げ、締固め等を行う工事
④コンクリートによる工作物を築造する工事
⑤その他基礎的または準備的工事		とび/土工/
コンクリート圧送/トンネル推進工/海洋土木/建設機
械施工		とび/土工
/コンクリート圧送				ウェルポイント施工/溶接 セコウ		溶接

		〇		〇				鋼構造物工事業		形鋼、鋼板等の鋼材の加工または組立てにより工作物を築造する工事								鉄工		鉄工

		〇		〇				鉄筋工事業		棒鋼等の鋼材を加工し、接合し、または組み立てる工事		鉄筋施工		鉄筋施工/鉄筋継手

		〇		〇				塗装工事業		塗料、塗材等を工作物に吹き付け、塗付け、またははり付ける工事								塗装		塗装

		〇		〇				防水工事業		アスファルト、モルタル、シーリング材等によって防水を行う工事										防水施工

		〇		〇				石工事業		石材（石材に類似のコンクリートブロックおよび擬石を含む）の加工または積石により工作物を築造し、または工作物に石材を取り付ける工事										石材施工

		〇		〇				機械器具設置工事業		機械器具の組立て等により工作物を建設し、または工作物に機械器具を取り付ける工事

		業務区分						建設業許可				旧特定技能業務区分						新たに対象になる技能実習職種

		土木		建築		ライフライン・　　設備		種類		内  容		土木		建築		ライフライン・　　設備		土木		建築		ライフライン・　　　設備

				〇				内装仕上工事業		木材、石膏ボード、吸音板、壁紙、たたみ、ビニール床タイル、カーペット、ふすま等を用いて建築物の内装仕上げを行う工事				内装仕上げ/表装

				〇				建具工事業		工作物に木製または金属製の建具等を取り付ける工事										建具/サッシ工事

				〇				左官工事業		工作物に壁土、モルタル、漆くい、プラスター、繊維等をこて塗り、吹付け、またははり付ける工事				左官

				〇				タイル・れんが・ブロック工事業		れんが、コンクリートブロック等により工作物にれんが、コンクリートブロック、タイル等を取り付け、またははり付ける工事										タイル張り/築炉

				〇				清掃施設工事業		し尿処理施設またはごみ処理施設を設置する工事

				〇				屋根工事業		瓦、スレート、金属薄板等により屋根をふく工事				屋根ふき

				〇				ガラス工事業		工作物にガラスを加工して取り付ける工事

				〇				解体工事業		工作物の解体を行う工事

				〇		〇		板金工事業		金属薄板等を加工して工作物に取付け、又は工作物に金属製等の付属物を取付ける工事				建築板金		建築板金						溶接

				〇		〇		熱絶縁工事業		工作物または工作物の設備を熱絶縁する工事				吹付ウレタン断熱		保温保冷						熱絶縁施工

				〇		〇		管工事業		冷暖房、空気調和、給排水、衛生等のための設備を設置し、又は金属製等の管を使用して水、油、ガス、水蒸気等を送配するための設備を設置する工事						配管						冷凍空気調和機器施工

						〇		電気工事業		発電設備、変電設備、送配電設備、構内電気設備等を設置する工事

						〇		電気通信工事業		有線電気通信設備、無線電機通信設備、放送機械設備、データ通信設備等の電気通信設備を設置する工事						電気通信

						〇		水道施設工事業		上水道、工業用水道等のための取水、浄水、配水等の施設を築造する工事または公共下水道もしくは流域下水道の処理設備を設置する工事

						〇		消防施設工事業		火災警報設備、消火設備、避難設備もしくは消火活動に必要な設備を設置し、または工作物に取り付ける工事









11

技能実習制度では、建設分野の失踪者数が全体の失踪者数の約54％を占めます！

年度 技能実習生数 失踪者数 失踪率

2021 276,123人 7,167人 約2.6％

年度 技能実習生数 失踪者数 失踪率

2021 61,260人 3,838人 約6.3％

建設分野の技能実習生

全分野の技能実習生

技能実習生受入企業への監督指導結果

年度 指導実施事業場数 違反事業場数 主な違反事項

2020 1,122社
888社

(79.1%)

割増賃金の支払 安全基準 賃金の支払

272件 (24.2%) 240件 (21.4%) 210件 (18.7%)

新たな外国人材を受け入れるにあたり、業界として賃金や社会保険、安全衛生のルールをしっかり整備して、

ルールを守らない企業を排除していく必要があります。

【参考】建設業企業全体の約８割に労働法令違反が発覚
※労働基準監督署による建設企業への定期監督指導結果（2020） 指導実施事業場数8,124社のうち、違反事業場数5,752社（70.8％）

建設業での技能実習実施企業の約８割に、労働法令違反が発覚！

全分野の失踪者数7,167人（2012年度）

農業

9.5%

漁業 0.8%

建設業

53.6%食品製造

6.9%

繊維・衣服

5.7%

機械・金属

6.4%

その他

17.1%

建設分野独自の仕組みの必要性
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ＪＡＣの役割

（一社）建設技能人材機構（ＪＡＣ）

・建設技能者全体の処遇改善
・低賃金・保険未加入・劣悪な労働環境等のルールを守らないブラック企業の排除
・失踪・不法就労の防止

〇特定技能外国人の受入れに関する専門工事業団体及び元請建設業者団体により、2019年４月１日に設立さ
れた。

〇国土交通大臣により特定技能外国人受入事業実施法人として登録。

適正就労監理 教育訓練・技能試験 無料職業紹介事業
制度周知

グッドプラクティスの普及

理事長：三野輪 賢二 （一社）日本型枠工事業協会 会長
正会員：46団体
賛助会員：賛助会員（企業）1,724社（2022年10月4日現在）
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正会員 (46建設業者団体) 令和４年１０月１日現在

（一社）全国建設業協会

（一社）全国中小建設業協会

（一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会

（一社）マンション計画修繕施工協会

（一社）日本型枠工事業協会

（一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会

（一社）日本機械土工協会

（一社）日本基礎建設協会

（一社）日本発破・破砕協会

（一社）全日本漁港建設協会

（一社）全日本瓦工事業連盟

（公社）全国鉄筋工事業協会

日本室内装飾事業協同組合連合会

日本建設インテリア事業協同組合連合会

（一社）日本鳶工業連合会

（一社）日本ツーバイフォー建築協会

（一社）全国住宅産業地域活性化協議会

（一社）日本金属屋根協会

（一社）全国ダクト工業団体連合会

（一社）日本ウレタン断熱協会

（一社）全国防水工事業協会

（一社）日本冷凍空調設備工業連合会

（一社）日本築炉人材育成協会

（一社）日本道路建設業協会

（一社）日本電設工業協会

（一社）日本空調衛生工事業協会

（一社）全国中小建設工事業団体連合会

（一社）日本左官業組合連合会

（公社）日本推進技術協会

（一社）日本建設機械レンタル協会

（一社）全国基礎工事業団体連合会

（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会

（一社）全国特定法面保護協会

（一社）情報通信エンジニアリング協会

全国圧接業協同組合連合会

（一社）全国建設室内工事業協会

（一社）日本建設軀体工事業団体連合会

全国建設労働組合総連合

（一社）日本在来工法住宅協会

全国管工事業協同組合連合会

（一社）日本建築板金協会

（一社）日本保温保冷工業協会

日本港湾空港建設協会連合会

（一社）日本塗装工業会

（一社）日本配管工事業団体連合会

（一社）日本建設業連合会

ＪＡＣ正会員団体
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事業継続

技能試験
研修・講習の支援

無料職業
紹介事業

制度周知
グッド

プラクティス
の普及

適正就労監理

● 特定技能外国人からの苦情・相談
への母国語での対応、巡回指導等
を適正就労監理機関（ＦＩＴＳ）
への委託により実施。

● 海外・国内において関係機関等の協力を
得て、特定技能外国人となる外国人に対
し、特定技能評価試験を実施。

● 海外・国内において正会員団体等が実施
する試験合格者に対する研修・講習の実
施に係る支援事業を実施。

● 特定技能外国人の受入れを希望する建設企業か
らの求人情報等を集約し、建設分野特定技能１
号評価試験の合格者や技能実習２号修了者等の
外国人材とマッチングを実施。

● 特定技能外国人の受入れを希望する建設企業への
説明会の開催等を通じた、企業への制度周知。

● 国土交通省と共催により「優秀外国人建設就労者
表彰」を実施し、優れた技能を持つ外国人材と、
企業を表彰し、グッドプラクティスを普及。

受入希望企業と

外国人労働者のマッチング支援

受入企業の巡回指導、

外国人労働者の相談窓口設置

特定技能評価試験の実施

研修・講習の支援

受入希望企業への説明会実施

外国人材と企業の表彰

ＪＡＣの事業活動
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Ⅰ．総則
１．建設業界は一般社団法人建設技能人材機構を設立し、行動規

範の遵守に一致協力
２．低賃金雇用により競争環境を不当に歪める者等との関係遮断
３．生産性向上や国内人材確保の取組を最大限推進
４．労働関係法令等の遵守、特定技能外国人との相互理解、

文化や慣習の尊重

Ⅱ．受入企業（雇用者）の義務
５．特定技能外国人が在留資格を適切に有していることを常時確

認
６．同等技能・同等報酬、月給制等、技能の習熟に応じた昇給等

の適切な処遇
７．外国人を含め被雇用者を必要な社会保険に加入
８．契約締結時に雇用関係に関する重要事項の母国語説明、書面

での契約締結
９．外国人であることを理由とした待遇の差別的取扱の禁止
10．暴力、暴言、いじめ及びハラスメントの根絶、職業選択上の

自由の尊重
11．建設キャリアアップシステムへの加入、技能習得・資格取得

の促進
12．安全確保に必要な技能・知識等の向上支援、元請企業が行う

安全指導の遵守
13．日常生活上及び社会生活上の支援
14．直接的、間接的な手段を問わず悪質な引抜行為を禁止
15．機構の行う共同事業の費用を負担

Ⅲ．元請企業の役割
16．建設キャリアアップシステムの活用等による在留資格等の確

認の徹底、不法就労者・失踪者等の現場入場禁止
17．正当な理由なく、特定技能外国人を工事現場から排除するこ

とを禁止
18．特定技能外国人への適切な安全衛生教育及び安全衛生管理
19．自社の工事現場で就労する特定技能外国人に対する労災保険

の適用を徹底

Ⅳ．共同事業の実施
20．事前訓練及び技能試験、試験合格者や試験免除者の就職・転

職支援の実施
21．日本の建設現場未経験の特定技能外国人に対する安全衛生教

育を実施
22．受入企業による労働関係法令の遵守、理解促進等を推進
23．受注環境変化時の特定技能外国人への転職先の紹介、斡旋
24．（一財）国際建設技能振興機構に委託して、巡回訪問等によ

る指導・助言業務、苦情・相談への対応を実施
25．地方部の求人情報発掘、都市部と地方部の待遇格差是正のた

めの助言・指導等、建設特定技能協議会からの地域偏在対策
に関する要請に応じて必要な措置を実施

26．会費徴収や共同事業等の事業運営を実施

Ⅴ．実効性確保措置
27．本規範の違反者に対する除名等
28．必要に応じた国土交通省、法務省その他関係機関と連携

Ⅵ．外国人技能実習生及び外国人建設就労者の取り扱い
29．外国人技能実習生及び外国人建設就労者についても特定技能

外国人への取扱いに準じて適正な就労環境を確保

ＪＡＣの外国人受入れに係る行動規範
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2021年度

優秀外国人建設就労者表彰式

2022年４月７日（木）、霞が関にて建設現場で

活躍する外国人就労者の表彰式が開催されました。

受賞者の一部の方の声を紹介いたします。

詳しくはＹｏｕＴｕｂｅでｃｈｅｃｋ！

今後の目標

日本は冬には真っ白な雪が積もり、春にはた

くさんの緑がしげり、夏は水のきれいな川が

あり、秋は木が紅く染まります。そんな四季

があるこの国で笑って仕事ができることは幸

せです。カンボジアにいる家族の生活は経済

的にまだ不安定ですが、今以上にがんばって

家族を支えていきたいと思います。そのため

にも、仕事のなかでもっといろんなことに挑

戦してみたいです。

受賞について一言

日常会話もできなかった私を育ててくれ

た社長や専務、常務には本当に感謝して

います。また、現場での仕事ぶりを信用

してくれて、技術や日本語などを丁寧に

教えてくれた現場の先輩たちにも大変お

世話になりました。そして、日本でのが

んばりを信じ、応援してくれた母や父に

もありがとうと伝えたいです。

事例紹介（現場で活躍する特定技能外国人の皆さん）
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ベトナム人は明るい性格の人が多いのだとか 職場の仲間との食事会 社内イベントとして芋掘りを開催

・所在地：北海道札幌市
・業 種：型枠工事

・従業員数：107名
内)特定技能10名

特定活動３名

技能実習13名
（すべてベトナム人）

・寮の確保（従業員用の寮を活用）
・調理器具（炊飯器/ＩＨコンロ）の

提供
など

・特定技能（総支給額）
～33万円/月

賞与～40万円/年
（６月～20万円、12月～20万円）

・特定活動（総支給額）～30万円/月
賞与～36.8万円/年

（６月～18.4万円、12月～18.4万円）

・技能実習（総支給額）～28万円/月
賞与～2.5万円/年

（６月～1.25万円、12月～1.25万円）

企業の取組み・受入れの工夫

「彼らを自分の班に入れてほしい」
という職長からの声も少なくありません！

ベトナムの方は真面目で仕事を少しでも早く覚え
ようと熱心に取組んでくれています。これからの活
躍に期待しています。
（労務安全部・資材センター 部長 鈴木 直樹氏）

特定技能
１号

労務安全部・
資材センター

部長
家族の期待に応えるため、

まずは型枠施工技能検定2級の取得を目指す！
日本の建設技術の高さを知り、それを学びたくて

来日を決意。「図面をコピーして持ち帰り、わから
ないところを職長に聞いて教えてもらっていす！」

（特定技能１号 ソンさん）

世界から優秀な人材が集まる会社にしたい！

● 2013年から外国人を受入れ開始
● 相手の国の文化や習慣を事前に調べ、社内で共有する

ことでコミュニケーションを徹底
● 外国人の採用で、高まる社内の技術競争力
● 日本でのキャリアップを実現し、外国人が末永く働け

る環境づくり
● 親睦を深めるため、社内で催しものを開催

受入企業の事例紹介（柏倉建設株式会社）
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仕事の内容も身振り手振りで十分伝わる 社員食堂は大事なコミュニケーションの場 楽しかった沖縄旅行

・所在地：香川県木田郡
・業 種：鉄筋工事

・従業員数：70名
内）特定技能３名

技能実習４名
（すべてベトナム人）

・寮、社宅の確保
・生活家電
・インターネット環境 など

・特定技能（月額基本給）

約20万円/月（１年目）
※現場手当
技能習熟等に応じた昇給あり

・外国人建設就労者（月額基本給）
約17.3万円/月

・技能実習（月額基本給）
約14.4万円/月

企業の取組み・受入れの工夫

今ではなくてはならない存在です
彼らは感心するほど真面目に働いてくれます。

日本語の勉強にも熱心で、社内で彼らの働きぶ
りに文句を言う人はいません。

（代表取締役会長 武田 美治氏）

特定技能
１号

代表取締役
会長

故郷を感じる香川でこれからも暮らしていきたい！
香川はとても静かで故郷に似ています。
この土地でずっと暮らしていくために仕事をがん

ばっていきたいです。
（特定技能１号 トゥオンさん）

『日本で働き続けたい』
彼らの夢を全力でサポート！

● 2014年からベトナム人を受入れ開始
● 独身寮や社宅のすぐ近くに会社の人間も住むことで、

なにかあってもすぐに対応できる環境づくり
● 言葉の壁も問題なし！身振り手振りや、困った時はす

ぐに通訳の方に電話を。意思疎通はみんなで協力して
はかる

受入企業の事例紹介（武田建設株式会社）
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第１ 技能実習制度と特定技能制度の制度趣旨について
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外国人が成長しつつ中長期的に活躍できるキャリアパスの構築等について

○ JACは、1号特定技能外国人がスキルアップを図りつつ、2号取得を通じて、我が国の建設業界において中長期
的に活躍できるキャリアパスの構築が重要と認識。

○ この観点から、１号特定技能外国人のスキルアップに資する講習・研修等の実施支援に取り組んでおり、例えば、
昨年９月には、
・ 資格取得を目的とした特別教育・技能講習
・ 技術・技能等の向上を目指すスキルアップ技能研修（技能検定２級相当）

等に対する支援スキームを構築し、これらの取組の普及に努めているところ。

○ これらに加え、日常生活、現場におけるコミュニケーションの円滑化の観点から、特定技能外国人に対する 日
本語講座（無料）も、今年度から実施している。

○ 今後、これらのような支援メニューの更なる充実に取り組むことにより、外国人が成長しつつ中長期的に活躍で
きるキャリアパスの構築支援を行いたい。

JACにおける取組

○ 既に、多くの外国人が、技能実習から特定技能に移行し、様々な分野で活躍しており、建設業においても人手不足
への対応や技能承継につながっているのが実態であることから、以下の点にご留意頂きたい。

制度の検討に際しご留意頂きたいこと

• 技能実習制度と特定技能制度の在り方の検討に際しては、「技能実習⇒特定技能」のルートも踏まえたキャリ
アパスを見据えた人材育成の必要性にご留意頂きたい。

• 建設業における深刻化する人手不足への対応等の観点から、今後も必要な外国人材の人数規模の確保にご
留意頂きたい。
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キャリア例

業務レベル

図面を読み取り、指導者の指示・監督を受けながら、
適切かつ安全に作業を行う技能や安全に対する
理解力等が要求される。
技能検定３級程度。

建設現場において複数の技能者を指導
しながら作業に従事し、工程を管理す
ることが要求される。
技能検定１級程度。

日本語レベル
日本語能力Ｎ４レベル以上。
基本的な日本語を理解することができる。

日本語能力Ｎ２レベル相当を想定。
日常的な場面で使われる日本語の理解に
加え、より広い場面で使われる日本語を
ある程度理解することができる。

特定技能１号（５年）

特定技能１号
技能検定
３級取得

技能検定
１級取得
または
２号評価
試験合格

特定技能２号

技能検定
２級取得

実務経験４年以上

実務経験
２年以上

実務経験
２年以上

班長経験等（※数年）

特定技能２号

※ＣＣＵＳレベル３（職種毎に必要年数が定められています。）

「特定技能１号」から「特定技能２号」へのキャリア例
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第２ 人権侵害の防止とその他外国人にとっても
我が国にとってもプラスとなる仕組みとするため
の方策について
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建設分野だけの仕組み

ＪＡＣによる建設業界としての外国人の受入れ環境の整備

ＦＩＴＳによる適正就労監理

国交省による受入計画の審査・認定

＋
外国人の適正な

処遇確保
ルールを守らない

企業の排除
企業と外国人の
信頼関係構築

建設業の担い手の
長期的な確保

不法就労・失踪抑制

建設業の健全な発展のために

共通の仕組み

人手不足が深刻な
12の特定産業分野

「技能実習制度」において、建設分野が他分野に比して多くの失踪者や労働法令違反を出したことの反省に立ち、

「特定技能制度」においては独自の適正な就労環境確保の仕組みを設けています。

建設分野における独自の適正な就労環境確保の仕組みについて①
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建設分野における独自の適正な就労環境確保の仕組みについて②

【行動規範の趣旨（例）】
・同等技能・同等報酬の原則、公正な競争の確保
・外国人の人権尊重と必要な支援（日本語教育、技能・安全教育、労災適用 等）
・ルールを守らない企業の除名等の措置 等

①JAC入会（業界共通の行動規範の遵守の徹底）

【主な認定基準】
・建設業法第3条許可の取得
・建設キャリアアップシステムへの登録
・特定技能受入事業実施法人（JAC）への加入
・同等技能・同等報酬（同等の技能を有する日本人と同等以上の賃金）、月給制（安定的な賃金支払い）、

技能習熟に応じた昇給
・重要事項について母国語・書面での事前説明
・受入れ後講習を受講させること
・巡回指導による確認を受けること 等

②国交省による受入計画認定

○適正就労監理機関（FITS）は、就労開始後に特定技能外国人に対し受入れ後講習を実施

③受入れ後講習

【講習の内容】
・特定技能制度とは
・建設分野特定技能外国人への支援の仕組み
・賃金、業務内容など雇用条件の理解度確認
・キャリアパスを考える

【講習の主な効果】
・企業と外国人の信頼関係を構築
・外国人とのトラブル・引き抜きの防止
・外国人の技能と日本語能力向上への意欲促進
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建設分野における独自の適正な就労環境確保の仕組みについて③

○ 適正就労監理機関（FITS）は、 JACから委託を受け、受入れを開始した企業に対し、認定受入計画に基づき
適切な受入れがされているか等について、給与明細書、出勤簿等により確認

④受入れ状況確認

○ 適正就労監理機関（FITS）は、JACから委託を受け、受入企業に対し巡回訪問を実施
○ 巡回訪問における指導の結果は、国土交通省とJACに報告

⑤巡回訪問

【巡回訪問等の主な内容】
・FITSが受入企業を訪問し、役員、受入れの責任者と面会
・賃金台帳等、関係書類の提出を求め、認定受入計画どおりの 就労がなされているか等を確認
・企業への外国人受入れに関するアドバイスの実施
・外国人と母国語で面談し、就労環境、賃金の支払状況、悩みについて確認（企業は同席しない）
・労働法令、建設業等に通じた全国の指導相談員が巡回訪問

○ 適正就労監理機関（FITS）は、 JACから委託を受け、母国語相談ホットラインによる苦情又は相談対応（中
国語、ベトナム語、インドネシア語、フィリピン語、英語）を実施

⑥母国語相談ホットライン

【実施方法】
・電話、メール、FAX等

【主な内容】
・特定技能の仕組み、労働条件 等



〒105-8444 東京都港区虎ノ門3丁目5番1号虎ノ門37森ビル9階

フリーダイヤル:0120-220353 TEL:03-6453-0220 FAX:03-6453-0221

https://jac-skill.or.jp

https://www.facebook.com/kensetsutokuteiginou/

https://www.instagram.com/kensetsutokuteiginou/

https://www.youtube.com/channel/UCxIot6C1zhlMsh36XGUqzww
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